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第１ 提出書類作成上の注意事項

１ 様式には、次の３種類がある。
（１）「統 一 様 式」 都関係局で統一されている様式
（２）「局独自様式」 水道局が独自に指定する様式
（３）「その他様式」 建設業法等の関係法令や厚生労働省等の関係省庁が定める様式

２ 各様式のうち、黒色で印刷された標題、項目等については、様式に基づき作成する
こと。

  なお、工事事務支援システムで帳票を作成した場合は、文字配列等のレイアウトが  
若干異なる部分があるので、その場合には、適宜修正等を行うこと。

３ 各様式のうち、朱色で印刷された部分は記載例であり、契約書、各工事の内容及び
提出書類の趣旨に合わせて記載すること。 

４ 様式欄外の注意書きには、次の２種類がある。
（１）黒色で「注」と記載しているものは、都関係局で統一されている注意事項である。

この「注」については、様式の一部のため、原則として省略不可とする。  
（２）朱色で「（注）」と記載しているものは、水道局独自の注意事項である。この 

「（注）」については、様式の一部ではないため、省略可能とする。

５ 提出先名の記載
（１）発注者とは、次の者をいう。

ア 局長名で契約したものについては、「局長名」とする。
    イ 事業部（所）長名で契約したものについては、「事業部（所）長名」とする。
（２）監督員とは、「監督員通知書」で通知された次の者をいう。

ア 総括監督員
イ 副総括監督員
ウ 監督員

６ 請求・申請・届出・通知・報告・協議者名の記載
現場代理人とは、「現場代理人及び主任技術者等通知書」で通知のあった者をいう。 

７ 提出書類（届出印を押印して提出する書類のみ）が２枚以上にわたる場合は、とじ
目又は継ぎ目に届出印を両方にかけて押すこと。 

また、袋とじした場合は、継ぎ目に届出印を押すこと。

８ 提出書類の記載を訂正するときは、誤記の部分を二本の線で消して、その右側又は  
上部に正しい記載をするとともに、当該箇所に提出者印（届出印又は現場代理人印）
を押すこと。

    あるいは、上記による訂正後、欄外に訂正の表示（何字抹消、何字挿入）を明記し  
て提出者印（届出印又は現場代理人印）を押すこと。

９  工事事務支援システムによる書類作成上の留意事項
    該当項目を「○」で囲む様式は、必要項目を入力後、出力された帳票に「○」を記 

 入すること。

１０ 各様式のうち、  印    には届出印を押すこと。 
 

また、  印   には当局公印を押すこと。

１１ 着手指定工事において、着手指定日以前に提出する書類には契約書の工期「着手指
定の日から○○日間」と記入し、着手指定日以降に提出する書類には、履行期限（完
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成予定日）を記入すること。

１２ 統一様式右上の破線欄は、決裁欄のスペースとして使用すること。 
 
１３ 次の書類については、提示書類（提出の必要なし）のため、任意に整理・保管する

こと。ただし、監督員から請求があった場合は、直ちに提示すること。 
 

提示書類 備  考 
ディーゼル車に関する自動車検査証・証

明書等の写し 
配水管工事標準仕様書 1.1.14 

安全訓練、安全教育等の実施状況 
（計画は施工計画書に記載して提出） 

配水管工事標準仕様書 1.4.1 
 

マニフェスト（原本） 
（集計表は提出） 

配水管工事標準仕様書 1.3.9 
 

 
 
１４ 次の書類については、局様式ではないため記載例を掲載していないが、それぞれ

関係機関に確認の上、必要な場合は提出すること。 
 

提出書類 備 考

施工体制台帳の写し

（下請負契約を締結した場合は必須）

配水管工事標準仕様書 1.3.6 
（国土交通省ＨＰ等参照）

施工体系図

（上記、同様）

〃

再生資源利用計画 実績 書

再生資源利用促進計画 実績 書

（東京都建設リサイクルガイドライ

ンの定めによる。）

配水管工事標準仕様書 1.3.9 
（東京都建設リサイクルガイドライ

ン参照）

公共事業施工通知書の写し（着手時）

公共事業遵守証明書（完成時）

（公共事業への日雇労働者吸収要綱

を適用する工事）

配水管工事標準仕様書 1.1.13 
（公共職業安定所又は 公財 城北労

働・福祉センター参照）

「 一財 日本建設情報総合センター」

発行の登録内容確認書の写し

（請負金額が 万円以上の場合）

配水管工事標準仕様書 1.3.7 
（工事実績情報サービス（コリンズ））
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第２ 監督員（局）と受注者との書類の処理形態

監督員（局）から受注者へ。受注者確認の後、押印してから再び監督員（局）または契約担当（局）へ。

監 督 員（局） 受 注 者

 指定書兼受書 → 公印押印後受注者へ 工事着手日指定書

受 書工事着手日指定書

 決定用 → 原議つづり

受注者押印後監督員へコピーを 監督員控え 検査員

 通知書兼受書 → 公印押印後受注者へ 施工変更通知書

受 書施工変更通知書

 決定用 → 原議つづり

受注者押印後監督員へコピーを 監督員控え 検査員

 通知書兼受書 → 公印押印後受注者へ 設計図書変更

通知書 受 書設計図書変更

通知書  決定用 → 原議つづり

受注者押印後監督員へコピーを 監督員控え

 コピー → 原議つづり 工事請負契約変更

協議書（承諾書）工事請負契約変更

協議書  契約担当で作成）→ 公印押印後受注者へ

受注者押印後契約担当へ

 通知書兼受書 → 公印押印後受注者へ 工事（全部中止･一部中止･中止

継続）通知書 受書工事（全部中止･一部中止･

中止継続）通知書  決定用 → 原議つづり

受注者押印後監督員へコピーを 監督員控え 検査員

 通知書兼受書 → 公印押印後受注者へ 工事（全部・一部）中止

解除通知書 受書工事 全部・一部

中止解除通知書  決定用 → 原議つづり

受注者押印後監督員へコピーを 監督員控え 検査員
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監 督 員（局） 受 注 者

 通知書兼受領 → 公印押印後受注者へ 受 領 印

指示事項通知書

 決定用 → 原議つづり

受注者押印後監督員へコピーを 監督員控え

 指示書兼受領 → 公印押印後受注者へ 受 領 印

指 示 書
改善指示書
改善命令書

受注者押印後監督員へ

 決定用 → 原議つづり

コピーを 監督員控え 改 善 報 告 書

 協議書兼同意書 → 公印押印後受注者へ 部分使用協議書

同意書部分使用協議書

 決定用 →原議つづり

受注者押印後監督員へコピーを 監督員控え

 公印押印後受注者へ

承 諾 書

一時中止増加費用含む。  決定用 → 原議つづり

コピーを 監督員控え

1-8
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受注者から監督員 局

受 注 者 監 督 員（局）

※工期の初日に提出する。

※着手日指定の場合は指定日に提出する。工事着手届

 決定用 → 原議つづり

コピーを 監督員控え

 責任者届・証 → 公印押印後監督員へ 支 給 材 料 取 扱 責 任 者 届

支 給 材 料 取 扱 責 任 者 証支 給 材 料 取 扱 責 任 者 届

支 給 材 料 取 扱 責 任 者 証  決定用 → 原議つづり

工事完成時に監督員へ返還コピーを 監督員控え

水道局固定資産

使用許可申請書

 決定用 → 固定資産管理者

コピーを 原議つづり 監督員控え

固定資産使用

許 可 書理 由 書  決定用 →固定資産管理者

コピーを 原議つづり 監督員控え使用料減額・免除

申 請 書 公印押印後、 監督員から受注者へ

返地（又は建物等

明渡）届

 決定 →固定資産管理者

コピーを 原議つづり 監督員控え

返地（又は建物等

明渡）届

確認書

監督員から受注者へ

承諾申請書  決定 → 原議つづり

コピーを 監督員控え

承 諾 書

監督員から受注者へ

貸与品借用書  監督員控え

返還確認

預 り 書  決定 → 原議つづり

コピーを 監督員控え 返納確認

協 議 書  決定 → 原議つづり

コピーを 監督員控え

承 諾 書

監督員から受注者へ
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工事着手届 ※ 支給材請求・受領・ ※ 施工変更通知書

返納書（第　回） 　変更内容

　支給材請求・受領・※

　返納内訳書

前払金請求書 ※ 支給材料整理簿 施工変更通知書

 保証証書 　支給材料整理表 （受　書）

（設備工事編参照）

工事カルテ 機器材料搬入・検査簿

機器材料搬入・検査表

公共事業施工 工事週報

通知書（写） 　工事進行図 受注者持配管材料検査チェック表

給水管取付替工事施工図

休日等の工事施工届 ※ （　）記録の報告書 ※

指　示　書 材料検査請求書 ※

打合せ議事録 中間検査請求書 ※

（　）承諾申請書 ※ 貸与品借用書 ※

（設備工事編参照）

作業従事者健康診断書 発生材報告書 ※

　発生材報告内訳書

請求・通知・報告・協議書 ※

協議・報告書 ※

承　諾　書

工
事
着
手

工
事
施
行

材
料
管
理

施
工
変
更

中
間
検
査

支給材料支給

工
事
施
行
管
理
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工事部分払契約金額請求書

工事中止通知書 設計変更工事数量表

　工事内容書(設計変更) 既済部分検査請求書(第　回) ※

工事中止通知書 　工事総括数量表 　既済部分調書

　（受　書） 　内訳書

　変更設計図面

(工事の一時中止)

基本計画書

　 　（受　書）

工事請負契約変更協議書

契約変更決定通知書

【検査図書類】<局>
監督員通知書
工事着手日指定書(通知書)
貯蔵品請求票兼受領票

【検査図書類】<受注者> 貯蔵品請求票兼引渡票
工事着手日指定書（受書） 中間検査請求書 施工変更書（通知書）
工事着手届 貸与品借用書 変更設計書
現場代理人及び主任技術者等通知書 休日等の工事施工届 工事中止通知書
主要現場従事者届 打合せ議事録 工事中止解除通知書
支給材料取扱責任者・支給材料取扱責任者証 工事週報 設計図書変更通知書
施工計画書 支給材料整理簿 工事請負契約変更協議書
警戒宣言に伴う緊急時対策計画書 施工変更書（受書） 指示書
建設業退職金共済制度加入届 設計図書変更書（受書）
労働者災害補償保険加入確認書 承諾書
下請負届 再生資源利用（計画・実施）書
前払金等請求確認書 再生資源利用促進(計画・実施)書
前払金請求書 図面
（材料・機器試験）記録の報告書 （出来形管理）記録の報告書
材料搬入予定調書 請求・通知・報告・協議書

受注者持材料搬入内訳調書 協議・報告書

材料検査請求書 施工管理記録等報告書 既済部分検査調書

受注者持配管材料検査チェック表 給水管取付替工事施工図

既済部分工事出来高通知書

既
済
部
分
検
査

承　諾　書

協　議　書

工事中止解除通知書

工事中止解除通知書

部
分
払
い

断
水
工
事

工
事
中
止

設
計
変
更

中
止
解
除

承諾書

断水届

支
所
配
水
調
整
協
議

消防署協議

警察署協議

断・減・濁水広報

設計変更持ち回り

契約変更決定

検査合格

検査立会い

【部分払いを請求した場合】
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中間前払金請求書

　保証証書 支給材請求・受領・ ※

（出来高認定） 返納書（第　回）

認定請求書 ※ 工事出来高認定書 　支給材請求・受領・※

　工事履行報告書 　出来高率計算書 　返納内訳書

　認定金額計算書

認定調書 支給材料整理簿

　支給材料整理表

（年度末清算） 　支給材料切管整理表 事故発生報告書

工事清算並びに

　　継続施工書

　説明書 発生品内訳書

　総括書

　出来高率計算書 工事番号変更

　認定金額計算書 通知書

　支給材料内訳書

貯蔵品返還票兼受領票

貯蔵品返還票

事
故
発
生

中
間
前
払
金

支
　
払

出
来
高
認
定

繰
　
越

安
全
管
理
計
画

【中間前払いを請求した場合】
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工事完了届 ※ 公共工事遵守証明書

支給材料等返納書 返地(又は建物等明渡)届

　支給材料内訳書

水管橋台帳報告書

支給材料整理簿 　水管橋台帳

　 支給材料整理表

　 支給材料切管整理表 再生資源利用実施書
受注者持材料搬入内訳調書 再生資源利用促進実施書

材料搬入内訳調書 再生資源化等報告書

工事記録写真帳

(又はＣＤ－Ｒ)

貯蔵品返還票兼受領票

貯蔵品返還票

工事完成図

取付替工事調書

施工済工事調査票

削減対策事例調査票

過積載防止対策自己

点検報告書

(出来形管理表)

記録の報告書

工事完成検査調書

完成工事出来高通知書

現
場
完
成

完
成
検
査
準
備

完
了
提
出
書
類

水道廃止予定票（兼）切り
離し工事調書

材質改善状況通知票

各
種
立
会
い

国道特例浅層埋設給水管

管理台帳

装置関係移動

（ステンレス管種別列記式）

完成検査手直指示書

再検査申請書

管理者立会い

管理者立会い

各企業立会い

再 検 査
検査合格

検査立会い
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第３章 水 道 局 が 作 成 す る 書 類
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（１）監督員が作成する書類（土木工事編）  ◎ 決定後原議とじ  ○ 決定用を複写配布･とじ  □ 押印配布(受書兼用)  ◇ 押印配布   

記載ペ ジー 書 類 名            決定用 検査員 監督員 受注者 決定までの区分          

 1- 22   監督員通知書                       ◎   ○   ○   ◇   担当者→課代(工事)→課代(工務)→課長→部(所)長      

 1- 38   完成工事出来高通知書               ◎        ○   ◇   担当者→課代(工事)→課代(工務)→課長→部(所)長  (経庶) 

 1- 43   打合せ議事録                       ◎   ○   ○        担当者→課代(工事)→課代(工務) →課長             
 

（２）必要に応じ監督員が作成する書類 （土木工事編）                                             

記載ぺー ジ 書 類 名           決定用 検査員 監督員 受注者 決定までの区分   (経理･庶務決裁) 

 1- 23  工事着手日指定書   ◎  ○   ○  □  担当者→課代(工事)→課代(工務)→課長→部(所)長  (経庶) 

 1- 24  施工変更決定書  ◎    ○  ◇  担当者→課代(工事)→課代(工務)→課長→部(所)長 (経庶)  

 1- 25  施工変更通知書             ◎     ○  □  担当者→課代(工事)→課代(工務)→課長→部(所)長  (経庶) 

 1- 26   ［変更内容］ 

 1- 27  設計変更工事数量表   ◎       ○    担当者→課代(工事)→課代(工務)→課長       

 1- 28   [変更工事総括数量表] 

 1- 30   [変更総括書] 

 1- 31    [変更工種別総括書] 

 1- 32    [変更内訳書] 

 1- 33   工事(全部中止･一部中止･中止継続)通知書         ◎  ○  ○  □  担当者→課代(工事)→課代(工務)→課長             

 1- 35   工事(全部･一部)中止解除通知書          ◎  ○  ○  □  担当者→課代(工事)→課代(工務)→課長             

 1- 36   既済部分工事出来高通知書           ◎       ○  ◇  担当者→課代(工事)→課代(工務)→課長→部(所)長  (経庶) 

 1- 39   指示事項通知書                      ◎       ○  □  担当者→課代(工事)→課代(工務)→課長             

 1- 40  指示書  ◎   ○  □  担当者→課代(工事)→課代(工務)→課長    

 1- 41  改善指示書  ◎   ○  □  担当者→課代(工事)→課代(工務)→課長    

 1- 42  改善命令書  ※ 総括監督員名で作成  ◎     担当者→課代(工事)→課代(工務)→課長  

 1- 44  工事番号変更通知書        ◎      ○   □   担当者→課代(工事)→課代(工務)→課長             

 1- 45  承諾書  ◎        ○   □   担当者→課代(工事)→課代(工務)→課長→部(所)長  (経庶) 

 1- 46   回答書(協議について承諾しない場合)  ◎        ○   □   担当者→課代(工事)→課代(工務)→課長→部(所)長  (経庶) 

 1- 47  認定調書  ◎   ○  ◇  担当者→課代(工事)→課代(工務)→課長→部(所)長  (経庶)  

 1- 48 

 

 

 

 貯蔵品請求票兼引渡票（請求）  

 

 

 

 

 

 

 

 

  貯蔵品請求票兼受領票（請求） 

 貯蔵品返還票兼受領票（返還）  

 

 

 

 

 

 

 

 

  貯蔵品返還票        （返還） 
 

（３）局が作成する書類（土木工事編）                                                             

記載ペー ジ 書  類  名         主     旨 作  成 備 考  

 

  

 

 

 

 1- 49   工事請負契約変更協議書              契約条項の規定により､契約変更の必要が発生したための協議を求める通知         契約担当部所  承諾書 

 1- 50  工事完成･既済部分検査調書（第  回)   完成､既済部分検査の合格に伴い発行される｡  検収担当部所          

 1- 51   完成検査手直指示書                  完成検査の不合格に伴い､不履行の部分の手直しにより､契約内容を確保する｡        検収担当部所          

 1- 52   東京都水道局企業用固定資産使用許可書  受注者からの水道局固定資産使用許可申請書に基づき､固定資産規定により許可される｡  経理担当部所  
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契 約 年 月 日

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

令和　元年　５月　８日

第１４００１００号

（注） １　監督員を変更する場合は、標題の横に（変更）と表示し摘要欄に変更と明記すること。

２　特に指定する工種等がある場合には、摘要欄に工種名を記入すること。

○○○　○○○

(副総括)
○○○　○○○

(事務取扱)
○○○　○○○

監 督 員 氏 名 摘　要 監 督 員 氏 名 摘　要 監 督 員 氏 名 摘　要

(総　括)
○○○　○○○

東京都水道局○○○支所長

印

３１水経契契第１０号

監　督　員　通　知　書

令和○○年○○月○○日

水道建設株式会社

殿代表取締役　水　道　太　郎

工　事　件　名

工　事　番　号

契　約　番　号

○○○　○○○

　工事請負契約書第８条の規定により、監督員を通知します。

　なお、この監督員には、水道法第１２条に規定する条例で定める資格を有する者を含んでい

ます。
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第１４００１００号

３１水経契契第１０号

令和　元年　５月　８日

着手指定の日から１００日間

令和　元年　５月２７日

工　事　番　号

契　約　番　号

契 約 年 月 日

工　　　　　期

着 手 年 月 日

東京都水道局○○○支所長

　下記のとおり着手日を指定します。

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

印○○○　○○○

工　事　件　名

工事着手日指定書　

令和○○年○○月○○日

水道建設株式会社

代表取締役　水　道　太　郎 殿

○○○　○○○

水道建設株式会社

代表取締役　水　道　太　郎 印

令和　元年１０月１８日

殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

受　書
上記の工事着手日指定書を受領しました。

完成予定年月日

令和　元年　５月２０日

東京都水道局○○○支所長
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２　概算増減金額欄は、増額の場合は「概算増金額」と、減額の場合は「概算減金額」と記載す
　ること。

令和　元年　５月２７日 令和　元年１０月１８日着 手 年 月 日

変　更　項　目

概 算 増 減 金 額

　

（注）１　変更内容は別紙変更内容欄に記載し、図面等必要書類を添付すること。

施 工 変 更 決 定 書（第１回）

令和○○年○○月○○日

工　事　件　名

工　事　番　号

契　約　番　号

下記工事の施工変更を決定する。　　（第１回）

３１水経契契第１０号 契約年月日 令和　元年　５月　８日

第１４００１００号

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

３

契　　約　　金　　額

２ 契約締結の日の翌日から　　令和　　　年　　　月　　　日まで

契約締結の日の翌日から　　　　　日間

完成予定年月日

工　　　　　期

１ 着手指定の日から　　１００日間
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着 手 年 月 日

変　更　項　目

　現在施工中の下記工事について、設計図書を一部変更する必要が生じました。施工上緊急を要
するので変更部分の工事を実施願います。契約金額の変更については、後日協議します。

１ 着手指定の日から　　１００日間

２ 契約締結の日の翌日から　　令和　　　　年　　　月　　　日まで

３

令和　元年　５月２７日 完成予定年月日 令和　元年１０月１８日

３１水経契契第１０号 契約年月日 令和　元年　５月　８日

契約締結の日の翌日から　　　　　日間

施 工 変 更 通 知 書（第１回）

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

第１４００１００号

印

工　事　件　名

工　事　番　号

水道建設株式会社

代表取締役　水　道　太　郎 殿

東京都水道局○○○支所長

令和○○年○○月○○日

○○○　○○○

（注）変更内容を記載する場合は、別紙変更内容欄に記入すること。

殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

代表取締役　水　道　太　郎 印

東京都水道局○○○支所長

令和　元年　６月２０日

○○○　○○○

契　約　番　号

工　　　　　期

　２　0002工区の新設位置の変更について

　　　　　（変更内容は別紙）

工事請負契約書第１７条及び第１８条の規定に基づき施工変更通知書を受領しました。

【記載例】

　１　0001,0002工区の舗装復旧断面の変更について

受　書
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【記載例】

　　１　0001、0002工区の舗装復旧断面の変更について

　　　　道路管理者の指示により、占用位置が変更となるため舗装復旧断面を別添

　　　図のとおり変更する。

　　２　0002工区の新設位置の変更について

　　　　占用位置の変更に伴い、新設・撤去が異路線となるため0002工区を0002-1、

　　　0002-2工区に分割する。

変 更 内 容
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令和　元年　５月２７日

工　事　件　名

工　事　番　号

契　約　番　号

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

第１４００１００号

令和　元年　５月　８日３１水経契契第１０号 契約年月日

完成予定年月日 令和　元年１０月３０日

令和　元年　６月２７日

東京都水道局○○○支所

○○課長 ○○○　○○○

工事請負契約書第１９条の規定に基づき工事全部中止通知書を受領しました。

（注）１　通知内容により、アンダーライン箇所に全部中止・一部中止・中止継続を記入すること。
２　内容欄には、全部中止のときは理由を、一部中止のときは理由及び中止する内容（工種）を
　記入すること。
３　通知書の回数欄は、全部・一部・中止継続・中止解除ごとではなく、通知書の発行回数を記入
　すること。

殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

代表取締役　水　道　太　郎 印

全部中止

中止継続
工事 一部中止 通知書（第１回）

令和　元年　６月２７日

水道建設株式会社

代表取締役　水　道　太　郎 殿

受　書

東京都水道局○○○支所

○○○　○○○ 印

着 手 年 月 日

中　止　期　間

○○課長

令和　元年７月　３日から令和　元年７月１１日まで　７日間

令和　元年７月１２日中止解除年月日

内　　　　　容

下記の工事について工事請負契約書第１９条の規定に基づき工事の 全部中止 を通知します。
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令和　元年　７月　４日

全部中止
工事 一部中止 通知書（第２回）

中止継続

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

水道建設株式会社

代表取締役　水　道　太　郎 殿

東京都水道局○○○支所

印○○○　○○○

下記の工事について工事請負契約書第１９条の規定に基づき工事の 中止継続 を通知します。

工　事　件　名

工　事　番　号

契　約　番　号

○○○　○○○

受　書
工事請負契約書第１９条の規定に基づき工事中止継続通知書を受領しました。

中止解除年月日

殿

着 手 年 月 日

中　止　期　間

内　　　　　容

第１４００１００号

３１水経契契第１０号 契約年月日 令和　元年　５月　８日

（注）１　通知内容により、アンダーライン箇所に全部中止・一部中止・中止継続を記入すること。
２　内容欄には、全部中止のときは理由を、一部中止のときは理由及び中止する内容（工種）を
　記入すること。
３　通知書の回数欄は、全部・一部・中止継続・中止解除ごとではなく、通知書の発行回数を記入
　すること。

○○課長

水道建設株式会社

代表取締役　水　道　太　郎 印

令和　元年　５月２７日 完成予定年月日 令和　元年１１月１９日

令和　元年７月１２日から令和　元年７月３１日まで１３日間

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

令和　元年８月　１日

令和　元年　７月　４日

東京都水道局○○○支所

○○課長
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契　約　番　号

着 手 年 月 日

中　止　期　間

中止解除年月日

内　　　　　容

令和　元年　７月１８日

一部
中止解除通知書（第３回）

東京都水道局○○○支所

さきに通知した（第２回）の工事全部中止を下記のとおり解除するので通知します。

○○○　○○○ 印

工事 全部

水道建設株式会社

代表取締役　水　道　太　郎 殿

○○課長

第１４００１００号

３１水経契契第１０号 契約年月日 令和　元年　５月　８日

令和　元年　５月２７日

代表取締役　水　道　太　郎 印

（注）１　通知内容により、アンダーライン箇所に全部または一部と記載すること。
２　内容欄には、中止解除理由を記入すること。
３　中止期間の途中で、解除を行う場合に使用すること。
４　通知書の回数欄は、全部・一部・中止継続・中止解除ごとではなく、通知書の発行回数を記入
　すること。

工　事　件　名

工　事　番　号

殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

令和　元年７月２６日

受　書
工事請負契約書第１９条の規定に基づき工事全部中止解除通知書を受領しました。

完成予定年月日 令和　元年１１月１３日

令和　元年７月１２日から令和　元年７月２５日まで９日間

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

令和　元年　７月１８日

東京都水道局○○○支所

○○課長 ○○○　○○○

水道建設株式会社
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東京都水道局○○○支所

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

第１４００１００号

工　事　件　名

工　事　番　号

○○○　○○○ 印○○課長

既済部分工事出来高通知書（第１回）

令和○○年○○月○○日

水道建設株式会社

代表取締役　水　道　太　郎 殿

３１水経契契第１０号

令和　元年　５月　８日

今回出来高金額

契　約　番　号

￥１００，６００，５００．－

￥１９３，４９４，０００．－

前回までの出来高金額

契 約 年 月 日

(注） 契約金額内訳明細書に基づく出来高認定の場合は不要

受　　注　　者

契　約　金　額

累計出来高金額

出　来　高　率

検 査 年 月 日

水道建設株式会社

代表取締役　水　道　太　郎

５１．９９％

￥１００，６００，５００．－

　　　　　　　　　　￥０．－

令和　元年　７月２２日
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(注） 契約金額内訳明細書に基づく出来高認定の場合は不要

累計出来高金額

出　来　高　率

検 査 年 月 日

８５．８６％

￥１６６，１５２，０００．－

令和　元年　８月２３日

契　約　金　額

今回出来高金額

前回までの出来高金額 ￥１００，６００，５００．－

　￥６５，５５１，５００．－

￥１９３，４９４，０００．－

３１水経契契第１０号

令和　元年　５月　８日

水道建設株式会社

代表取締役　水　道　太　郎

契　約　番　号

契 約 年 月 日

受　　注　　者

第１４００１００号

既済部分工事出来高通知書（第２回）

令和○○年○○月○○日

水道建設株式会社

代表取締役　水　道　太　郎 殿

東京都水道局○○○支所

○○○　○○○ 印

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

工　事　件　名

工　事　番　号

○○課長
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(注） 契約金額内訳明細書に基づく出来高認定の場合は不要

累計出来高金額

出　来　高　率

検 査 年 月 日

１００％

￥１９３，４９４，０００．－

令和　元年　９月２６日

契　約　金　額

今回出来高金額

前回までの出来高金額 ￥１６６，１５２，０００．－

　￥２７，３４２，０００．－

￥１９３，４９４，０００．－

３１水経契契第１０号

令和　元年　５月　８日

水道建設株式会社

代表取締役　水　道　太　郎

契　約　番　号

契 約 年 月 日

受　　注　　者

第１４００１００号

完成工事出来高通知書

令和○○年○○月○○日

水道建設株式会社

代表取締役　水　道　太　郎 殿

東京都水道局○○○支所

○○○　○○○ 印

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

工　事　件　名

工　事　番　号

○○課長
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　（注）本様式は、工事を施行するに当たり必要な指示等を行う場合に使用すること。

受領年月日 令和○○年○○月○○日 現場代理人氏名 土木　一郎 印

監理業務受託者 担当者名 印　

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間工　事　場　所

契　約　金　額

契 約 年 月 日 令和　元年　５月　８日 令和　元年１０月１８日工　　　　　期

￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥14,332,888.- ）

文 書 番 号
（工事番号）

第１４００１００号

指　示　事　項　通　知　書

令和○○年○○月○○日

（現場代理人）

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１０号

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

㊞　　　　　　○○○　○○○

土木　一郎 殿

（監督員）

東京都水道局○○○支所○○課

水道建設株式会社
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東京都水道局○○○支所○○課

文 書 番 号
（工事番号）

第１４００１００号

指　示　書

令和○○年○○月○○日

（現場代理人）

土木　一郎 殿

（監督員）

水道建設株式会社

第１号様式

　上記事項について令和○○年□□月□□日までに改善されなかった場合は、改善指示書を交付し、工事
成績評定時に、当該項目について「不備」評価とします。令和○○年△△月△△日までに改善内容を「改
善報告書」にて報告してください。

工　事　場　所 千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

契　約　金　額
￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額

　　　　　　○○○　○○○ ㊞

￥14,332,888.- ）

契 約 年 月 日 令和　元年　５月　８日 工　　　　　期 令和　元年１０月１８日

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１０号

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

監理業務受託者 担当者名 印　

受領年月日 令和○○年○○月○○日 現場代理人氏名 土木　一郎 印
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文 書 番 号
（工事番号）

第１４００１００号

改　善　指　示　書

令和○○年○○月○○日

第２号様式

東京都水道局○○○支所○○課

　　　　　　○○○　○○○ ㊞

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１０号

水道建設株式会社

（現場代理人）

工　事　場　所 千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

契　約　金　額
￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥14,332,888.- ）

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

土木　一郎 殿

（監督員）

　下記事項について、令和○○年○○月○○日に指示書を交付しましたが令和○○年□□月□□
日現在改善されていないため、令和○○年▽▽月▽▽日までに改善するよう指示します。期日ま
でに改善措置が行われなかった場合は、改善命令書を交付し、工事成績評定時に減点します。
　なお、今回の改善指示書交付に基づき、工事成績評定時に当該項目について「不備」評価とし
ます。

契 約 年 月 日 令和　元年　５月　８日 工　　　　　期 令和　元年１０月１８日

監理業務受託者 担当者名 印　

　令和○○年△△月△△日までに改善内容を「改善報告書」にて報告してください。

受領年月日 令和○○年◇◇月◇◇日 現場代理人氏名 土木　一郎 印
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文 書 番 号
（工事番号）

第１４００１００号

改　善　命　令　書

令和○○年○○月○○日

第３号様式

東京都水道局○○○支所

　○○課長　○○○　○○○ ㊞

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１０号

水道建設株式会社

（現場代理人）

工　事　場　所 千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

契　約　金　額
￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥14,332,888.- ）

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

土木　一郎 殿

（総括監督員）

監理業務受託者 担当者名 印　

契 約 年 月 日 令和　元年　５月　８日 工　　　　　期 令和　元年１０月１８日

受領年月日 令和○○年◎◎月◎◎日 現場代理人氏名 土木　一郎 印

　下記事項について、令和○○年◇◇月◇◇日に改善指示書を交付しましたが、令和○○年▽▽
月▽▽日現在改善されていないため、改善命令書を交付します。
　なお、今回の改善命令書交付に基づき、工事成績評定時に当該項目について減点します。

　令和○○年××月××日までに改善内容を「改善報告書」にて報告してください。
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次ページ以降は、罫線のみの様式を用いること。（注）

場　　 　所 ○○支所　○○会議室

○○支所配水課
　○○○　○○○
　○○○　○○○

管理者　・　企業者

○○区役所
　○○○　○○○
　○○○　○○○
　○○○　○○○
○○電力　○○支社
　○○○　○○○
　○○○　○○○

　（１）影響部分のとり方（○○区役所○○課○○○氏）

　　　　別添図のとおり

　（２）舗装先行部分の仮復旧断面図（○○区役所○○課○○○氏）

　　　　別添図のとおり

　（３）路盤検査（○○区役所○○○氏）

　　　　本復旧に先立ち道路管理者（○○区役所○○課）の路盤検査を受け

　　　てから舗装する。

水道局

　２　道路復旧についての確認事項

打 合 せ 議 事 録
工 事 件 名

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

工 事 番 号 第１４００１００号

日　 　　時 令和　元年　６月２４日（月曜日）　午後3時00分から 午後5時00分まで　

協 議 内 容

【記載例】

　１　水道工事の概要説明（○○○）

出席者
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千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

（注） 次年度へ継続する工事の場合に使用すること。

工事番号の変更を下記により通知します。

記

第１４００１０１号

令和　元年　５月　８日

第１４００１００号

３１水経契契第１０号

１

５ 新工事番号

既工事番号

契約年月日

契 約 番 号

工 事 件 名

○○○　○○○ 印

工事番号変更通知書（第１回）

令和○○年○○月○○日

水道建設株式会社

代表取締役　水　道　太　郎 殿

東京都水道局○○○支所

○○課長

６ 新工事番号は、令和　２年　４月　１日より適用する。

４

３

２
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受注者からの協議等に基づき作成すること。
必要に応じて承諾理由や承諾条件を付すること。
※工事請負契約書第１９条第３項等の費用負担の協議があった場合に記入すること。

（注）

記

￥○，○○○，○○○円　※

第１４００１００号

３１水経契契第１０号

令和　元年　５月　８日

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

７　増加費用概算額

２　工　事　番　号

３　契　約　番　号

４　契 約 年 月 日

５　承　諾　理　由

６　承　諾　条　件

 印

東京都水道局○○○支所長

○○○　○○○

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

　工事請負契約書第２０条第１項の規定に基づき請求のあった件について、下記のとおり承諾し
ます。

１　工　事　件　名

承　　　諾　　　書

令和○○年○○月○○日

水道建設株式会社

代表取締役　水　道　太　郎 殿
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（注） 1.　受注者との協議等の結果、承諾しない場合に作成すること。
2.　協議・報告書（統－２６）の回答に用いる場合は、宛先等を変更する。

第１４００１００号

３１水経契契第１０号

令和　元年　５月　８日

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

２　工　事　番　号

４　契 約 年 月 日

３　契　約　番　号

５　非 承 諾 理 由

回　　　答　　　書

令和○○年○○月○○日

水道建設株式会社

代表取締役　水　道　太　郎 殿

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

東京都水道局○○○支所長

記

 印○○○　○○○

１　工　事　件　名

　工事請負契約書第２０条第１項の規定に基づき請求のあった件について、下記のとおり回答し
ます。
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東京都水道局○○○支所

注 契約金額の（　　　）は、取引に係る消費税及び地方消費税の額（内書き）を示す。

○○○　○○○ 印○○課長

￥１９３，４９４，０００．－ （ ￥14,332,888.-

　上記の工事についてその進捗を調査したところ、中間前金払をすることができる要件を満たしているこ
とを認定する。

令和　元年　８月１６日

）

　￥５８，０００，０００．－

令和　元年　５月２７日　から　令和　元年１０月１８日

契　約　金　額

前　払　金　額

工　　　　　期

摘　　　　　要

令和　元年　５月　８日

水道建設株式会社 代表取締役　水　道　太　郎

認　　定　　調　　書

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

第１４００１００号

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

工　事　件　名

工　事　番　号

工　事　場　所

受　　注　　者

契 約 年 月 日
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　　  資材置場：

施工
部所

返還予定年月日：平成　　年　　月　　日

返還
工事番号

作成年月日・時刻

平成　 年 　月　 日 　 時　 分

　 部(所)長

品名

現品引渡者

　年 　月　 日

資材置場

扱
　
者

貯蔵品返還票

形状・寸法 数量

指示番号

品名コード

施工部所

返還番号

係長 扱者

項番

　　  資材置場：

貯蔵品返還兼受領票

形状・寸法 数量

指示番号

品名コード

施工部所

返還番号

係長 扱者

項番

現品引渡者

　年 　月　 日

資材置場

扱
　
者

品名

施工
部所

返還予定年月日：平成　　年　　月　　日

返還
工事番号

作成年月日・時刻

平成　 年 　月　 日　 時　 分

　 部(所)長

　　  資材置場：

貯蔵品請求票兼受領票

形状・寸法 数量

指示番号

品名コード

施工部所

請求番号

係長 扱者

項番

現品受領者

　　年　 月 　日

資材置場

扱
　
者

品名

施工
部所

庫出予定年月日：平成　　年　　月　　日

請求
工事番号

作成年月日・時刻

平成　 年 　月　 日 　 時　 分

　 部(所)長

　　  資材置場：

施工
部所

庫出予定年月日：平成　　年　　月　　日

請求
工事番号

作成年月日・時刻

平成　 年 　月　 日 　 時   分

　 部(所)長

品名

現品受領者

　年 　月　 日

資材置場

扱
　
者

貯蔵品請求票兼引渡票

形状・寸法 数量

指示番号

品名コード

施工部所

請求番号

係長 扱者

項番

課長代理

令和

令和

令和

令和

課長代理

令和

令和

令和

令和

課長代理

課長代理

課

課

課

課
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着手指定の日から１００日間

￥１９３，４９４，０００．－

￥１９６，８２２，５００．－

　　￥３，３２８，５００．－

￥

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ）

）

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥14,332,888.-

￥14,579,444.-

￥246,556.-

）

契約の相手方

水道建設株式会社

記

３１水経契契第１０号 令和　元年　５月　８日

 ３

 ２

 １

契 約 金 額

工 事 件 名

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

変 更 工 期

増 減 額

変 更 内 容

工 期

 ５

 ４

契約保証金

工事請負契約変更協議書

別紙のとおり

令和○○年○○月○○日

公営企業管理者

東京都水道局長 ○○○　○○○ 印

　下記のとおり契約を変更したいので、工事請負契約書第○○条及び○○条の規定により協議し
ます。御異議のないときは、承諾書を提出願います。

代表取締役　水　道　太　郎 殿

 ６

契約番号及び契約年月日

増 額

変更契約額

既 契 約 額

既 定 工 期
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着手指定の日から１００日間

￥１９３，４９４，０００．－

￥１９６，８２２，５００．－

　　￥３，３２８，５００．－

￥

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ）

）

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥14,332,888.-

￥14,579,444.-

￥246,556.-

）

契約の相手方

水道建設株式会社

記

３１水経契契第１０号 令和　元年　５月　８日

 ３

 ２

 １

契 約 金 額

工 事 件 名

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

変 更 工 期

増 減 額

変 更 内 容

工 期

 ５

 ４

契約保証金

工事請負契約変更協議書

別紙のとおり

令和○○年○○月○○日

公営企業管理者

東京都水道局長 ○○○　○○○ 印

　下記のとおり契約を変更したいので、工事請負契約書第○○条及び○○条の規定により協議し
ます。御異議のないときは、承諾書を提出願います。

代表取締役　水　道　太　郎 殿

 ６

契約番号及び契約年月日

増 額

変更契約額

既 契 約 額

既 定 工 期
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第９８号様式の２（第２８５条関係）

２

３

工　事
完　成

既済部分
検 査 調 書（第　　回）

契約番号及び
契 約 年 月 日

受 注 者

工 期

４

着手指定の日から　　　　　日間

令和　　　年　　月　　日

工事件名及び
工 事 番 号

印

　　年　　月　　日 検査の合否 合　格　・　不合格

％

有　　・　　無 完成歩合

立 会 員
氏名 ・ 印

契約金額内訳明細書

期 間

検 査 員
氏名 ・ 印

備　考

注 　４部作成し、１部は検査担当保管用、１部は施工部所保管用、１部は受注者用、１部は契約原議
添付用とすること。

検 査 年 月 日

第　　　　　　　　号

 　水　　契　　　第　　　　　号 　　　年　　　　月　　　　日

印

着手 　　　　年　　月　　日

契約締結の日の翌日から　　　　　日間

契約締結の日の翌日から　　令和　　　年　　　月　　　日まで

１

～ 完成 　　　　年　　月　　日

（中止日数　計　　　　  　日）
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工 事 件 名

工 事 番 号

契 約 金 額

完 成 年 月 日

手 直 し 内 容

手 直 し 期 間

　 殿

完成検査手直指示書

令和○○年○○月○○日

　

印検　査　員

検　査　員 印

立　会　員 印

令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで（　　日間）

　　　令和　　年　　月　　日検査実施の結果、工事請負契約書第３０条に基づき下記のとおり
　　手直しを指示します。

印

上記について了承しました。

（注）契約金額は、契約金額内訳明細書を提出した場合に記入すること。

令和　　　年　　月　　日
会　 社 　名

受注者立会人
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３
　
既
納
の
使
用
料
は
、

還
付

し
な

い
。

（
使
用
の
目
的
及
び
方
法

）
第
３
　
使
用
者
は
、
使
用

資
産

を
、

次
に

指
定

す
る

目
的

及
び

方
法

に
よ

り
使

用
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
　
　
　
使
用
目
的

　
　
　
使
用
方
法

（
使
用
上
の
制
限
）

第
４
　
使
用
者
は
、
使
用

資
産

に
つ

い
て

、
形

質
の

変
改

を
し

て
は

な
ら

な
い

。
た

だ
し

、
あ

ら
か

じ
め

書
面

に
　
よ
る
承
認
を
受
け
た
と

き
は

、
こ

の
限

り
で

は
な

い
。

２
　
使
用
者
は
、
使
用
資

産
を

第
三

者
に

使
用

さ
せ

て
は

な
ら

な
い

。
（
使
用
許
可
の
取
消
又
は

変
更

）
第
５
　
次
の
各
号
の
一
に

該
当

す
る

と
き

は
、

地
方

自
治

法
第

２
３

８
条

の
４

第
６

項
の

規
定

に
使

用
許

可
の

　
全
部
若
し
く
は
一
部
を

取
り

消
し

、
又

は
変

更
す

る
こ

と
が

あ
る

。
　
（
１
）
東
京
都
水
道
局

が
使

用
資

産
を

事
務

事
業

の
用

に
供

す
る

た
め

必
要

と
す

る
と

き
。

　
（
２
）
使
用
者
が
許
可

の
条

件
に

違
反

し
た

と
き

。
（
原
状
回
復
）

第
６
　
使
用
者
は
、
使
用

期
間

が
満

了
し

た
と

き
又

は
第

５
に

よ
り

使
用

許
可

を
取

り
消

さ
れ

た
と

き
は

、
直

ち
　
に
使
用
資
産
を
原
状
に

回
復

し
て

返
還

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

　
　
ま
た
、
こ
の
場
合
、

使
用

者
は

一
切

の
補

償
を

請
求

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
。

（
損
害
賠
償
）

第
７
　
使
用
者
は
、
そ
の

責
に

帰
す

る
理

由
に

よ
り

使
用

資
産

の
全

部
又

は
一

部
を

滅
失

し
、

又
は

毀
損

し
た

　
と
き
は
、
そ
の
損
害
を

賠
償

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
光
熱
水
費
の
負
担
）

第
８
　
使
用
者
は
、
使
用

資
産

に
付

帯
す

る
電

話
、

電
気

、
ガ

ス
、

水
道

等
の

諸
設

備
の

使
用

に
必

要
な

経
費

を
　
負
担
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い

。
（
有
益
費
の
請
求
権
の
放

棄
）

第
９
　
使
用
者
は
、
使
用

資
産

に
つ

い
て

支
出

し
た

有
益

費
、

必
要

費
そ

の
他

の
費

用
を

東
京

都
水

道
局

に
請

求
　
す
る
こ
と
が
で
き
な
い

。
（
実
地
検
査
等
）

第
１
０
　
東
京
都
水
道
局

に
お

い
て

必
要

が
あ

る
と

き
は

、
使

用
資

産
に

つ
い

て
随

時
実

地
に

て
検

査
し

、
資

料
　
の
提
出
又
は
報
告
を
求

め
、

そ
の

他
そ

の
維

持
使

用
に

関
し

指
示

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
（
不
服
申
立
の
教
示
）

　
こ
の
処
分
に
不
服
の
あ

る
と

き
は

、
行

政
不

服
審

査
法

第
５

条
第

１
項

の
規

定
に

よ
り

こ
の

処
分

の
あ

っ
た

こ
と
を
知
っ
た
日
の
翌
日
か

ら
起

算
し

て
６

０
日

以
内

に
、

名
宛

て
人

を
東

京
都

知
事

と
し

た
審

査
請

求
書

（
同

法
第
１
５
条
に
規
定
す
る
事

項
を

記
載

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

）
正

副
２

通
を

東
京

都
知

事
（

住
所

、
東

京
都

新
宿
区
西
新
宿
二
丁
目
８
番

１
号

）
に

提
出

し
て

審
査

請
求

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

別
記

第
１

０

番
　
号

使
用
者

住
所

氏
名

（
使

用
を

許
可

す
る

期
間

）
第
１

　
使

用
期

間
は

、
　

　
年

　
　

月
　

　
日

か
ら

　
　

年
　

　
月

　
　
日
ま
で
と
す
る
。

（
使

用
料

、
延

滞
金

及
び

使
用

料
の

不
還

付
）

第
２

　
使

用
料

は
、

　
　

年
度

金
　

　
　

円
（

月
額

　
　

　
円

）
と

し
、
東
京
都
水
道
局
の
発
行
す
る
納
入
通
知

　
書

に
よ

り
、

そ
の

指
定

す
る

納
付

期
限

ま
で

に
、

指
定

す
る

場
所

に
お
い
て
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　

使
用

料
を

納
付

期
限

ま
で

に
納

付
せ

ず
、

か
つ

、
期

限
を

指
定

し
た
督
促
を
受
け
た
と
き
は
、
そ
の
納
付
期

　
限

の
翌

日
か

ら
納

付
の

日
ま

で
の

日
数

に
応

じ
、

当
該

使
用

料
の

金
額
（
１
０
０
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き

　
は

、
そ

の
端

数
額

を
切

り
捨

て
る

。
）

に
つ

き
年

１
４

．
６

パ
ー

セ
ン
ト
（
督
促
状
に
指
定
す
る
期
間
ま
で
の

　
日

数
に

つ
い

て
は

年
７

．
３

パ
ー

セ
ン

ト
（

各
年

の
前

年
の

１
１

月
３
０
日
を
経
過
す
る
時
に
お
け
る
日
本
銀

　
行

法
（

平
成

９
年

法
律

第
８

９
号

）
第

１
５

条
第

１
項

第
１

号
の

規
定
に
よ
り
定
め
ら
れ
て
い
る
商
業
手
形
の

　
基

準
割

引
率

に
年

４
パ

ー
セ

ン
ト

の
割

合
を

加
算

し
た

割
合

（
以

下
「
特
例
基
準
割
合
」
と
い
う
。
）
が
、
年

　
７

．
３

パ
ー

セ
ン

ト
の

割
合

に
満

た
な

い
場

合
は

、
そ

の
年

中
に

お
い
て
は
、
当
該
特
例
基
準
割
合
（
当
該
割

　
合

に
０

．
１

パ
ー

セ
ン

ト
未

満
の

端
数

が
あ

る
と

き
は

、
こ

れ
を

切
り
捨
て
る
。
）
）
）
の
割
合
で
算
出
し
た

　
延

滞
金

を
支

払
わ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
こ

の
場

合
に

お
い

て
、

年
当
た
り
の
割
合
は
、
閏
年
の
日
を
含
む
期

　
間

に
つ

い
て

も
、

３
６

５
日

の
割

合
と

す
る

。

東
京
都
水
道
局
企
業
用
固
定
資
産
使
用
許
可
書

　
令

和
　

　
　

年
　

　
月

　
　

日
付

け
を

も
っ

て
申

請
の

あ
っ

た
東

京
都
水
道
局
の
企
業
用
固
定
資
産
の
使
用
に

つ
い

て
は

、
地

方
自

治
法

（
昭

和
２

２
年

法
律

第
６

７
号

）
第

２
３

８
条
の
４
第
４
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
下
記

に
よ

り
許

可
す

る
。

年
　

　
月

　
　

日

東
京
都
水
道
局
長

印

記

使
用

資
産

の
表

示

　
申

請
図

面
の

と
お

り

 
１

　
名

 
称

 
２

　
所

 
在

 
３

　
種

 
類

 
４

　
数

 
量

 
５

　
範

 
囲

1
-
5
2
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第４章 受 注 者 が 作 成 す る 書 類

1-53
色紙  桃

１－53
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 （１）受注者が作成する書類 1/2（土木工事編）             ◎原議、○監督員、□検査員 

記載ペ ジー 書   類      名 正 副 提出予定時期等（土曜、日曜及び祝日を除く。） 

 1- 58  工事着手届※1 ◎ ○  工事に着手した日（着手指定の日） 

 1- 59  現場代理人及び主任技術者等通知書※2 ◎ 

       

       

     

 

 

○  契約後２日以内 

 経歴書は（  ）部を記入して使用する。 

 

 

 

 

 1- 60  ［経歴書（現場代理人）］※3     

 1- 61  ［経歴書（主任技術者）］※3      

 1- 62  ［経歴書（監理技術者）］※3     

 1- 63  ［監理技術者資格者証(写）及び 

監理技術者講習修了証（写）］※4  

1- 64 共同企業体構成員主任技術者等通知書 ◎ ○ 契約後２日以内 

 1- 65  主要現場従事者等届               ◎ 

 

 

 

 

 

○  契約後１０日以内。ただし、工事着手日を指

定する場合は着手日決定まで 

 経歴書は（  ）部を記入して使用する。  

 

 

 

 1- 66  ［経歴書（配水管工）］※3       

 1- 67   ［経歴書（溶接工）］※3         

 1- 68  ［経歴書(給水装置工事主任技術者)］※3  

 1- 69  ［経歴書(給水装置工事配水管工)］※3 

 1- 70  ［経歴書(検定合格警備員)］※3 

 1- 71  支給材料取扱責任者届 ◎ ○  契約後10日以内｡ただし､工事着手日を指定する場合は着手日決定まで  

 1- 72

    

 施工計画書※22                      

                               

◎ ○  契約後１０日以内。ただし、工事着手日を指定する場合は工事着手日の前日まで 

 (状況により分割提出を認める。)    

 1- 73

    

 警戒宣言に伴う緊急時対策計画書※22

     

◎ ○  契約後１０日以内。ただし、工事着手日を指定する場合は工事着手日の前日まで（必要の場合） 

（施工計画書の書類名を変更して使用する。） 

 1- 74  建設業退職金共済制度加入届※7 ◎   工事着手日から１か月以内 

 1- 78  労働者災害補償保険加入確認書       ◎       

    

 工事着手日の翌月まで       

               1- 79  ［労災保険加入証明願］         

 1- 80  材料搬入予定調書※19 ◎ ○  契約後１０日以内。ただし、工事着手日を指定  

する場合は工事着手日の前日まで      1- 81   [材料搬入計画書] 

 1- 82  受注者持材料搬入内訳調書 ◎ ○  既済部分検査又は工事完成日前日まで 

  1- 83   [材料搬入内訳調書] 

 1- 84  下請負届※8              ◎ ○  現場工事着手の前日まで（下請負状況により

随時更新する。）                 1- 85  ［下請負者一覧表］※9             

 1- 86

    

 前払金等請求確認書※5 

 

◎ 

 

○  部分払・中間前払の選択に関する打合せ後 

２日以内 

 1- 87  前払金請求書※6                   ◎ ○  契約締結後 

※ 副は正の写しとする。  1- 88  前払金請求書（追加分）   ◎ ○ 

 1- 89  認定請求書※11   ◎ ○ 中間前払金の支払条件を全て満たしていると判断

したとき。   1- 90  ［工事履行報告書］ 

 1- 91  中間前払金請求書 ◎ ○  認定調書等の関係書類が全て整った後 

※ 副は正の写しとする。  1- 92  中間前払金請求書（追加分） ◎ ○ 

 1- 93

    

 材料検査請求書（第 回）※20 

 

□ 

 

◎，○ 

 

検査請求書等を受理した日から１４日（土日祝

日を含む。）以内に検査を行う必要がある。 

 1- 94

    

 中間検査請求書（第 回）※21 

 

◎ 

 

○，□ 

 

検査請求書等を受理した日から１４日（土日祝

日を含む。）以内に検査を行う必要がある。 

 1- 95  休日等の工事施工届※24 ○    監督員との打合せ後 

1- 96  打合せ議事録                       ○     翌日   ※ 必要があれば原義につづる。      

 ※統一様式（数字は統一様式番号） 

1-551-54
１－55



 （１）受注者が作成する書類 2/2（土木工事編）              ◎原議、○監督員、□検査員 

記載ペ ジー 書   類      名 正 副 提出予定時期等（土曜、日曜及び祝日を除く。） 

 1-97  工事週報                           ○      

 

 毎週（監督員の指示により変更ができる。）    

工事進行図は配管実施日ごとに作成する。  1-98  ［工事進行図］ 

───  [週間工程表] 

 1-99 

  

 給水管取付替工事施工図 

  

○  

 

 給水管取付替工事を施工した翌日（監督員

の指示により変更ができる。） 

 1-100 

 

 支給材料請求・受領・返納書(第 回)

               ※12 

○  

 

 

 

 材料受領後２日以内、材料返納日の５日前 

 

 

 

 1-101 

   

 ［支給材料請求・受領・返納内訳書］

               ※13 

 1-102  支給材料整理簿   ○  

 

 

 監督員の指示により随時 

 

 

 1-103  ［支給材料整理表］ 

 1-104   ［支給材料切管整理表］ 

 1-105   承諾書（契約変更承諾の場合） ◎ ○  工事請負契約協議書受領後５日以内 

 1-106  承諾書（その他承諾の場合）※17 ◎ ○  必要の都度（協議書受領後５日以内） 

 1-107  既済部分検査請求書（第 回）※10 ◎ ○，□ 

 

  検査請求書等を受理した日から１４日(土日祝

日を含む。）以内に検査を行う必要がある。  1-108   [既済部分調書] 

 1-110   工事部分払契約金額請求書（第 回） ◎ ○  既済部分検査完了後  (前払金がある場合)(前払金がない場合)   

※ 副は正の写しとする。 

 1-112   工事完了届                ※29 ◎ ○，□  工事が完了した日 

 1-113  工事完了届 (検査調書を省略できる場合)※30 ◎ ○，□  工事が完了した日(財務規程の検査調書を省略できる工事に適用する。) 

 1-114  工事完成契約金額請求書  ◎ ○  完成検査完了後 ※ 副は正の写しとする。 

 1-115  施工管理記録等報告書※27 ◎ ○  その都度 

 1-116  （出来形管理）記録の報告書※28 ○ 

 

 

 

 

 

 ① 出来形測定後速やかに 

   及び 

 ② 工事の全体については工事完成予定日まで 

 1-117  ［出来形管理表（参考）］ 

 1-118  ［出来形管理表（例）］ 

1-116 （材料・機器試験）記録の報告書 

※28 

○  材料・機器搬入時まで 

記録の報告は（ ）部を記入して使用する。 

  ───  工事記録写真帳 ○   工事記録写真撮影要綱による(標準仕様書附則-1) 

  ───  工事完成図 ○   工事完成予定日まで（完成図作成要領を参照） 

 ※統一様式（数字は統一様式番号） 
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（２）必要に応じ受注者が作成する書類（土木工事編） ◎原議、○監督員、□検査員

記載例ペ ジー 書 類 名 正 副 提出予定時期等（土曜、日曜及び祝日を除く。）

試験委嘱指定申請書※ ◎ ○

水道局固定資産使用許可申請書
固定資産

管理者

◎ ○ ＊ 書類は、第２編 建築・設備工事参照

［使用料減額・免除申請書］

［理由書］

発生材報告書（第 回）※ ○ ＊ 書類は、第２編 建築・設備工事参照

［発生材報告内訳書］※

返地（又は建物等明渡）届 固定資産

管理者

◎ ○ ＊ 書類は、第２編 建築・設備工事参照

（第 回図書）承諾申請書※ ○ 承諾を必要とする１０日前まで（検査員）

（ ）部を記入して使用する。

貸与品借用書 ○

預り書 ○ ＊ 書類は、第２編 建築・設備工事参照

作業従事者健康診断書（第 回） ○

請求・通知・報告・協議書※ ◎ ○ 監督員との打合せ後５日以内

協議・報告書※ ◎ ○ 監督員との打合せ後５日以内

基本計画書※ ◎ ○ 一時中止の通知を受理した後速やかに

改善報告書 ◎ ○ 指示書等で指示された期日まで

事故発生報告書 ◎ ○ 翌日まで

再検査申請書 □ ◎ 手直し完了日まで（検査員）

水管橋台帳報告書 ○ 工事完成日まで

水管橋台帳

※統一様式（数字は統一様式番号）

（３） 監督員 （局）からの書類による受書（土木工事編） ◎原議、○監督員、□検査員

記載ペ ジー 書 類 名 正 副 提出予定時期等（土曜、日曜及び祝日を除く。）

工事着手日指定書（受書） ◎ 指定書受領後２日以内

施工変更通知書（受書） ◎ 通知書受領後２日以内

工事 全部中止･一部中止･中止継続 通知書 受書 ◎ 通知書受領後２日以内

工事 全部･一部 中止解除通知書 受書 ◎ 通知書受領後２日以内

指示事項通知書 受領 ◎ 通知書受領後１日以内

指示書 （受領） ◎ 指示書受領後１日以内

改善指示書（受領） ◎ 指示書受領後１日以内

改善命令書（受領） ◎ 命令書受領後１日以内

（指定書、通知書等の受領により、同様式内に必要事項を記入し、監督員に提出すること。）
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 （１）受注者が作成する書類 2/2（土木工事編）              ◎原議、○監督員、□検査員 

記載ペ ジー 書   類      名 正 副 提出予定時期等（土曜、日曜及び祝日を除く。） 

 1-97  工事週報                           ○      

 

 毎週（監督員の指示により変更ができる。）    

工事進行図は配管実施日ごとに作成する。  1-98  ［工事進行図］ 

───  [週間工程表] 

 1-99 

  

 給水管取付替工事施工図 

  

○  

 

 給水管取付替工事を施工した翌日（監督員

の指示により変更ができる。） 

 1-100 

 

 支給材料請求・受領・返納書(第 回)

               ※12 

○  

 

 

 

 材料受領後２日以内、材料返納日の５日前 

 

 

 

 1-101 

   

 ［支給材料請求・受領・返納内訳書］

               ※13 

 1-102  支給材料整理簿   ○  

 

 

 監督員の指示により随時 

 

 

 1-103  ［支給材料整理表］ 

 1-104   ［支給材料切管整理表］ 

 1-105   承諾書（契約変更承諾の場合） ◎ ○  工事請負契約協議書受領後５日以内 

 1-106  承諾書（その他承諾の場合）※17 ◎ ○  必要の都度（協議書受領後５日以内） 

 1-107  既済部分検査請求書（第 回）※10 ◎ ○，□ 

 

  検査請求書等を受理した日から１４日(土日祝

日を含む。）以内に検査を行う必要がある。  1-108   [既済部分調書] 

 1-110   工事部分払契約金額請求書（第 回） ◎ ○  既済部分検査完了後  (前払金がある場合)(前払金がない場合)   

※ 副は正の写しとする。 

 1-112   工事完了届                ※29 ◎ ○，□  工事が完了した日 

 1-113  工事完了届 (検査調書を省略できる場合)※30 ◎ ○，□  工事が完了した日(財務規程の検査調書を省略できる工事に適用する。) 

 1-114  工事完成契約金額請求書  ◎ ○  完成検査完了後 ※ 副は正の写しとする。 

 1-115  施工管理記録等報告書※27 ◎ ○  その都度 

 1-116  （出来形管理）記録の報告書※28 ○ 

 

 

 

 

 

 ① 出来形測定後速やかに 

   及び 

 ② 工事の全体については工事完成予定日まで 

 1-117  ［出来形管理表（参考）］ 

 1-118  ［出来形管理表（例）］ 

1-116 （材料・機器試験）記録の報告書 

※28 

○  材料・機器搬入時まで 

記録の報告は（ ）部を記入して使用する。 

  ───  工事記録写真帳 ○   工事記録写真撮影要綱による(標準仕様書附則-1) 

  ───  工事完成図 ○   工事完成予定日まで（完成図作成要領を参照） 

 ※統一様式（数字は統一様式番号） 
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着 手 年 月 日 令和　元年　５月２７日

監理業務受託者

契　約　金　額 ￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥14,332,888.-

担当者名

契 約 年 月 日 令和　元年　５月　８日 工　　　　　期 令和　元年１０月１８日

㊞

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１０号

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

工　事　場　所 千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

（注）着手日指定の場合は、着手指定日に届け出ること。

（発注者宛）

住所

受注者

氏名

）

東京都水道局長

○○○　○○○ 殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

統一１

文 書 番 号
（工事番号）

工　事　着　手　届

第１４００１００号

下記のとおり着手したので届け出ます。

令和　元年　５月２７日

水道建設株式会社

代表取締役　　水　道　太　郎 ㊞

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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（注）変更の場合は、表題末尾に「（変更）」と記載し、変更者の備考欄に「（変更）」と記載すること。

受注者（ＪＶの場
合幹事会社）の許
可区分等

土木一式 ・ 建築一式 ・ 電気 ・ 管 ・ 鋼構造物 ・ 舗装  ・ 機械器具設置 ・ 造園
水道施設 ・ その他（　　　　　　　　　　　　　）
大臣　・　知事　　　　特定　・　一般　６２　第　１２３４　号

監理業務受託者 担当者名

注　受注者（ＪＶの場合幹事会社）の許可区分等の欄は、監理技術者を設置した場合のみ記入すること。

増員の技術者
ふりがな どぼく　しろう

契約約款第54条関連
土木　四郎

電気保安技術者
氏　　　　　名

ふりがな 資格は別紙経歴書に記入す
る。

専門技術者氏名
（　　　　　　）

ふりがな 建設業法第７条
第２号のイ・ロ・ハ

（）内には専門技術者を置
いて施工する工事の建設業
法上の区分を記入する。

監理技術者氏名
ふりがな どぼく　さぶろう 建設業法第１５条

第２号のイ・ロ・ハ土木　三郎

土木　一郎

主任技術者氏名
ふりがな どぼく　じろう 建設業法第７条

第２号のイ・ロ・ハ土木　二郎

契 約 年 月 日 令和　元年　５月　８日 工　　　　　期 着手指定の日から１００日間

技 術 者 分 類 技 術 者 氏 名
建設業法上の該当資格に

○を付ける。
備　　　考

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

契　約　金　額
￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥14,332,888.- ）

統一２

文 書 番 号
（工事番号）

現場代理人及び主任技術者等通知書

殿

（発注者宛）

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号住所

３１水経契契第１０号

現場代理人氏名
ふりがな

第１４００１００号

令和　元年　５月　９日

東京都水道局長

○○○　○○○

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

工　事　場　所

受注者

氏名 代表取締役　　水　道　太　郎 ㊞

どぼく　いちろう 現場代理人と主任技術者又
は監理技術者は兼任でき
る。

水道建設株式会社

現場代理人及び主任技術者等を下記のとおり定めたので別紙経歴書を添えて通知します。

文　書　番　号
（契 約 番 号）

法人の場合は名称及び代表者の氏名法人の場合は名称及び代表者の氏名
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学　　歴

 どぼく　 いちろう

土木　一郎

昭和３４年１０月　５日

　　　　年　　　月

新宿区西新宿二丁目○○番○○号

統一３

経　歴　書　（現場代理人）

住 所

氏 名

ふ り が な

生年月日

職　　歴

資　　格

　　　　年　　　月～　　　　年　　　　月

注 １　表題の（　　）内には、現場代理人等該当する技術者分類の名称を記入すること。
２　学歴欄には、建設業法による主任技術者等でその資格が建設業法第７条第２号のイによる
　場合等、求められる資格を有することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載すること。
３　職歴欄には、職歴を記載するとともに、建設業法による主任技術者等についてはその資格
　に必要な実務経験について、また、仕様書等で必要な実務経験等が指定されている場合はそ
　の実務経験について記載すること。
４　資格欄には、建設業法による主任技術者等についてはその資格に必要な資格者証、合格
　証明書、免許証等について、また、仕様書等で特に定められた資格がある場合にはその資格に
　ついて記載すること。
５　監理技術者の経歴書には、監理技術者資格者証（写）の様式を用いて監理技術者資格者証
　の写しを添付すること。

昭和５９年　３月　一級土木施工管理技士　番号　第０００００００号

　　　　年　　月
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統一３

経　歴　書　（主任技術者）

住 所 新宿区西新宿二丁目○○番○○号

ふ り が な  どぼく　  じろう

氏 名 土木　二郎

生年月日 昭和３９年　７月　７日

学　　歴

昭和５８年３月　東京都立江戸工業高等学校　土木科卒業

職　　歴

昭和５８年　４月　　　　　　　　　　水道建設株式会社入社

平成２４年　２月～平成２５年　２月　世田谷区上北沢一丁目１０番地先から同区上北沢三丁目１５番

                　　　　　　　　　　地先間配水小管新設工事

平成２５年　９月～平成２７年　９月　新宿区一丁目地先から同区三丁目地先間配水本管（1,000㎜）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　新設工事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　現場代理人

平成２８年　４月～平成３０年　４月　大田区馬込一丁目地先から同区馬込三丁目地先間配水本管

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1,000㎜）新設工事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　主任技術者

注 １　表題の（　　）内には、現場代理人等該当する技術者分類の名称を記入すること。
２　学歴欄には、建設業法による主任技術者等でその資格が建設業法第７条第２号のイによる
　場合等、求められる資格を有することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載すること。
３　職歴欄には、職歴を記載するとともに、建設業法による主任技術者等についてはその資格
　に必要な実務経験について、また、仕様書等で必要な実務経験等が指定されている場合はそ
　の実務経験について記載すること。
４　資格欄には、建設業法による主任技術者等についてはその資格に必要な資格者証、合格
　証明書、免許証等について、また、仕様書等で特に定められた資格がある場合にはその資格に
　ついて記載すること。
５　監理技術者の経歴書には、監理技術者資格者証（写）の様式を用いて監理技術者資格者証
　の写しを添付すること。

資　　格

　　　年　　　月
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統一３

経　歴　書　（監理技術者）

住 所 新宿区西新宿二丁目○○番○○号

ふ り が な  どぼく　  さぶろう

氏 名 土木　三郎

生年月日 昭和４０年１０月　５日

学　　歴

昭和５９年　３月　　　　　　江戸大学　工学部　土木工学科　卒業

職　　歴

昭和５９年　４月　　　　　　　　　　水道建設株式会社入社

　　　　年　　月～　　　　年　　月

注 １　表題の（　　）内には、現場代理人等該当する技術者分類の名称を記入すること。
２　学歴欄には、建設業法による主任技術者等でその資格が建設業法第７条第２号のイによる
　場合等、求められる資格を有することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載すること。
３　職歴欄には、職歴を記載するとともに、建設業法による主任技術者等についてはその資格
　に必要な実務経験について、また、仕様書等で必要な実務経験等が指定されている場合はそ
　の実務経験について記載すること。
４　資格欄には、建設業法による主任技術者等についてはその資格に必要な資格者証、合格
　証明書、免許証等について、また、仕様書等で特に定められた資格がある場合にはその資格に
　ついて記載すること。
５　監理技術者の経歴書には、監理技術者資格者証（写）の様式を用いて監理技術者資格者証
　の写しを添付すること。

資　　格

昭和６２年　３月　一級土木施工管理技士　番号　第０００００００号

昭和６３年　３月　監理技術者　番号　第０００００００号

1-62
１－62



監理技術者講習修了証表面の写し 監理技術者講習修了証裏面の写し

( 表 面 ） ( 裏 面 ）

監理技術者資格者証表面の写し 監理技術者資格者証裏面の写し

監理技術者講習修了証（写）

( 表 面 ） ( 裏 面 ）

統一４

（注）１　主任技術者として施工する場合であっても経歴書に監理技術者番号があるときは、この様式を
　提出すること。
２　監理技術者資格者証と監理技術者講習修了証の統合に伴い、平成２８年６月１日以降に講習を
　修了した監理技術者については、監理技術者講習修了証写しに代えて、監理技術者資格者証の裏
　面に添付される監理技術者講習修了証の写しを添付する。

監理技術者資格者証（写）及び

監理技術者講習修了証（写）

監理技術者資格者証（写）
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共同企業体構成員主任技術者等通知書

令和　元年　５月　９日

東京都水道局長

○○○　○○○ 殿

１

記

○○建設・□□建設共同企業体

代表者

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

 (注)１　主任技術者等とは、主任技術者又は監理技術者を指す。
　　 ２　主任技術者の場合は、建設業法第７条２号ハの規定に該当する国家資格を国家資格欄に記載
　　　 し、証明する書類（合格証等）の写し及び経歴書を添付すること。
　　 ３　監理技術者の場合は、建設業法第１５条２号イロハいずれかの規定に適合することを国家資
　　　 格欄に記載し、資格者証の写し（両面）と経歴書を添付すること。
　　 ４　主任技術者等を変更又は追加する場合は、標題の横に(変更)又は(追加)と記載し提出するこ
       と。

備　考

㊞

　一級土木施工管理技士

第１４００１００号

　（株）□□工務店

契約年月日

代表取締役　　水　道　太　郎

下記のとおり構成員の主任技術者等について、別紙経歴書を添えて通知します。

工 事 件 名

水道建設株式会社

２

５

国　家　資　格

令和　元年　５月　８日

主任技術者等

　　上水　三郎

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

３

４

構　成　員 主任技術者等名

３１水経契契第１０号契 約 番 号

工 事 番 号
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水道建設株式会社

   現場代理人 土木　一郎

（注）１　主要現場従事者の「経歴書」及び資格証明書の写しを添付すること。

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

下記のとおり別紙経歴書を添えて提出します。

氏　　名

配水管からの分岐・穿孔 ○ ○　○ ○

主要現場従事者等届

令和　元年　５月１３日

東京都水道局長

○○○　○○○ 殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

職　務　内　容職　　種

契 約 番 号

酸素欠乏に関すること

技　能　資　格

配管接合（一工区） ○ ○　○ ○ 講習修了証

溶接技能証

給水装置工事に関する管理・指導 給水装置工事主任技術者証

鋼管接合（一工区）

酸素欠乏等危険作業主任者

給水装置工事配管技能者認定証

配管材料管理責任者

○ ○　○ ○

○ ○　○ ○

シールド機組立解体責任者

○ ○　○ ○

支給(受注者持)材料管理等 ○ ○　○ ○

支給材料取扱 ○ ○　○ ○

令和　元年　５月　８日

　　　２　主要現場従事者を変更又は追加する場合は、標題の横に（変更）又は（追加）と記載し提出
        すること。

ｸﾚｰﾝ機能付油圧ｼｬﾍﾞﾙの操作

○ ○　○ ○

交通誘導警備業務 ○ ○　○ ○ 交通誘導警備業務1級又は2級

シールド機組立解体作業 ○ ○　○ ○

３１水経契契第１０号

ｸﾚｰﾝ機能付車両系建設機械運転士

検定合格警備員

主要現場従事者

契約年月日

配水管工

溶接工

給水装置工事主任技術者

給水装置工事配水管工

支給材料取扱責任者

第１４００１００号

㊞

工 事 番 号

工 事 件 名

５

４

３

２

１

記
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統一３

経　歴　書　（配水管工）

住 所 文京区本郷三丁目○○番○○号

ふ り が な 　 こう　  の　     いち   ろう

氏 名 　甲　野　　一　郎

生年月日 昭和３４年１０月１０日

学　　歴

　　　　年　　月

職　　歴

平成２５年　４月～平成２６年　１月　大田区馬込一丁目地先から同区馬込三丁目地先間配水本管

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1,000mm）新設工事

平成２６年　３月～平成２８年　１月　世田谷区成城二丁目地先から同区砧八町目地先間配水本管

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1,000mm）新設工事

平成２８年　９月～平成２９年　１月　板橋区三園一丁目地先から練馬区大泉学園町三丁目地先間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　配水小管布設替工事

平成２９年　７月～平成３０年　１月　○○浄水場○○ポンプ設置工事

資　　格

注 １　表題の（　　）内には、現場代理人等該当する技術者分類の名称を記入すること。
２　学歴欄には、建設業法による主任技術者等でその資格が建設業法第７条第２号のイによる
　場合等、求められる資格を有することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載すること。
３　職歴欄には、職歴を記載するとともに、建設業法による主任技術者等についてはその資格
　に必要な実務経験について、また、仕様書等で必要な実務経験等が指定されている場合はそ
　の実務経験について記載すること。
４　資格欄には、建設業法による主任技術者等についてはその資格に必要な資格者証、合格証
　明書、免許証等について、また、仕様書等で特に定められた資格がある場合にはその資格に
　ついて記載すること。
５　監理技術者の経歴書には、監理技術者資格者証（写）の様式を用いて監理技術者資格者証
　の写しを添付すること。
　資格者証の写しを裏面に添付すること。（資格者証に写真がない場合は、上半身脱帽、３か月以
内に撮影した写真（4.0㎝×3.0㎝）を添付すること。）
　また、職歴は、最近５年以内に従事した主要工事のうち、水道工事について記載すること。

平成１８年　６月　東京都水道局配水管工（認定）講習会修了　平成１８年度　第３－１５号

平成２３年　７月　日水協配水管工技能講習会大口径管修了　　登録番号第3003-61-01319号

（注）
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１　表題の（　　）内には、現場代理人等該当する技術者分類の名称を記入すること。
２　学歴欄には、建設業法による主任技術者等でその資格が建設業法第７条第２号のイによる
　場合等、求められる資格を有することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載すること。
３　職歴欄には、職歴を記載するとともに、建設業法による主任技術者等についてはその資格
　に必要な実務経験について、また、仕様書等で必要な実務経験等が指定されている場合はそ
　の実務経験について記載すること。
４　資格欄には、建設業法による主任技術者等についてはその資格に必要な資格者証、合格証
　明書、免許証等について、また、仕様書等で特に定められた資格がある場合にはその資格に
　ついて記載すること。
５　監理技術者の経歴書には、監理技術者資格者証（写）の様式を用いて監理技術者資格者証
　の写しを添付すること。
　資格者証の写しを裏面に添付すること。（資格者証に写真がない場合は、上半
身脱帽、３か月以内に撮影した写真（4.0㎝×3.0㎝）を添付すること。）
　また、職歴は、最近５年以内に従事した主要工事のうち、水道工事について記載すること。

（注）

統一３

経　歴　書　（溶接工）

住 所 足立区足立三丁目○○番○○号

ふ り が な    おつ    の　      じ    ろう

氏 名 　乙　野　　二　郎

生年月日 昭和３５年１１月１１日

学　　歴

　　　　年　　月

職　　歴

平成２６年　５月～平成２７年　５月　○○給水所　○○ポンプ設備工事

平成２８年　４月～平成２９年　５月　○○給水所　○○ポンプ設備工事

平成２９年　９月～平成３０年　５月　○○給水所　○○ポンプ設備工事

注

資　　格

平成　２年　９月　アーク溶接　Ｎ－２Ｐ
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氏 名 　丙　野　　三　郎

統一３

経　歴　書　（給水装置工事主任技術者）

住 所 文京区本郷三丁目○○番○○号

ふ り が な    へい    の　     さぶ   ろう

生年月日 昭和３４年１０月１０日

学　　歴

　　　　年　　月

職　　歴

平成２６年　４月～平成２７年　３月　給水管取付替工事請負単価契約

平成２７年　４月～平成２８年　３月　給水管取付替工事請負単価契約

平成２８年　４月～平成２９年　３月　給水管取付替工事請負単価契約

平成２９年　４月～平成３０年　３月　給水管取付替工事請負単価契約

資　　格

平成１８年　６月　　　　給水装置工事主任技術者　　　　　免許番号　第１２３４５号

注 １　表題の（　　）内には、現場代理人等該当する技術者分類の名称を記入すること。
２　学歴欄には、建設業法による主任技術者等でその資格が建設業法第７条第２号のイによる
　場合等、求められる資格を有することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載すること。
３　職歴欄には、職歴を記載するとともに、建設業法による主任技術者等についてはその資格
　に必要な実務経験について、また、仕様書等で必要な実務経験等が指定されている場合はそ
　の実務経験について記載すること。
４　資格欄には、建設業法による主任技術者等についてはその資格に必要な資格者証、合格証
　明書、免許証等について、また、仕様書等で特に定められた資格がある場合にはその資格に
　ついて記載すること。
５　監理技術者の経歴書には、監理技術者資格者証（写）の様式を用いて監理技術者資格者証
　の写しを添付すること。
　資格者証の写しを裏面に添付すること。（資格者証に写真がない場合は、上半身脱帽、３か月
以内に撮影した写真（4.0㎝×3.0㎝）を添付すること。）
　また、職歴は、最近５年以内に従事した主要工事のうち、水道工事について記載すること。

（注）
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統一３

経　歴　書　（給水装置工事配水管工）

住 所 文京区本郷三丁目○○番○○号

ふ り が な    てい    の　      し    ろう

氏 名 　丁　野　　四　郎

生年月日 昭和３５年１０月１０日

学　　歴

　　　　年　　月

職　　歴

平成２５年　４月～平成２６年　３月　給水管取付替工事請負単価契約

平成２６年　４月～平成２７年　３月　給水管取付替工事請負単価契約

平成２８年　４月～平成２９年　３月　給水管取付替工事請負単価契約

平成２９年　４月～平成３０年　３月　給水管取付替工事請負単価契約

（注）

注 １　表題の（　　）内には、現場代理人等該当する技術者分類の名称を記入すること。
２　学歴欄には、建設業法による主任技術者等でその資格が建設業法第７条第２号のイによる
　場合等、求められる資格を有することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載すること。
３　職歴欄には、職歴を記載するとともに、建設業法による主任技術者等についてはその資格
　に必要な実務経験について、また、仕様書等で必要な実務経験等が指定されている場合はそ
　の実務経験について記載すること。
４　資格欄には、建設業法による主任技術者等についてはその資格に必要な資格者証、合格証
　明書、免許証等について、また、仕様書等で特に定められた資格がある場合にはその資格に
　ついて記載すること。
５　監理技術者の経歴書には、監理技術者資格者証（写）の様式を用いて監理技術者資格者証
　の写しを添付すること。
　資格者証の写しを裏面に添付すること。（資格者証に写真がない場合は、上半身脱帽、３か月
以内に撮影した写真（4.0㎝×3.0㎝）を添付すること。）
　また、職歴は、最近５年以内に従事した主要工事のうち、給水装置工事について記載すること。
　なお、資格については、次の１から３までのいずれか１つを記載すればよい。
　１　給水装置工事配管技能者認定証
　２　給水装置工事配管技能者講習会修了証
　３　分岐穿孔実務経験者確認証

資　　格

平成２１年　８月　　　　給水装置工事配管技能者認定証　　　免許番号　第Ｎ１２３４５号
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注 １　表題の（　　）内には、現場代理人等該当する技術者分類の名称を記入すること。
２　学歴欄には、建設業法による主任技術者等でその資格が建設業法第７条第２号のイによる
　場合等、求められる資格を有することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載すること。
３　職歴欄には、職歴を記載するとともに、建設業法による主任技術者等についてはその資格
　に必要な実務経験について、また、仕様書等で必要な実務経験等が指定されている場合はそ
　の実務経験について記載すること。
４　資格欄には、建設業法による主任技術者等についてはその資格に必要な資格者証、合格証
　明書、免許証等について、また、仕様書等で特に定められた資格がある場合にはその資格に
　ついて記載すること。
５　監理技術者の経歴書には、監理技術者資格者証（写）の様式を用いて監理技術者資格者証
　の写しを添付すること。
　資格を示す合格証明書の写しを裏面に添付すること。
　また、職歴は、最近２年以内に従事した主要工事について記載すること。
　※国道  道路占用工事共通指示書（平成21年10月1日）による国道全路線を対象とする。
　　都道  東京都公安委員会告示第169号（平成21年5月1日）による都道指定２１路線を対象
　　　　　とする。

（注）

資　　格

平成３０年　８月　交通誘導警備業務　２級　合格証明書番号　東京都公安委員会第１２３４５号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　配水本管（1,000mm）新設工事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1,000mm）新設工事

平成２８年　３月～平成２９年　８月　世田谷区成城二丁目地先から同区砧八町目地先間配水本管

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1,000mm）新設工事

平成２９年　９月～平成３０年　１月　板橋区三園一丁目地先から練馬区大泉学園町三丁目地先間

　　　　年　　月

職　　歴

平成２７年　４月～平成２８年　２月　大田区馬込一丁目地先から同区馬込三丁目地先間配水本管

氏 名 　戊　野　　五　郎

生年月日 昭和４３年１２月１０日

学　　歴

統一３

経　歴　書（検定合格警備員）

住 所 新宿区新宿三丁目○○番○○号

ふ り が な 　  ぼ　   の　      ご    ろう
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すい　　どう　　さぶ　　ろう

大田区南馬込○○丁目○○番○○号

おお 　　た　　　ご　　 ろう

住 所

住 所

工 事 番 号

２ 氏 名

支給材料取扱責任者届

殿

東京都水道局長○○支所

令和　元年　６月１０日

記

水道建設株式会社

１

下記の者を、支給材料取扱責任者に指名します。

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

○○○　○○○○○課長

太　田　五　郎
生 年 月 日

　現場代理人 土木　一郎 ㊞

氏 名

（注）１　工事完成後、速やかに監督員に返納すること。
　　なお、工事番号が変更になった場合は返納し、新工事番号で再発行を受けること。
２　同一工事案件で複数枚の責任証は発行しない。
３　支給材引取時には、身分又は本人であることを証明できるものを必ず携帯すること。

昭和３８年　１月２１日

支給材料取扱責任者証

令和　元年　６月１４日　

なお、本証は、上記工事番号のみ有効とします。

東京都水道局長○○支所

上記の者を、支給材料取扱責任者であることを証します。

○○○　○○○

第１４００１００号

印

殿

○○課長

印

印

昭和３６年１０月　１日

水　道　三　郎

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

現場代理人 土木　一郎

水道建設株式会社

（ふりがな）

大田区南馬込○○丁目○○番○○号

生 年 月 日

（ふりがな）
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○○○　○○○ 殿

統一22

文 書 番 号
（工事番号）

施　工　計　画　書

第１４００１００号

令和　元年　５月２１日

東京都水道局長

（発注者宛）

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

代表取締役　　水　道　太　郎

土木　一郎 ㊞

氏名

工　　　　　期 令和　元年１０月１８日

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

住所

受注者

担当者名

工　事　場　所 千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

㊞　

現場代理人氏名

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１０号

下記工事について別添施工計画書を提出します。

令和　元年　５月　８日

(注) 作成に当たっては、配水管工事標準仕様書を参考に記述すること。
施工計画書を変更、追加等する場合は、標題の横に「（ ）」で表示すること。

契　約　金　額 ￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額

契 約 年 月 日

￥14,332,888.-）

注　この様式は、施工計画書のほか変更施工計画書、溶接工の名簿、警戒宣言に伴う緊急時対策計画書等
　の書類の提出にも使用する。

監理業務受託者

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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現場代理人氏名

○○○　○○○ 殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

（発注者宛）

住所

工　事　場　所

代表取締役　　水　道　太　郎

受注者

氏名

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

３１水経契契第１０号

統一22

文 書 番 号
（工事番号）

警戒宣言に伴う緊急時対策計画書

第１４００１００号

令和　元年　５月１７日

）

土木　一郎 ㊞

下記工事について別添警戒宣言に伴う緊急時対策計画書を提出します。

東京都水道局長

契　約　金　額

工　　　　　期

文　書　番　号
（契 約 番 号）

契 約 年 月 日

監理業務受託者

令和　元年　５月　８日 令和　元年１０月１８日

(注) １　作成に当たっては、「計画書等作成要領」の「警戒宣言に伴う緊急時対策計画書」を参考に記
  述すること。
２　受注者は、工事着手に先立ち提出すること。
　　なお、軽易な工事においては、監督員の承諾を得て提出を省略することができる。

注　この様式は、施工計画書のほか変更施工計画書、溶接工の名簿、警戒宣言に伴う緊急時対策計画書
等の書類の提出にも使用する。

￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥14,332,888.-

担当者名 ㊞　

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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水道建設株式会社

住所

受注者

東京都水道局長

（発注者宛）

○○○　○○○ 殿

統一７

文 書 番 号
（工事番号）

建設業退職金共済制度加入届

第１４００１００号

令和　元年　５月２８日

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

建設業退職金共済証紙
購 入 状 況 報 告 書

契　約　金　額

工　事　件　名

￥14,332,888.-

建設業退職金共済制度の加入について、 ・

・

３１水経契契第１０号

￥１９３，４９４，０００．－

代表取締役　　水　道　太　郎

　注　標識(ｼｰﾙ)の工事現場における掲示状況写真を同時に提出できない場合には、後日この様式を
　　使用して別途提出すること。

監理業務受託者

契 約 年 月 日

文　書　番　号
（契 約 番 号）

建設業退職金共済制度に非加入の場合は他の共済制度（中小企業退職金共済制度等）に加入して
いる状況を下記に記載し証明する書類を添付し提出すること。

令和　元年　５月　８日

工　事　場　所

・

標識 ｼｰﾙ の工事現場
における掲示状況写真

担当者名 ㊞　

【提出できない場合（３ケース）の記載例】
　本工事は、
　　ケース１　高度な技術を要する○○工事のため、
　　ケース２　専門的な○○工事であり、当社社員のみで施工を行うため、
　　ケース３　技術資格を有する作業員で施工し、退職金制度をもつ会社に所属しているため、
　本制度に該当する現場労働者は雇用しません。
　このため、本工事に係る掛金収納書の提出はいたしません。

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

上記添付書類のうち、掛金収納書、標識(ｼｰﾙ)の工事現場における掲示状況写真、建設業退職金共
済証紙購入状況報告書のいずれかを提出できない場合は、提出できない書類名称及び提出できな
い理由を下記に記載すること。

・

㊞

令和　元年１０月１８日

を添えて届け出ます。

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

工　　　　　期

）

掛 金 収 納 書

氏名

・

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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注１ 元請業者は、下請業者の要する共済証紙分を含めて購入し、その掛金収納書を添付する。

注２


（　掛　金　収　納　書　）

（標識（ｼｰﾙ）の工事現場における掲示状況を示す写真）

下請業者が自ら証紙を購入する場合については、下請業者に建設業退職金共済証紙購入
状況報告書により計算した額の共済証紙を購入するよう指導し、その掛金収納書を添付
する。

統一７の２

掛　金　収　納　書

標識(ｼｰﾙ)の工事現場における掲示状況写真

掛金収納書(下請業者が自ら証紙を購入した場合の掛金収納書を含む。）を下記に添付すること。

標識(ｼｰﾙ)の工事現場における掲示状況を示す写真を下記に添付すること。
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人

④契約金額 ￥

（　　　/1000）/0.7
　（総工事費と工事種別に対する購入代金率を［表］より求める。）

購入額算出方法

⑤全就労者数

Ｂ　加入労働者は分かっているが、その就労予定日数が定まっていない場合

①工事種別

②総工事費 ￥

人

￥

建設業退職金共済制度加入労働者（加入労働者）及びその就労予定日
数が分かっている

②掛金日額 円/人

Ａ

注１ 購入額算出方法の該当項目を○で囲む。

２ 

３ 

１　工事種別及び総工事費

統一７の３

建設業退職金共済証紙購入状況報告書

工事種別には［表］中の該当する工事種別を記載する。

無償支給材料費評価額

土  木
（その他）

注１ 

上記２の該当項目（　Ａ　Ｂ　Ｃ　）について、以下により共済証紙購入額を算出する。

Ａ　加入労働者及びその就労予定日数が分かっている場合

人

総工事費＝契約金額＋無償材料費評価額

契約金額には消費税及び地方消費税額を含む。

契約金額工事種別

￥ ￥

総工事費

加入労働者が分からない

Ｂ

⑦加入者率　（⑥÷⑤）

２　共済証紙購入額算出方法

３　共済証紙購入額の算出

①加入労働者の就労予定日数の総和

全就労者数及び加入労働者は分かっているが、その就労予定日数が定
まっていない

Ｃ

⑧共済証紙購入額　（④×③×⑦） ￥
　（千円未満を増額調整し、掛金日額で割り切れる額とする。）

③共済証紙購入額　（①×②） ￥

⑥加入労働者数

③共済証紙購入代金率
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(注１)　

(注２)　　総工事費100万円以下の購入率が示されていませんが、100万円以下については、対象労働者の延べ就労
日数が把握できるものとして省かれております。もし、把握できない場合には、100万円からの購入率を参
考にして下さい。

1,000
――― ――― ――― ―――

1,0001,000

1,000～
9,999千円

1,000

1,000

1.8

4.8 3.2

1,0001,000 1,0001,0001,000

　総工事費とは、請負契約額(消費税相当額を含みます。)と無償支給材料評価額(発注機関が施工者に対し
工事用の建設資材を無償で支給した場合、その建設資材を金額に換算した額)の合計額をいいます。

――― ――― ――― ―――
1,000 1,000 1,000

―――

1,000

2.24.1

1,000 1,000

1,0001,000

2.13.02.9

1,000

1.11.11.81.8

1,000

1.7

1,000

2.7

1,000

――― ――― ―――

1,000 1,0001,000 1,000

1.91.6 2.0

1,000

1.11.42.12.22.31.9
――― ―――

1,000

2.9

1,0001,0001,0001,0001,0001,0001,000

2.8
―――

1,000

―――

1.7

1,0001,000

1.41.82.52.73.1

3.6
―――

購入額（増額調整）

参考：掛金日額 　３１０円／人（平成31年1月1日現在）

＝1436枚×310円／枚

設　　　備

――― ―――
2.8

購入枚数

＝445,036円÷310円／枚

＝1435.6

≒1436枚（端数切り上げ）

―――
1,000

［表］（工事種別・総工事費に対する共済証紙購入代金率）

2.94.5

1,000

―――

――― ―――
1,0001,000

―――

―――

―――――― ――― ――― ―――

―――――― ――― ―――
500,000千
円
以上

舗装

―――

50,000～
99,999千円

100,000～
499,999千
円

2.8

1,000

―――

1.7
―――

2.52.12.12.3

   工事
　　種別
総工
 事費

3.6

1,000

3.1

―――

4.1

1,0001,000

0.7

　（千円未満を増額調整し、掛金日額で割り切れる額とする。）

【計算例】

購入額

￥

非住
宅・

同設備
堰堤

1,000

10,000～
49,999千円

1,000

3.73.5 3.5

⑤加入者率　（70%とする）

445,160－⑥共済証紙購入額　（④×③×⑤）

＝193,494,000×{(2.3／1000)/0.7}×0.7

＝445,036円

Ｃ　加入労働者が分からない場合

①工事種別 土木（その他）

②総工事費 ￥

￥

193,494,000－

193,494,000－

（ 2.3 /1000 ）/0.7
　（総工事費と工事種別に対する購入代金率を［表］より求める。）

1,000 1,000
――――――

機械機
器

設備

浚渫・
埋立

その他
の土木

住宅・
同設備

―――

―――

―――

3.23.3 3.8

＝445,160円

――― ――――――

――― ―――

※独立行政法人勤労者退職金共済機構ＨＰ
「共済証紙購入の考え方」の表を参照

③共済証紙購入代金率

屋外の
電気等

―――

建　　　築土　　　　　　　　　　木

橋梁等 隧道

―――

④契約金額
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（注）　労災保険加入の必要な工事（請負金額２５０万円を超える案件）の場合は、各労働局が定める様
式を別紙として添付すること。

第１４００１００号

別紙のとおり

３１水経契契第１０号

㊞

記

下記のとおり（労災保険加入証明願）を提出します。

契約年月日

契 約 番 号

労働者災害補償保険加入確認書

令和　元年　５月２８日

東京都水道局長

○○○　○○○ 殿

工 事 件 名

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

代表取締役　　水　道　太　郎

労災保険加入確認書

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

令和　元年　５月　８日

５

４

３

２

１

工 事 番 号
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別紙様式１

令和　　 年　　　　年　　月　　日
労働保険特別会計歳入徴収官
　　労働局長
　　労働基準監督署長 殿

所在地：
名　称：
代表者： 印
担当者：
電　話：

下記のとおり、労災保険に加入済であることを証明願います。

都道府県 所掌 管轄 － 枝番号

－

令和　　　年　　　月　　　日～令和　　　　年　　　月　　　日

　・工事契約書

　・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（証明欄）
上記事業について、労災保険に加入済であることを証明します。

令和　 　年　　　　年　　月　　日
労働保険特別会計歳入徴収官
　　労働局長 印

　　労働基準監督署長 印

(注)　本様式は東京労働局の様式であることから、作成の際は様式について確認すること。

予定期間

発注者名

工事の名称

工事の所在地

請負金額

目的　

証明書提出先

労災保険加入証明願

労働保険番号
基幹番号

工事の
場合
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主事　○○○　○○○

令和　元年１０月１８日

○○○　○○○

統一19

文 書 番 号
（工事番号）

材料搬入予定調書

第１４００１００号

令和　元年　５月２０日

東京都水道局長

（発注者宛）

契 約 年 月 日 令和　元年　５月２７日

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

工　事　場　所 千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

１　材料搬入計画書を添付すること。
２　受注者持材料搬入内訳調書を別途作成すること。
３　（材料・機器試験）記録の報告書等を必要の都度提出すること。

（注）

監理業務受託者

㊞

契　約　金　額 ￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥14,332,888.-

担当者名 ㊞　

㊞

住所

）

氏名

下記の工事に使用する材料の搬入予定は、別紙のとおりです。

受注者

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１０号

代表取締役　　水　道　太　郎

監　　督　　員

職　　氏　　名
受 付 年 月 日 令和　元年　５月２０日

現場代理人氏名

殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

工　　　　　期

土木　一郎

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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９１９

材料搬入計画書

品　　　　　名 形状・寸法 単位 搬入数量 摘　　　　　要

○○○

  砂 しゃ断層用砂 ㎥ ２６６

  砂 埋戻し用砂 ㎥

○○○ 事前認定会社仕様

ﾚﾃﾞｨｰﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ Ｈ１８２Ｂ ㎥ ○○○

再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝ ＲＣ－４０ ㎥

○○○ ○○規格　○○検査

再生粒度調整砕石 ＲＭ－４０ ○○○

再生ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 密粒度 ｔ

○○○ ○○規格　○○検査

再生ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 粗粒度 ｔ ○○○ 事前認定会社仕様

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管（NS形） 直管350×6.0 本

○○○ ○○規格　○○検査

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管（NS形） 直管250×5.0 本 ○○○ ○○規格　○○検査

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管（NS形） 直管200×5.0 本

○○○
ｽﾃﾝﾚｽ管○○ｍ、○○規格
VP管○○ｍ

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管（NS形） 直管100×4.0 本 ○○○ ○○規格　○○検査

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管（NS形） 直管 75×4.0 本

ｻﾄﾞﾙ分水栓 ＳＵＳ 個 ○○○ ○○規格

給水管配管材 ｍ

（注）材料検査の実施日が特定できる場合は、実施予定日を記入すること。

1-81
１－81



受注者持材料搬入内訳調書

令和　元年１０月　９日

東京都水道局長

○○○　○○○ 殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

　現場代理人

下記のとおり材料搬入内訳調書を提出します。

印

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

２ 第１４００１００号

土木　一郎

記

３１水経契契第１０号３

１

４ 令和　元年　５月　８日

工 事 番 号

契約年月日

工 事 件 名

契 約 番 号

（注）材料搬入内訳調書を添付すること。

確　認　印

５ 材料搬入内訳調書 別紙のとおり
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（注）材料検査の実施日を記入すること。

材料搬入内訳調書

品　　　　　名 形状・寸法 単位 搬入数量 摘　　　　　要

  砂 しゃ断層用砂 ㎥ ２６６ 令和元年6月10日～9月30日

  砂 埋戻し用砂 ㎥ ９１９ 令和元年6月10日～9月30日

ﾚﾃﾞｨｰﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ Ｈ１８２Ｂ ㎥ ○○○ 令和元年6月17日～9月24日

再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝ ＲＣ－４０ ㎥ ○○○ 令和元年6月17日～9月24日

再生粒度調整砕石 ＲＭ－４０ ○○○ 令和元年6月10日～9月30日

再生ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 密粒度 ｔ ○○○ 令和元年6月10日～10月7日

再生ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 粗粒度 ｔ ○○○ 令和元年6月10日～10月7日

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管（NS形） 直管350×6.0 本 ○○○ 令和元年6月10日～7月29日

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管（NS形） 直管250×5.0 本 ○○○ 令和元年6月10日～7月24日

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管（NS形） 直管200×5.0 本 ○○○ 令和元年8月1日～9月30日

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管（NS形） 直管100×4.0 本 ○○○ 令和元年7月29日～9月30日

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管（NS形） 直管 75×4.0 本 ○○○ 令和元年9月26日～9月30日

ｻﾄﾞﾙ分水栓 ＳＵＳ 個 ○○○ 令和元年6月10日～9月30日

給水管配管材 ＳＵＳ ｍ ○○○ 令和元年6月10日～9月30日

給水管配管材 ＶＰ ｍ ○○○ 令和元年6月17日～9月24日
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令和　元年１０月１８日

工　事　場　所

工　　　　　期

(注)

　 なお、下請負者に対する工事の調整、指導及び監督については、当社において一切の責任をもって
 行います。

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

契　約　金　額 ￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額

令和　元年　５月　８日

担当者名

契 約 年 月 日

￥14,332,888.-）

￥８７，０００，０００．－　　（￥５７，０００，０００．－）下 請 負 金 額

㊞　

下 請 負 者 名 別紙記載のとおり

監理業務受託者

統一８

文 書 番 号
（工事番号）

下　請　負　届

第１４００１００号

令和　元年　５月１６日

東京都水道局長

氏名 ㊞

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１０号

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

下記のとおり下請負により施工しますので届け出ます。

（発注者宛）

代表取締役　　水　道　太　郎

○○○　○○○ 殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

住所

受注者

法人の場合は名
称及び代表者の

１ 下請負金額の（ ）内には、建設業法別表第一に規定される２９業種のみを対象として積み上げた金額を記載すること。

２ 下請負者を変更又は追加する場合は、標題の横に（変更）又は（追加）と記載し提出すること。
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電話
番号

契約年月日

統一９

下　請　負　者　一　覧　表

２工区(０～１,０９
７ｍ）の掘削及び発
生土処分一式

込
□□建設（株）
大臣特○○
第○○○○○号

代表取締役
　○○　○○

代表者名 所在地

○○区○
○町○丁
目○番地

03-○
○○
○-○
○○
○

令和○○年
　○○月○○日

　○○　○○

元請負者が自ら
施工する工種

工程管理

配管、土工事一式

舗装材料を除く使用材料一式

下請負に付する
工種及び数量

材料
込別

下請負者名
建設業許可番号

03-○
○○
○-○
○○
○

令和○○年
　○○月○○日

現場責任者 摘要

全工区の舗装 込

△△興業建設
(株）
大臣特○○
第○○○○○号

代表取締役
　○○　○○

○○区○
○町○丁
目○番地

03-○
○○
○-○
○○
○

令和○○年
　○○月○○日

　○○　○○

令和○○年
　○○月○○日

　○○　○○

１工区（０～７５０
ｍ）の発生土処分一
式

▽▽産業（株）
代表取締役
　○○　○○

○○区○
○町○丁
目○番地

　○○　○○

建設
業法
対象
外

　○○　○○

建設
業法
対象
外

建設廃材の運搬・処
理

□□◇◇産業
（株）

代表取締役
　○○　○○

○○区○
○町○丁
目○番地

03-○
○○
○-○
○○
○

建設
業法
対象
外

交通誘導員 ○○警備（株）
代表取締役
　○○　○○

○○区○
○町○丁
目○番地

03-○
○○
○-○
○○
○

令和○○年
　○○月○○日

１　建設業法別表第一に規定される２９業種以外の下請負契約についても記載すること。
２　摘要欄には、建設業法上の２９業種以外の場合に「建設業法対象外」と記載すること。
３　一次下請負者は全て記載すること。
４　下請負者を追加又は変更する場合は、摘要に（変更）又は（追加）と記載すること。

(注)
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契 約 年 月 日 令和　元年　５月　８日 工　　　　　期 着手指定の日から１００日間

前　払　金　等
請 求 確 認 欄

前　払　金 中　間　前　払　金 部　分　払

請求する。

請求しない。

住所

受注者

氏名

）

代表取締役　　水　道　太　郎

統一５

文 書 番 号
（工事番号）

第１４００１００号

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

￥14,332,888.-

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

￥１９３，４９４，０００．－

（発注者宛）
令和　元年　５月１３日

文　書　番　号
（契 約 番 号）

東京都水道局長

○○○　○○○ 殿

下記の工事に関する前払金等の請求については確認欄のとおりです。

３１水経契契第１０号

㊞

工　事　場　所 千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

注 １　前払金等請求確認欄は、該当する項目の番号を○で囲む。

請求する。

請求しない。

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額
契　約　金　額

工　事　件　名

２　前払金を請求しない場合は、中間前払金を請求できない。

３　中間前払金を請求する場合は、部分払は請求できない。

前払金等請求確認書

請求する。

請求しない。
本工事は部分払対象外

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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１　支払金振込口座登録申請済みの受注者は、債主登録番号(受付番号）を記載し、保証証書を
　添付すること。
　　なお、支払金振込口座登録申請していない受注者は、支払金口座振込依頼書を添付すること。
２　上記、請求金額の消費税額の記入欄は、空欄とする。

６　請求根拠

（注）

統一６

文 書 番 号
（工事番号）

前払金請求書

第１４００１００号

令和　元年　５月３０日

東京都水道局長

○○○　○○○ 殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

住所

受注者

代表取締役　　水　道　太　郎氏名 ㊞

￥270,000,000.- ）

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額

）

債主登録番号（受付番号)　○○○○○○○

）

３１水経契契第１０号

￥14,332,888.-

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額

％

契約条項第 ３４ 条

（発注者宛）

契約金額の ３０

（限度額

￥１９３，４９４，０００．－

５　前払金の率

１　請求金額

３　工事件名

４　契約金額

保証証書を提出したので下記のとおり前払金を請求します。

記

￥５８，０００，０００．－

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

２　文書番号
 　(契約番号）

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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住所

文 書 番 号
（工事番号）

前払金請求書（追加分）

令和　元年　６月２４日

第１４００１００号

東京都水道局長

○○○　○○○ 殿

（発注者宛）

(注) １　本様式は、前払をした後において前払金の追加が認められた場合に使用すること。
２　前払金を追加請求するときは、補償契約変更後の保証証書を添付すること。
３　前払金を追加請求する場合も工事請負契約書３４条の定めによる限度を超えることはできない。
４　支払金振込口座登録申請済の受注者は、債主登録番号を記入すること。
５　支払金振込口座登録申請していない受注者は、支払金口座振込依頼書を添付すること。
６　上記、請求金額の消費税額の記入欄は、空欄とする。

４　契約年月日 令和　元年　５月　８日

記

１　請求金額

３　工事件名

￥14,579,444.-

￥14,332,888.-

２　文書番号
 　(契約番号）

　￥５８，０００，０００．－７　既前払金額

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

債主登録番号（受付番号)　○○○○○○○

￥１，０００，０００．－

￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額

㊞

受注者

６　変更契約金額 ￥１９６，８２２，５００．－

５　既契約金額

）

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ）

３１水経契契第１０号

）

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

代表取締役　　水　道　太　郎

　￥５９，０００，０００．－

氏名

保証証書を提出したので下記のとおり前払金を請求します。

８　変更前払金額

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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代表取締役　　水　道　太　郎氏名

○○○　○○○

統一11

文 書 番 号
（工事番号）

認　定　請　求　書

第１４００１００号

令和　元年　８月　８日

東京都水道局長

（発注者宛）

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１０号

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

工　事　場　所

殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

住所

受注者

既　受　領　額 ￥５８，０００，０００．－契　約　金　額

摘　　　　　要

契 約 年 月 日 令和　元年　５月　８日 工　　　　　期 令和　元年１０月１８日

㊞

　 下記の工事について、中間前払金の請求をしたいので、要件を満たしていることの認定を請求
 します。

（注）工事履行報告書を添付すること。

監理業務受託者 担当者名 ㊞　

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

￥１９３，４９４，０００．－

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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土木　一郎

５８

８

㊞

１０

６０

（注）

第１４００１００号

３１水経契契第１０号

日間

諸経費

予定進捗（　　　　）率 ８０ １００

　７月

２２

記事欄

工事番号

契約番号

工　事　履　行　報　告　書

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

　８月

から令和　元年　５月２７日工　　期 まで

工事件名

９月　５月 　６月 １０月工　　　　　種

令和　元年１０月１８日

工事履行報告書を提出します。

５２

布設工

仮設工

令和　元年７月２９日現在出来高　　５８％

経過日数　　４５日

実施進捗（　　　　）率

共通仮設費

進捗率
（％）

１１月

１　工事着手前に予定進捗率を記入して提出すること。
２　実施進捗率を記入して認定請求書に添付すること。
３　経過日数は工期日数を記入する。

２５

舗装工

令和　元年　７月２９日

現場代理人
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（注）１　前払をした後、中間前払金の請求が認められた場合に使用すること。
２　中間前払金を請求するときは、中間前払保証証書を添付すること。
３　支払振込口座登録申請済みの受注者は、債主登録番号を記入すること。
４　支払金振込口座登録申請していない受注者は、支払金口座振込依頼書を添付すること。

㊞

（

中 間 前 払 金 請 求 書

令和　元年　８月２０日

東京都水道局長

○○○　○○○ 殿

３１水経契契第１０号

注　契約金額の（　）は、取引に係る消費税及び地方消費税の額（内書き）を示す。

現場説明書に記載されている率

令和　元年　５月　８日

記

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

契約条項　第３７条の２８

７

￥14,332,888.- ）５

４

３

２

￥１９３，４９４，０００．－

　￥５８，０００，０００．－

第１４００１００号

１

工 事 番 号

工 事 件 名

中間前払金の率

請 求 根 拠

前 払 金 額

契 約 金 額

契約年月日

契 約 番 号

６

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

代表取締役　　水　道　太　郎

債主登録番号（受付番号)　○○○○○○○

中間前払金保証証書を提出したので下記のとおり中間前払金を請求します。

￥３８，６００，０００．－請　求　金　額

法人の場合は名
称及び代表者の

氏名

法人の場合は名
称及び代表者の

氏名
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）￥14,579,444.-

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

３

工 事 件 名１

第１４００１００号

契約年月日

￥１９３，４９４，０００．－

（注）１　前払の追加をした後において、中間前払金の追加が認められた場合に使用すること。
２　中間前払金を追加請求するときは、保証契約変更後の保証証書を添付すること。
３　中間前払金を追加請求する場合も、工事請負契約書第３７条の２の定めによる限度を超え
　ることはできない。
４　支払金振込口座登録申請済みの受注者は、債主登録番号を記入すること。
５　支払金振込口座登録申請していない受注者は、支払金口座振込依頼書を添付すること。

３１水経契契第１０号

令和　元年　５月　８日

注　契約金額の（　）は、取引に係る消費税及び地方消費税の額（内書き）を示す。

）￥14,332,888.-

４

契 約 番 号

工 事 番 号２

中間前払金請求書（追加分）

令和　元年　８月２６日

東京都水道局長

○○○　○○○ 殿

㊞

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

９

８

７

６

５

既中間前払金額

　￥３９，３００，０００．－変更中間前払金額

変 更 前 払 金 額

既 前 払 金 額

変 更 契 約 金 額

既 契 約 金 額

　￥５８，０００，０００．－

　￥５９，０００，０００．－

　￥３８，６００，０００．－

￥１９６，８２２，５００．－

水道建設株式会社

代表取締役　　水　道　太　郎

債主登録番号（受付番号)　○○○○○○○

￥７００，０００．－請　求　金　額

下記のとおり中間前払金の追加を請求します。

記

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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（注）承諾図書に基づくものや検査員による検査の場合に提出すること。

令和　　年　　月　　日　

契 約 年 月 日 令和　元年　５月　８日

監理業務受託者 担当者名 ㊞　

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

工　事　場　所

工　　　　　期 令和　元年１０月１８日

検　査　場　所

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥14,332,888.- ）

￥１９３，４９４，０００．－
契　約　金　額

検　　査　　員
職　　氏　　名 ㊞

検 査 年 月 日

検 査 対 象 材 料 別紙のとおり

○○県○○市○○町○○番地　　○○製作株式会社○○工場

統一20

文 書 番 号
（工事番号）

第１４００１００号

材料検査請求書（第１回）

令和　元年　８月１６日

㊞
立　会　職　員
職　　氏　　名

東京都水道局長

（発注者宛）

現場代理人氏名

受注者

氏名

㊞土木　一郎

水道建設株式会社

代表取締役　　水　道　太　郎

住所

○○○　○○○ 殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

主事　○○○　○○○　　　　　

主事　□□□　□□□

下記のとおり材料検査を請求します。

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１０号

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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監理業務受託者 担当者名 ㊞　

検　査　場　所 ××区××町×丁目××番地

立　会　職　員
職　　氏　　名

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

工　事　場　所 千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

別紙のとおり

検　　査　　員
職　　氏　　名

￥14,332,888.- ）

検 査 年 月 日 　令和　　年　　月　　日　

契　約　金　額
￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額

㊞

㊞

検　査　対　象

主事　○○○　○○○　　　　　

主事　□□□　□□□

現場代理人氏名

下記のとおり中間検査を請求します。

土木　一郎 ㊞

契 約 年 月 日 令和　元年　５月　８日 工　　　　　期 令和　元年１０月１８日

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１０号

殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

代表取締役　　水　道　太　郎

住所

受注者

氏名

(注) 　中間検査とは、既済部分検査以外の管継手の塗装、モルタル充填等の検査のもので後日確認が困
難な場合等に行う検査である。

統一21

文 書 番 号
（工事番号）

第１４００１００号

中間検査請求書（第１回）

令和　元年　８月１６日

東京都水道局長

（発注者宛）

○○○　○○○

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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受注者

氏名

統一24

文 書 番 号
（工事番号）

第１４００１００号

休 日 等 の 工 事 施 工 届

令和　元年　６月　７日

東京都水道局長

（発注者宛）

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１０号

土木　一郎 ㊞

○○○　○○○ 殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

代表取締役　　水　道　太　郎

住所

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

契　約　金　額 ￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥14,332,888.- ）

工　事　場　所 千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

理由及び工事内容

監理業務受託者 担当者名 ㊞　

現場代理人氏名

契 約 年 月 日 令和　元年　５月　８日 工　　　　　期 令和　元年１０月１８日

工　事　件　名

下記工事について工期に含まれていない休日等の工事施工について届け出ます。

(注) 　工期に含まれない日に作業を行う場合に用いること。ただし、届出事項については、必ず事前に
監督員と打合せ又は協議をすること。

【記載例】
　沿道千代田ビルから、駐車場前の工事は出入りのない休日に実施するよう要望されたため。
（作業内容）
　掘削及び土留工

届
出
事
項

施工年月日 令和　元年　６月１５日 箇　　　　　所 千代田区神田神保町3丁目25番地先

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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(注) 請求、受領及び返納のうちいずれかを選択すること。

下記のとおり支給材料を

請求します。
受領しました。
返納します。

契 約 年 月 日

３１水経契契第１０号

令和　元年　５月　８日

支　給　材　料

文　書　番　号
（契 約 番 号）

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

統一12

文 書 番 号
（工事番号）

第１４００１００号

東京都水道局長

受注者

支給材料 

○○○　○○○

氏名

 書（第１回）
請求
受領
返納

令和　元年　７月１６日

代表取締役　　水　道　太　郎 ㊞

工　事　件　名

￥14,332,888.-

殿

㊞　

￥１９３，４９４，０００．－

担当者名

工　　　　　期

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

別紙記載のとおり

（発注者宛）

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額

工　事　場　所

監理業務受託者

住所

令和　元年１０月１８日

契　約　金　額
）

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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統一13

支給材料 （ 請求 ・ 受領 ・ 返納 ） 内訳書

支給材料品名 形状寸法 単位 総数量
前回までの
受領数量

今回（請求・受領
・返納）数量

累計 残数量

ＦＣＤ　ＮＳ
直管

φ250×5.0m 本 ２００ ５０ ６０ １１０ ９０

1-101
１－101



契 約 番 号

工 事 番 号

殿○○○　○○○

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

１

（注）支給材料整理表、支給材料切管整理表を必要に応じ添付すること。

令和　元年　５月　８日

第１４００１００号

３１水経契契第１０号

工 事 件 名

契約年月日

２

３

４

支給材料整理簿

令和　元年　８月２３日

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

現場代理人

東京都水道局○○○○支所

土木　一郎 ㊞

○○課長

1-102
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φ250×5.0ｍ 単 位 本

受　　　入

伝票№ 数　量

返　　　納

伝票№ 残

元年度

形 状品 名

数　量月　　日 使用数量

支給材料整理表

ＦＣＤ．ＮＳ　直管

摘　要

４．２２ １ ２０ ２０

５．　７ ３ １７

．　９ ４ １３

．１０ ５ ８

．１３ ３ ２５ ３３

．１３ ５ ２８ ① 内切管１本

．１４ ４ ２４ ② 内切管１本

．１５ ５ １９

．１７ ３ １６

．２０ ４ １２

．２１ ３ ９ ③ 内切管１本

．２２ ４ ５

．２３ ４ １

０９．１３ １ １

４５ ４４ １ ０

1-103
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収入
印紙

工 期

変 更 内 容 別紙のとおり

既 定 工 期

増 減 額

変 更 工 期 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

￥ 　　　　　　　　　　　　　　　　

着手指定の日から１００日間

契 約 保 証 金

変 更 契 約 額

増 額 （うち消費税額
　 及び地方消費税額

（うち消費税額
　 及び地方消費税額

令和　元年　７月１２日

既 契 約 額

公営企業管理者

契約番号及び
契 約 年 月 日

㊞

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

殿○○○　○○○東京都水道局長

３１水経契契第１０号

契 約 金 額

￥14,332,888.-

￥14,579,444.-

￥246,556.－

捨印

６

５

４

３

２

承　　諾　　書

１

代表取締役　水　道　太　郎

記

工 事 件 名

協議のあった下記の契約変更については、異議なく承諾いたします。

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

￥１９３，４９４，０００．－

￥１９６，８２２，５００．－

￥３，３２８，５００．－

（うち消費税額
　 及び地方消費税額

令和　元年　５月　８日

1-105
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令和　元年　７月１６日

氏名

（発注者宛）

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

代表取締役　　水　道　太　郎

住所

（注）工事請負契約変更協議の承諾には使用しないこと。

統一17

承　　諾　　書

東京都水道局長

○○○　○○○ 殿

　令和　元年　７月１１日付　　　　　　　　　第　　　　号による○○○○○○○○については異議が
ないので承諾します。

㊞

受注者

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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（注）既済部分調書を添付すること。

令和　元年１０月１８日

既　受　領　額
（うち前払金額）

既済部分の支払
を受ける根拠

契約条項第３８条

￥１９３，４９４，０００．－ ￥５８，０００，０００．－

（￥58,000,000.-　）

監理業務受託者 担当者名 ㊞　

契　約　金　額

契 約 年 月 日 令和　元年　５月　８日 工　　　　　期

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１０号

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

工　事　場　所 千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

住所

受注者

氏名 代表取締役　　水　道　太　郎

下記工事の既済部分検査（第１回）を請求します。

㊞

○○○　○○○

統一10

文 書 番 号
（工事番号）

第１４００１００号

既済部分検査請求書（第１回）

令和　元年　７月１６日

東京都水道局長

（発注者宛）

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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￥９９，７００，０００．－

注　契約金額の（　）は、取引に係る消費税及び地方消費税の額（内書き）を示す。

（注）１　前払金がない場合は、前払金額欄を削除すること（請求金額は、出来高金額に対する１０分
　の９以内の金額）。
２　請求金額は、出来高金額に対する１０分の９以内の金額から前払金の額に契約金額に対する
　出来高部分の割合を乗じて得た額を控除した金額とする。
３　支払金振込口座登録申請済みの受注者は、債主登録番号を記入すること。
４　支払金振込口座登録申請していない受注者は、支払金口座振込依頼書を添付すること。

￥１９３，４９４，０００．－

￥６５，５５１，５００．－

￥１６６，１５２，０００．－

￥５８，０００，０００．－

契 約 金 額

（

￥６０，３８０，０００．－

２

１

契 約 番 号

工 事 番 号

４ 契約年月日

５

記

請　求　金　額 ￥３９，３２０，０００．－

３

債主登録番号（受付番号)　○○○○○○○

㊞

工 事 件 名

自 令和元年7月17日 至 令和元年8月14日

第１４００１００号

３１水経契契第１０号

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

￥14,332,888.-

令和　元年　５月　８日

（

）

）

工事部分払契約金額請求書（第２回）

令和　元年　８月２７日

東京都水道局長

○○○　○○○ 殿

下記のとおり契約金額を請求します。

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

代表取締役　　水　道　太　郎

請 求 金 額 累 計

既 部 分 払 金 額

前 払 金 額

累計出来高金額

今回出来高金額

10

９

８

７

６
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工　　　　　期 令和　元年１０月１８日

㊞

（注）契約工期前に完了して本様式を提出する場合でも、工期欄は契約工期を記入すること。

受 付 年 月 日 令和　元年１０月１８日
監　　督　　員

職　　氏　　名

監理業務受託者 担当者名

工　事　場　所 千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

㊞　

契　約　金　額 ￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥14,332,888.- ）

契 約 年 月 日 令和　元年　５月　８日

氏名 代表取締役　　水　道　太　郎 ㊞

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１０号

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

○○○　○○○ 殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

住所

受注者

下記の工事を本日完了したので届け出ます。

主事　○○○　　○○○

東京都水道局長

（発注者宛）

統一29

文 書 番 号
（工事番号）

第１４００１００号

工　事　完　了　届

令和　元年１０月１８日

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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備考　本書は、検査調書の作成を省略することができる場合に使用すること。

（注）１　省略できる場合とは、東京都水道局財務規程第２８６条に規定するものを指す。
　　　２　契約工期前に完了して本様式を提出する場合でも、工期欄は契約工期を記入すること。

￥１，９９５，０００．－

令和　元年１０月１８日

令和　元年　５月　８日

令和　元年１０月２５日検 査 年 月 日
検　　査　　員

職　　氏　　名

監　　督　　員

職　　氏　　名

契 約 年 月 日

○○○　○○○ 殿

㊞

監理業務受託者 担当者名 ㊞　

工　　　　　期

㊞主事　○○○　　○○○

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

住所

令和　元年１０月１８日

工　事　件　名

工　事　場　所

代表取締役　　水　道　太　郎

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額

㊞

統一30

文 書 番 号
（工事番号）

第１４００１００号

工　事　完　了　届

令和　元年１０月１８日

￥147,777.- ）

３１水経契契第１０号

（発注者宛）

東京都水道局長

主事　△△△　　△△△

受注者

氏名

文　書　番　号
(契 約 番 号）

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

契　約　金　額

下記の工事を本日完了したので届け出ます。

受 付 年 月 日

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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３１水経契契第１０号

（ ￥14,332,888.-

７

８

１

２

３

４

５

 注　契約金額の（　）は、取引に係る消費税及び地方消費税の額（内書き）を示す。

６

契 約 番 号

契 約 年 月 日

請求金額累計

部 分 払 金 額

契 約 金 額

（中間前払金含む。）

令和　元年　５月　８日

￥１９３，４９４，０００．－

工 事 件 名

工 事 番 号

（注）１　前払金額や部分払請求金額がない場合は、「０」を記入すること。
２　支払金振込口座登録申請済みの受注者は、債主登録番号を記入すること。
３　支払金振込口座登録申請していない受注者は、支払金口座振込依頼書を添付すること。
４　請求金額累計は、部分払請求金額及び今回請求金額の合計とする。

￥９９，７００，０００．－

￥１３５，４９４，０００．－

）

￥５８，０００，０００．－前 払 金 額

工事完成契約金額請求書

令和　元年１０月３０日

殿○○○　○○○

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

第１４００１００号

下記のとおり契約金額を請求します。

記

請　求　金　額 ￥３５，７９４，０００．－

東京都水道局長

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

代表取締役　　水　道　太　郎

債主登録番号（受付番号)　○○○○○○○

㊞
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（注）当局は、本様式を現場注入試験、地盤改良の一軸圧縮試験、標準貫入試験その他特記仕様書で特に
　　定めている試験等の重要な結果報告に用いる。

下記工事の（現場注入試験）の結果を別紙資料のとおり報告します。

監理業務受託者

３１水経契契第１０号

令和　元年１０月１８日

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

　注　この様式は、土木工事出来形管理基準等に基づく報告以外の、杭の支持力試験、ケーソンの地耐力
　　試験等、主として現場で試験（測定）したものの結果報告に使用する。

担当者名 ㊞　

契 約 年 月 日 令和　元年　５月　８日

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥14,332,888.-

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

￥１９３，４９４，０００．－

工　　　　　期

工　事　件　名

）
契　約　金　額

統一27

文 書 番 号
（工事番号）

第１４００１００号

施工管理記録等報告書

令和　元年　６月１３日

工　事　場　所

文　書　番　号
（契 約 番 号）

代表取締役　　水　道　太　郎

土木　一郎

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

○○○　○○○

水道建設株式会社

㊞現場代理人氏名

（発注者宛）

住所

受注者

東京都水道局長

殿

氏名

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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採 取 年 月 日

０３－○○○○－○○○○電　　　　　話

試料採取対象数量３検体

令和　元年　７月２９日

千代田区神田神保町三丁目２５番地先

○○○　○○○

○○○　○○○ ㊞

上記申請書により申請のあった件について、下記のとおり指定します。

（財）○○計量センター

封 印 者 の 氏 名

試 験 委 嘱 機 関

試　験　項　目

成 績 通 知 先

試　　料　　数

採　取　場　所

一軸圧縮試験

東京都水道局○○○○支所　○○課

１００本

呼び名（種類） セメント系固化材（高炉セメント）

産地又は製造者

備　　　　　考 シンウォールサンプリング試料　（セメント・コンクリート材令２８日）

△△セメント工業（株）

令和　元年　７月　４日

㊞

試験委嘱指定書

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１０号

件 名 又 は 用 途
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

試　　料　　名 表層固化処理工法の改良体

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

代表取締役　　水　道　太　郎

（注）この様式は、東京都水道局材料検査実施基準に基づく理化学試験の検査委嘱に用いる。

住所

受注者

氏名

現場代理人氏名 土木　一郎

（検査員又は監督員）

（検査員又は監督員） 職氏名

下記の試料の試験について委嘱機関の指定を申請します。

統一23

文 書 番 号
（工事番号）

第１４００１００号

試験委嘱指定申請書

令和　元年　７月　４日

殿

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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注

下記工事について、別添（図書）の承諾を申請します。

上記の件について承諾します。

（注）承諾図書が複数ある場合は、別紙に一覧表（様式は任意）を添付すること。

現場代理人　殿

 （　　）内には、制作方法、基礎杭頭部切断、材料等と記載する。

１  この様式は、仕様書等で承諾を義務付けられているものについて使用する。

２

令和　元年　７月２９日　

監理業務受託者 担当者名 ㊞　

(工事主管課長)

東京都水道局○○○○支所
　　　　　　　　　○○課長

　氏名　　　　□□□　　□□□　　　㊞

契　約　金　額 ￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥14,332,888.- ）

契 約 年 月 日 令和　元年　５月　８日 工　　　　　期 令和　元年１０月１８日

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１０号

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

工　事　場　所 千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

現場代理人氏名 土木　一郎 ㊞

○○○　○○○ 殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

代表取締役　　水　道　太　郎

住所

受注者

氏名

統一25

文 書 番 号
（工事番号）

第１４００１００号

（第１回図書）承諾申請書
令和　元年　６月　６日

東京都水道局長

（発注者宛）

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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印返還確認 令和　　年　　月　　日 確認者

ポリタンク ２０㍑ 個 １０ 令和元年6月28日

品質・形状・寸法 単位 数　量 返納期限

借用年月日

２

令和　元年　６月２０日

第１４００１００号工 事 番 号

備　考品　　名

３

４ 借 用 品

下記のとおり借用します。

記

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

土木　一郎

○○課長

１ 工 事 件 名

水道建設株式会社

貸 与 品 借 用 書

令和　元年　６月１７日

○○○　○○○

㊞現場代理人

東京都水道局○○○○支所

殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

1-121
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２　（　　）内は検査機関が作成した書類名を記入すること。

土木　一郎

記

１

工 事 番 号

令和　元年　５月２７日

令和　元年１０月１８日

着手指定の日から１００日間

自

令和　元年　５月　８日

（注）１　試験（細菌）検査成績通知書の写しを添付すること。

至

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

㊞

下記のとおり別紙、（試験（細菌）検査成績通知書）を添えて提出します。

３ ３１水経契契第１０号契 約 番 号

２

現場代理人

工 事 件 名

第１４００１００号

４

５ 工 期

契約年月日

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

作業従事者健康診断書（第１回）

令和　元年　７月１６日

東京都水道局長

○○○　○○○ 殿
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監理業務受託者

（注）契約約款に基づく請求・通知・報告・協議に用いる。

下記工事について工事請負契約書の第２０条　１項により

担当者名 ㊞　

）

契 約 年 月 日

請求・通知
報告・協議

内容

契　約　金　額 ￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥14,332,888.-

【記載例】
　○○○○により、工期内に工事を完了することが不可能なため、△△△△日間の工期の
延長を請求します。
※　契約書第２０条１項による請求は、天災等の自己の責めに帰すことができない事由に限る。

令和　元年　５月　８日

 書

令和　元年　７月２９日

工　　　　　期 令和　元年１０月１８日

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１０号

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

工　事　場　所 千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号住所

受注者 水道建設株式会社

氏名 代表取締役　　水　道　太　郎 ㊞

請求・通知
報告・協議

　します。

（発注者宛）

統一16

文 書 番 号
（工事番号）

第１４００１００号

東京都水道局長

○○○　○○○ 殿

請求 ・ 通知
報告 ・ 協議

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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（注）仕様書の本文中に監督員と協議することとなっているものに用いる。

します。
協議
報告

下記の工事について配水管工事標準仕様書○.○.○に基づき

現場代理人氏名　　土木　一郎 ㊞

㊞　

３１水経契契第１０号

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

氏名

受注者

殿

工　事　場　所 千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

監理業務受託者 担当者名

【記載例】
　工事用機械器具等において、排出対策型建設機械の使用が指定されているが、本工事で
は、○○○○○○で△△△△△△△△なため、使用することが難しいと考えられるので、
従来の建設機械の使用について協議します。

協議
報告

書

令和　元年　６月１０日
（総括監督員又は工事主管課長）

東京都水道局○○○○支所

○○課長

文　書　番　号
（契 約 番 号）

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道建設株式会社

代表取締役　　水　道　太　郎

住所

協　議
報　告

○○○　○○○

統一26

文 書 番 号
（工事番号）

第１４００１００号

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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統一22

文 書 番 号
（工事番号）

第１４００１００号

基　本　計　画　書

令和　元年　６月２７日
（発注者宛）

東京都水道局長

○○○　○○○ 殿

住所 東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

受注者 水道建設株式会社

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

氏名 代表取締役　　水　道　太　郎

現場代理人氏名 土木　一郎 ㊞

契 約 年 月 日 令和　元年　５月　８日 工　　　　　期 令和　元年１０月１８日

下記の工事について別添基本計画書を提出します。

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１０号

工　事　件　名
千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

工　事　場　所

監理業務受託者 担当者名 ㊞　

（注）この仕様書は、施工計画書のほか変更施工計画書、溶接工の名簿、警戒宣言に伴う緊急対策計画書
　　等の書類の提出にも使用する。

契　約　金　額 ￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥14,332,888.- ）

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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㊞　

　　令和○○年○○月○○日に交付された改善○○書について、下記のとおり改善したので報告します。

令和　元年１０月１８日

）

契 約 年 月 日 工　　　　期

契　約　金　額

監理業務受託者

３１水経契契第１０号

土木　一郎

工　事　場　所

担当者名

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥14,332,888.-

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

￥１９３，４９４，０００．－

令和　元年　５月　８日

第４号様式

○○○　○○○

令和○○年○○月○○日

改　善　報　告　書

東京都水道局○○○○支所

文 書 番 号
（工事番号）

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間

工　事　件　名

（現場代理人）

㊞

第１４００１００号

殿

（総括監督員又は監督員）

○○課長

水道建設株式会社

文　書　番　号
（契 約 番 号）
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（注）必要に応じて略図及び写真を添付すること。

【記載例】
　直ちに、支保工を施し、土留めを撤去しないで埋戻しを先行し、沈下が進行しないよ
う措置した。被害者宅と話し合った結果、原形復旧することで了解を得たが、沈下部分
を補強するため薬液注入（ＣＢ）を行う。

現場代理人 土木　一郎 ㊞

事故原因及び内容

１

２

４

５

８

【記載例】
　埋戻し作業中、土留支保工を取り外したところ、前夜来の雨により地盤がゆるんでい
たため、隣接のブロック塀の一部が沈下した。

令和　元年　６月　３日　１５時４０分頃　（天気　曇り）

千代田区神田神保町三丁目２５番地先（○○商店前）

７

措 置 状 況

発 生 場 所

発 生 日 時

６

３１水経契契第１０号

令和　元年　５月　８日

第１４００１００号

契約年月日

記

契 約 番 号

工 事 番 号

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

３

水道建設株式会社

下記のとおり事故が発生しましたので報告します。

工 事 件 名

事　故　発　生　報　告　書

令和　元年　６月　３日

東京都水道局長

○○○　○○○ 殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号
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受　付　印

２

　下記の工事について、令和　元年１０月２５日検査の結果、手直し（補修・取替）の指示があ
りましたが、令和　元年１０月３０日に完了しましたので、再検査を申請します。

３

４

（注）完成検査の結果、手直し指示を受けた場合提出すること。

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

３１水経契契第１０号

令和　元年　５月　８日

水道建設株式会社

代表取締役　　水　道　太　郎

契約年月日

契 約 番 号

工 事 番 号

記

㊞

第１４００１００号

工 事 件 名１

再　検　査　申　請　書

令和　元年１０月３０日

東京都水道局長

○○○　○○○ 殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

1-128１－128



２

千代田区神田神保町三丁目２５番地先から同区九段南一丁目２番地先間
配水小管布設替工事

４ 契約年月日

水管橋台帳５

工 事 番 号

３ 契 約 番 号

別紙のとおり

㊞現場代理人 土木　一郎

１ 工 事 件 名

水道建設株式会社

下記のとおり報告します。

３１水経契契第１０号

令和　元年　５月　８日

第１４００１００号

記

水 管 橋 台 帳 報 告 書

令和　元年　６月２４日

東京都水道局長

○○○　○○○ 殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

1-129１－129
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第１ 警戒宣言に伴う緊急時対策計画書 

 

 

この要領は、東海地震による被害を最小限にとどめるため、警戒宣言の発令に備え、受

注者が緊急時対策計画を策定するための必要な事項を定めるものである。 

 

１ 工事概要 

工事概要は、件名、場所、工期及び工事内容について記載すること。 

 

２ 情報連絡体制 

情報連絡体制については、緊急時における工事所管事務所、工事受注者間の緊急時連

絡体制及び工事受注者の緊急体制組織を定めること。 

 

３ 警戒宣言発令時対策 

警戒宣言発令時対策は、警戒宣言が発せられたときから地震が発生するまで、又は警

戒解除が発せられるまでの間にとるべき対応措置について定めるものとする。 

 

（１）工事箇所及び資機材 

工事箇所及び資機材、危険物の総点検の実施方法について定めること。 

（２）公衆対策 

保安柵の強化、安全灯、発電機の準備、誘導員の配置等について定めること。 

（３）危険物の処置 

可燃物、爆発物の格納撤去等について定めること。 

（４）開口部の応急対策及び仮設物の補強 

開口部の閉鎖、段差の解消、埋戻し及び覆工、山留等仮設物の補強等について定め

ること。 

（５）資機材の整理及び撤去 

現場内の資機材の片付け及びやぐら、杭打機等について定めること。 

（６）その他 

地震発生後の被害状況の調査及び記録並びに被害状況の所管事務所への報告につい

て定めること。 
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令和  年  月  日  

 

  東京都 

 ○○建設事務所長  殿 

 

 

                                        東京都水道局○○建設事務所長 

                                                      ○ ○ ○  ○ ○ ○ 

 

 

 

 

警戒宣言に伴う緊急時対策計画書 

 

 

 

 

下記工事における標記計画書を次のとおり定めましたので、提出します。 

 

 

 

 

許可番号  ○○建管水第○○号 

 

工事件名      
  千代田区神田神保町三丁目地先から同区九段南一丁目地先間 

配水本管（５００mm）布設替工事 

工事場所   千代田区神田神保町三丁目３０から同区九段南一丁目５番地先間 

工事期間        自 令和 元年５月２７日   至 令和 元年１０年１８日 
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１ 工事概要 

 
                             

（１）工事 件 名      千代田区神田神保町三丁目地先から同区九段南一丁目地先間 

配水本管（５００mm）布設替工事 
 

 

（２）工 事 番 号      配水工事 第１４００２００号 

 

（３）契 約 番 号      ３１水経契契第１０号 

 

（４）契約年月日 令和 元年５月８日 

 

（５）工   期 自 令和 元年５月２７日   至 令和 元年１０月１８日 

 

（６）工事企業者 企 業 名    東京都水道局○○建設事務所 

所 在 地       新宿区西新宿六丁目６番１号 

電   話       代表（○○○○）○○○○ 

 

（７）施 工 業 者      業 者 名    水道建設株式会社 

所 在 地       千代田区丸の内三丁目１８番 

電   話      代表（○○○○）○○○○ 

    現場事務所      神田作業所 

所 在 地       千代田区内神田二丁目１番１１号 

電   話       代表（○○○○）○○○○ 

現場代理人 土 木 一 郎（現場事務所長） 

 

（８）工事 内 容      

この工事は配水本管を布設替し、給水能力を増強するものである。 

    ア 管新設工 ５００ｍｍ Ｌ＝１,０００ｍ 

   イ 管撤去工 ５００ｍｍ Ｌ＝１,０００ｍ 

   ウ 制水弁室築造工 ５００ｍｍ ２か所 

   エ 推進工事 推進口築造工 ２か所 

                  配管工事 ２４.５ｍ 

   オ  双口空気弁室築造工 ７５ｍｍ  ３か所 

   カ 排水設備工 ２か所 φ１６００排水室 

 φ１５０ 排水弁 

   キ  路面復旧工 一式 
                              

（９）工 事 場 所  千代田区神田神保町三丁目３０番地先から同区九段南一丁目５番地

先間 
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令和  年  月  日  

 

  東京都 

 ○○建設事務所長  殿 

 

 

                                        東京都水道局○○建設事務所長 

                                                      ○ ○ ○  ○ ○ ○ 

 

 

 

 

警戒宣言に伴う緊急時対策計画書 

 

 

 

 

下記工事における標記計画書を次のとおり定めましたので、提出します。 

 

 

 

 

許可番号  ○○建管水第○○号 

 

工事件名      
  千代田区神田神保町三丁目地先から同区九段南一丁目地先間 

配水本管（５００mm）布設替工事 

工事場所   千代田区神田神保町三丁目３０から同区九段南一丁目５番地先間 

工事期間        自 令和 元年５月２７日   至 令和 元年１０年１８日 
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案 内 図  Ｓ＝ 1 / 5000 Ｎ 
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案 内 図  Ｓ＝ 1 / 5000 Ｎ 
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３ 警戒宣言発令時対策 

 

  対応措置 

工種 

工事箇所及び 

   資機材の点検 

公衆対策 

 

危険物の処理 

 

開口部の応急対策 

 及び仮設物の補強 

資機材の整理 

及び撤去 

鋼矢板 

  打込工 

 

 

 

 

仮設資機材は全て

民地内に撤去する。 

 作業途中のものは

速やかに作業を完了

し交通の障害となら

ないよう埋戻す。 

保安要員を配置し

避難に支障を来さな

いようにする。 

 

 

 

重機の燃料は倒れ

ないよう結束する。 

 

 

 

 

な   し 

 

 

 

 

 

民地内に撤去

する。 

 

 

 

 

鋼矢板 

 引抜工 

同  上 

 

同  上 

 

同  上 

 

同  上 

 

同  上 

 

覆    工 

 

同  上 

 

同  上 

 

同  上 

 

同    上 

 

同   上 

 

掘 削 工 

 

 

 

 

 

開口部は速やかに

閉塞し、重機、車輌等

は民地内に撤収する。

また、吊
つり

防護物件の吊
つり

材等の点検を行う。 

同    上 

 

 

 

 

 

同    上 

 

 

 

 

 

切梁
ばり

、腹起こしが設

置できないときは、一

部埋戻し等を行う。 

 

 

同   上 

 

 

 

 

 

管布設工 

 

 

 

 

 

仮設資機材は全て

民地内に撤収する。 

作業途中のものは、

速やかに作業を完了

し、交通の障害になら

ないよう覆工する。 

同    上 

 

 

 

 

 

同     上 

 

 

 

 

 

作業途中のものは、

速やかに覆工する。 

 

 

 

同   上 

 

 

 

 

 

埋 戻 工 

 

同  上 

 

同  上 

 

同  上 

 

同  上 

 

同  上 
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第２  工事完成図  

 

１   適  用  

（１）この要領は、配水管及び附属構造物を新設又は撤去する工事の受注者が、当

局に提出する工事完成図についての基準を定める。  

（２）作図一般、記号、線の一般的用法その他この要領に定めないものは、 JIS 

A0101(土木製図通則 )、 JIS Z 8310から 18まで (製図総則ほか )、土木学会「土

木製図基準」その他関係規格、規定による。  

 

２   完成図の提出  

（１）完成図の原図と複写図面を次のとおり当局に提出すること。  

   ア  折りたたまないもの  ２  部  

   イ  １部分着色して折りたたんだ複写図面    １０  部  

   （着色については、７の (９ )を参照）  

 

３   図面の大きさ及び紙質  

（１）図面の大きさは、図面紙の仕上寸法で JIS P 0138(紙加工仕上寸法 )のうち、

Ａ１、Ａ２及びＡ３の３種類とする。（表－１、図－１参照）  

（２）原図の紙質は、良質、つや消しトレーシングペーパー (50g/㎡から 75g/㎡ま

で )とする。  

（３）第２原図の作成は監督員に確認すること。作成する場合、用紙はつや消し白

色トレーシングペーパーで、 50g/㎡から 75g/㎡までのものを使用すること。  

（４）路線平面図、縦断面図等規定の大きさで作図できない場合は、Ａ１判に分割

して作成し、その接続表示を明確にすること。  

（５）同一工事で工事場所が２か所以上を含むものは、それぞれ１箇所ごとに一葉

ずつ分けて作成すること。  

 

表－１   図面の大きさ  

単位： mm 

大きさの呼び方  Ａ１  Ａ２  Ａ３  

ａ   ×  ｂ  ５９４×８４１  ４２０×５９４  ２９７×４２０  

 

 

                    図－１   図面の大きさ及び輪郭  

単位： mm 

                                                      

a 

c 

c 

c 

c 

b 

ｃ： 20mm 

図面は長手方向  

を左右においた  

位置を正位とする。  

注）  
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３ 警戒宣言発令時対策 

 

  対応措置 

工種 

工事箇所及び 

   資機材の点検 

公衆対策 

 

危険物の処理 

 

開口部の応急対策 

 及び仮設物の補強 

資機材の整理 

及び撤去 

鋼矢板 

  打込工 

 

 

 

 

仮設資機材は全て

民地内に撤去する。 

 作業途中のものは

速やかに作業を完了

し交通の障害となら

ないよう埋戻す。 

保安要員を配置し

避難に支障を来さな

いようにする。 

 

 

 

重機の燃料は倒れ

ないよう結束する。 

 

 

 

 

な   し 

 

 

 

 

 

民地内に撤去

する。 

 

 

 

 

鋼矢板 

 引抜工 

同  上 

 

同  上 

 

同  上 

 

同  上 

 

同  上 

 

覆    工 

 

同  上 

 

同  上 

 

同  上 

 

同    上 

 

同   上 

 

掘 削 工 

 

 

 

 

 

開口部は速やかに

閉塞し、重機、車輌等

は民地内に撤収する。

また、吊
つり

防護物件の吊
つり

材等の点検を行う。 

同    上 

 

 

 

 

 

同    上 

 

 

 

 

 

切梁
ばり

、腹起こしが設

置できないときは、一

部埋戻し等を行う。 

 

 

同   上 

 

 

 

 

 

管布設工 

 

 

 

 

 

仮設資機材は全て

民地内に撤収する。 

作業途中のものは、

速やかに作業を完了

し、交通の障害になら

ないよう覆工する。 

同    上 

 

 

 

 

 

同     上 

 

 

 

 

 

作業途中のものは、

速やかに覆工する。 

 

 

 

同   上 

 

 

 

 

 

埋 戻 工 

 

同  上 

 

同  上 

 

同  上 

 

同  上 

 

同  上 
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４  表示方法                                                                 

（１）文字の大きさ、線の太さ及び文字間の隙間の基準は、表－２のとおりとする。 

 

                 表－２                  単位： mm 

 文字の種類  文字の高さ  線の太さ  文字間のすきま  

 鉛  

の筆  

場書  

合き  

漢     字  6.3以上   

0.5～ 0.3 

 

線の太さの２倍   

   以上  

ｱﾗビ ｱ数字 

か    な 

ローマ字 

4  以上  

 墨  

の書  

場き  

合  

漢     字  5  以上   

0.5～ 0.2 

 

線の太さの２倍   

   以上  

ｱﾗビ ｱ数字 

か    な 

ローマ字 

3.2以上  

 

（２）配水管路線は、次のとおりとする。  

 

 新  設       実   線（太さ  0.6mm）  

 

 既  設       一点鎖線（  〃   0.4mm）  

 

 撤  去       破   線（  〃   0.4mm）  

 

使用廃止      二重破線（  〃   0.3mm）  

 

（３）数字は３桁ごとに間隙を空けること。  

（４）寸法単位は、原則として、 mm表示とする。ただし、これにより難い場合は、  

各図ごと又はその都度単位記号を表示すること。  

 

５  図面の構成  

図面の構成は、工事内容に応じ、次のとおりとする。  

なお、詳細図、断面図、構造図等は、表示する内容により、同一図面にまとめ  

てもよいが、極力重複を避けるように考慮すること。  

（１）案内図（位置図）  

工事路線の所在地を示すもので、町名、番地、目標となる著名な建物等の名称  

を記入すること。  

案内図はＡ５判程度の大きさとし、平面図右端上方に収めること。欄外上部に  

水道管管理図番号、下部に取替路線の既存マイクロ番号を記入すること。  

（２）平面図（図－２参照）  

ア  管及び構造物は、その形質、寸法、配置、布設位置、土被り（既設管、新  

設管）、延長、防護等を記入すること。  

    なお、平面図が数枚にわたるときは、案内図の路線に図面番号を記入する

こと。  

イ  道路には、国道、都道、区道等の区別、境界及び幅員を明示し、通称名、

番号、舗装の種別、路線内の埋設物の名称、位置、土被り、形質、寸法、Ｂ

Ｍ（水準点）及び地質調査地点を記入すること。  

ウ   河川には、その名称、流路幅、流水方向その他必要な事項を記入する。  

エ   制水弁等のオフセット図は、５の（９）オフセット図の作成要領に基づき、  

平面図下部等の空欄に記入すること。  
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なお、平面図が複数となる場合は、当該平面図に該当する部分のみ記入す

ること。  

オ  舗装復旧図等は、別図にまとめて記入すること。  

カ   工事完成数量表等（表－４、５参照）  

工事完成数量及び占用許可内容等を表にまとめ、平面図に記入すること。  

キ   その他  

（ア）撤去管及び使用廃止管であっても、材質、管径及び布設年度を記入する

こと。  

     なお、他企業等で撤去予定のある使用廃止管は、その旨を記入すること。  

（イ）本管から小管を分岐する場合には、分岐管径及び土被りを記入すること。  

（ウ）シールド工事の曲線部には、ＢＣ（始点）、ＥＣ（終点）、ＩＡ（中心  

角）、Ｒ（曲率半径）、ＴＬ（接線長）及びＣＬ（曲線長）を記入するこ

と。  

 

 

図－２   平面図  

 

 

受注者  

案内図  
縦、横100以上 

工事完成数量表 

道路等占用許可一覧表 

 

標   題  

20 

20 

20 
120 

200 

単位：mm 

20 
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４  表示方法                                                                 

（１）文字の大きさ、線の太さ及び文字間の隙間の基準は、表－２のとおりとする。 

 

                 表－２                  単位： mm 

 文字の種類  文字の高さ  線の太さ  文字間のすきま  

 鉛  

の筆  

場書  

合き  

漢     字  6.3以上   

0.5～ 0.3 

 

線の太さの２倍   

   以上  

ｱﾗビ ｱ数字 

か    な 

ローマ字 

4  以上  

 墨  

の書  

場き  

合  

漢     字  5  以上   

0.5～ 0.2 

 

線の太さの２倍   

   以上  

ｱﾗビ ｱ数字 

か    な 

ローマ字 

3.2以上  

 

（２）配水管路線は、次のとおりとする。  

 

 新  設       実   線（太さ  0.6mm）  

 

 既  設       一点鎖線（  〃   0.4mm）  

 

 撤  去       破   線（  〃   0.4mm）  

 

使用廃止      二重破線（  〃   0.3mm）  

 

（３）数字は３桁ごとに間隙を空けること。  

（４）寸法単位は、原則として、 mm表示とする。ただし、これにより難い場合は、  

各図ごと又はその都度単位記号を表示すること。  

 

５  図面の構成  

図面の構成は、工事内容に応じ、次のとおりとする。  

なお、詳細図、断面図、構造図等は、表示する内容により、同一図面にまとめ  

てもよいが、極力重複を避けるように考慮すること。  

（１）案内図（位置図）  

工事路線の所在地を示すもので、町名、番地、目標となる著名な建物等の名称  

を記入すること。  

案内図はＡ５判程度の大きさとし、平面図右端上方に収めること。欄外上部に  

水道管管理図番号、下部に取替路線の既存マイクロ番号を記入すること。  

（２）平面図（図－２参照）  

ア  管及び構造物は、その形質、寸法、配置、布設位置、土被り（既設管、新  

設管）、延長、防護等を記入すること。  

    なお、平面図が数枚にわたるときは、案内図の路線に図面番号を記入する

こと。  

イ  道路には、国道、都道、区道等の区別、境界及び幅員を明示し、通称名、

番号、舗装の種別、路線内の埋設物の名称、位置、土被り、形質、寸法、Ｂ

Ｍ（水準点）及び地質調査地点を記入すること。  

ウ   河川には、その名称、流路幅、流水方向その他必要な事項を記入する。  

エ   制水弁等のオフセット図は、５の（９）オフセット図の作成要領に基づき、  

平面図下部等の空欄に記入すること。  
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（３）縦断面図（図－３参照）  

地形の縦断面図に、管及び構造物等の縦断状態、名称、形質、寸法、新設管  

布設高さ、地盤高さ、土被り、区間距離、逓加距離、管勾配、基準面の高さ

（ＴＰ、別に指定する場合はＡＰ又はＹＰ）等を表示すること。ただし、原則

として配水小管の場合は縦断面図を除く。  

   シールド工事の場合は、地質調査地点の土質柱状図、Ｎ値及び地下水位を表  

示すること。  

（４）横断面図  

      道路、河川、橋梁等の横断面図に、管及び構造物の形質、寸法、位置等を表  

    示すること。  

（５）側面図  

     伏越工、添架工、さや管推進工、軌道下横断、水管橋等の場合は、管、構造  

物の位置、形質、寸法等を表示すること。  

 

 

図－３   縦断面図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

逓
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距
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区
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断面図
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（３）縦断面図（図－３参照）  

地形の縦断面図に、管及び構造物等の縦断状態、名称、形質、寸法、新設管  

布設高さ、地盤高さ、土被り、区間距離、逓加距離、管勾配、基準面の高さ

（ＴＰ、別に指定する場合はＡＰ又はＹＰ）等を表示すること。ただし、原則

として配水小管の場合は縦断面図を除く。  

   シールド工事の場合は、地質調査地点の土質柱状図、Ｎ値及び地下水位を表  

示すること。  

（４）横断面図  

      道路、河川、橋梁等の横断面図に、管及び構造物の形質、寸法、位置等を表  

    示すること。  

（５）側面図  

     伏越工、添架工、さや管推進工、軌道下横断、水管橋等の場合は、管、構造  

物の位置、形質、寸法等を表示すること。  

 

 

図－３   縦断面図  
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１－144



１－145



１－146



 

                      図－６   伸縮可とう管の寸法  

 

 

（８）平面図上の既設配水管、新設配水管の表示は次によること。  

          φ 100 FCD.T DP 1.20m  新設    φ 100 AP DP 1.20m   撤去            

          （管径、管種、土被り）  

 

          φ 100 SP DP 1.20m     既設    φ 100FC DP 1.50m   使用廃止          

 

（９）複写図面に着色する場合は、次のとおりとする。  

ア  新設管は赤色  

イ  撤去管は黄色  

ウ  既設管は着色しない  

エ  使用廃止管は緑色  

（ 10）異形管類を引出線により表示する場合は次のとおりとする。  

FCD.U 曲管  φ 2000×11ｏ  １ /４  - 1（平面防護）  

FCD.K 排水Ｔ字管  φ 1500×300 –  1 

FC.C 二受Ｔ字管  φ 100×100 - 1（撤去）  

双口消火栓  φ 100 - 1 

（ 11）複写図面の折り方  

複写図面の折り方は、図－７により、標題欄を外（表面）に出すこと。  

 

                           図－７   図面の折り方  

 

 

 

 

 

 

 

 

図面の折たたみ寸法は、Ａ１サイズ JIS A-1判 (594×841)の場合､Ａ４サイズ

JIS A-4判 (210×297)となる。  

表面

山折り

谷折り
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A 
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表－４ 工事完成数量表

（配水小管の場合） 工 事 完 成 数 量 表

名 称 種 別 形 状 単 位 数 量 備 考

配 水 小 管 新 設 φ３５０ ｍ ７５０．０ ＦＣＤ．ＮＳ

配 水 小 管 新 設 φ２５０ ｍ ６２０．０ ＦＣＤ．ＧＸ

配 水 小 管 撤 去 φ３５０ ｍ ７５０．０ ＦＣ．Ａ Ｓ３８

制 水 弁 新 設 φ３５０ 箇 所 ７ ＮＳ形

制 水 弁 撤 去 φ３５０ 箇 所 ７

給 水 弁 新 設 φ７５ 箇 所 １ ＧＸ形

単 口 消 火 栓 新 設 φ７５ 箇 所 ７

（注）工事施工箇所が複数の場合は、数量欄を工事施工箇所ごとに分けて記載し合計する。（巻末完成図例参照）

（配水本管の場合） 工 事 完 成 数 量 表

工 種 種 別 形 状 単 位 数 量 備 考

管路工（開削）配水本管

配水本管 新 設 φ５００ ｍ ７４１．５ ＦＣＤ．ＮＳ

配水本管 新 設 φ５００ ｍ ３８．５ ＳＰ

配水本管 撤 去 φ５００ ｍ ７８０．０ ＦＣ．Ｃ Ｓ１２

附属物設置工

制水弁室設置 新 設 立形 箇 所 １

空気弁室設置 新 設 急速○○ 箇 所 ５ 玉押器対応型

排水室設備工 新 設

排水室築造工 新 設 内径○○ 箇 所 １ 排水弁○○ ○箇所

排水管 新 設 ○○ ｍ ７．５ ＦＣＤ．Ｋ

吐出管 新 設 ○○ ｍ １３．５ ＶＵ

表－５ 道路等占用許可一覧表

道 路 等 占 用 許 可 一 覧 表

路 線 名

（通 称）

申 請 番 号

申 請 年 月 日

許 可 番 号

許 可 年 月 日

主要都道 号線

（○○○街道）

水建工第 号

平成 年 月 日

○建管水第 号

平成 年 月 日

水建工第 号

平成 年 月 日

○○○第 号

平成 年 月 日

水建工第 号

平成 年 月 日

○○○第 号

平成 年 月 日

水建工第 号

平成 年 月 日

○建管水第 号

平成 年 月 日

（注）占用変更や残置申請についても記載する。

管 理 者 名 備 考

○○建設事務所

区道１２号線 ○ ○ 区

○ ○ ○ 線 ○ ○ 鉄 道 （株）

神 田 川 ○○建設事務所
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第３ 試験掘調査報告書

試験掘調査報告書の作成に当たっては、原則として次によること。

１ 報告書記載事項

（１）工事件名

（２）工事番号

（３）受注者

（４）調査期間

（５）調査責任者

２ 試験掘位置図（図－１）

（１）図面の大きさは、Ａ１判又はＡ３判とする。

（２）縮尺は、1／500 とする。

（３）試験掘箇所には、工事始点側から通し番号を付けること。

（４）規定寸法（Ａ４判）に折りたたんで巻末に袋とじとする。

３ 試験掘調査図（図－２）

（１）図面の大きさは、Ａ４判とする。 
（２）平面図と断面図を描くこと。 
（３）縮尺は、1／50～1／500 とする。 
（４）試験掘調査図は、試験掘位置図と対照する番号を記入すること。 
（５）平面図は、その位置が判別できる範囲まで描き、埋没又は撤去のおそれのない地先境界

等の３点以上から、試験掘箇所の基点までのオフセットを明示すること。 
（６）断面図は、始点から終点方向を見た断面とし、全ての埋設物の試験掘箇所の基点からの

オフセット及び土被りを明示すること。 
（７）断面図は、舗装種別、舗装厚及び土質柱状図並びに地下水位を記入すること。 
（８）平面図、断面図には、当該埋設物管理者から調査した管種、管径、布設年等を明示する。 
（９）平面図には、調査又は施工日、天候及び調査者を記入すること。 

４ 記録写真

（１）試験掘箇所が判明できる遠景の写真を、本工事の始点から終点に向かって撮影すること。 
（２）各埋設物の土被り、オフセット等が判別できる写真を各埋設物ごとに撮影すること。

５ 試験掘調査報告書

試験掘調査報告書は、Ａ４判に製本して監督員に提出すること。
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表－４ 工事完成数量表

（配水小管の場合） 工 事 完 成 数 量 表

名 称 種 別 形 状 単 位 数 量 備 考

配 水 小 管 新 設 φ３５０ ｍ ７５０．０ ＦＣＤ．ＮＳ

配 水 小 管 新 設 φ２５０ ｍ ６２０．０ ＦＣＤ．ＧＸ

配 水 小 管 撤 去 φ３５０ ｍ ７５０．０ ＦＣ．Ａ Ｓ３８

制 水 弁 新 設 φ３５０ 箇 所 ７ ＮＳ形

制 水 弁 撤 去 φ３５０ 箇 所 ７

給 水 弁 新 設 φ７５ 箇 所 １ ＧＸ形

単 口 消 火 栓 新 設 φ７５ 箇 所 ７

（注）工事施工箇所が複数の場合は、数量欄を工事施工箇所ごとに分けて記載し合計する。（巻末完成図例参照）

（配水本管の場合） 工 事 完 成 数 量 表

工 種 種 別 形 状 単 位 数 量 備 考

管路工（開削）配水本管

配水本管 新 設 φ５００ ｍ ７４１．５ ＦＣＤ．ＮＳ

配水本管 新 設 φ５００ ｍ ３８．５ ＳＰ

配水本管 撤 去 φ５００ ｍ ７８０．０ ＦＣ．Ｃ Ｓ１２

附属物設置工

制水弁室設置 新 設 立形 箇 所 １

空気弁室設置 新 設 急速○○ 箇 所 ５ 玉押器対応型

排水室設備工 新 設

排水室築造工 新 設 内径○○ 箇 所 １ 排水弁○○ ○箇所

排水管 新 設 ○○ ｍ ７．５ ＦＣＤ．Ｋ

吐出管 新 設 ○○ ｍ １３．５ ＶＵ

表－５ 道路等占用許可一覧表

道 路 等 占 用 許 可 一 覧 表

路 線 名

（通 称）

申 請 番 号

申 請 年 月 日

許 可 番 号

許 可 年 月 日

主要都道 号線

（○○○街道）

水建工第 号

平成 年 月 日

○建管水第 号

平成 年 月 日

水建工第 号

平成 年 月 日

○○○第 号

平成 年 月 日

水建工第 号

平成 年 月 日

○○○第 号

平成 年 月 日

水建工第 号

平成 年 月 日

○建管水第 号

平成 年 月 日

（注）占用変更や残置申請についても記載する。

管 理 者 名 備 考

○○建設事務所

区道１２号線 ○ ○ 区

○ ○ ○ 線 ○ ○ 鉄 道 （株）

神 田 川 ○○建設事務所
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図－１ 試験掘位置図 

 

 

試験掘調査図①Ｓ＝１／○○ 
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第４ 注入工事施工計画書

注入工事施工計画書の作成に当たっては、原則として次によること。

１ 計画書記載事項

（１）工事件名

（２）工事場所

（３）受注者

（４）施工者、注入責任技術者

（５）注入の目的

（６）飲用水源の対策及び監視計画（図示説明）

（７）使用注入剤の種類とその成分（組成）及び購入、流通経路等

（８）注入改良範囲と削孔の間隔、配置、総延長、本数、柱状図等（図示説明）

（９）土質別注入率、注入前後の土質比較

（10）注入量（１ロット、単位土量当たり及び全量）

（11）注入方法等の説明

ア 現場配合

イ 使用機器

ウ 単位吐出量

    エ ゲルタイム

    オ 注入圧及び注入速度

    カ ステップ長

キ 注入順序

    ク 現場注入試験

ケ その他

（12）施工管理方法の説明

ア 品質 
イ 数量

ウ ゲルタイム

    エ 配合

    オ Ｐ－Ｑ管理図

    カ 排出水等の処理

キ その他

（13）材料の搬入、保管及び残材料の処理方法

（14）実施工程表

（15）調査工事

       
２ 計画書

様式はＡ４判とし、図面には縮尺及び寸法を明記し、縮図により製本すること。 
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図－１ 試験掘位置図 

 

 

試験掘調査図①Ｓ＝１／○○ 
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濁り

　注　(1)専門機関に委託した場合の分析結果を添付すること。

　　　(2)5部作成し、監督員に提出すること。

ア　現場pH検査

第1回 ※

※回数に応じて欄を設けること。

イ　専門機関委託の場合

　a　地下水及び排水水質検査

※回数に応じて欄を設けること。

試料の観測
備考

pH値

専門委託 現場測定
天候 採 取 場 所

消費量

消費量

井　戸　番　号
測定
回数

　　　　p H 値

水 質 検 査 結 果 集 計 表

井　戸　番　号 測定月日
第1回

測定月日

測定
回数

　　　　p H 値

採水深度
（ｍ）

水質試験項目

消費量

※

P　H　値　測　定　結　果　表

色

（調査日　令和　　年　　月　　日）

観測井番号
又は

井戸番号
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ｂ　地下水飲料水検査

濁    度

色    度

過ﾏﾝｶﾞﾝ酸ｶﾘｳﾑ消費量

アンモニア性窒素

亜 硝 酸 性 窒 素

塩 素 イ オ ン

試 験 項 目

※試験項目、回数に応じて欄を設けること。

井戸 No.4 井戸 No.5 井戸 No.6
試 験 項 目

井戸 No.1 井戸 No.2 井戸 No.3
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第５ 継手チェックシート 
 

  次にない継ぎ手形式についても、｢日本ダクタイル鉄管協会｣発行の接合要領書を参考に作成する

こと。 

 

 

１ ＧＸ形継手チェックシート 

２ ＮＳ形継手チェックシート 

３ Ｓ形継手チェックシート 

４ ＰＮ形継手チェックシート 

５ ＮＳ形継手溝切チェックシート 

６ Ｓ形継手溝切チェックシート 
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チェックシート

                     

※1　挿入目安線（赤線）と受口端面間距離が全周にわたり10mm以下であるか確認する。
挿し口外周～受口端面位置の白線を表示したか確認する。

※3　

※4 ライナが受口奥部に当たっていることを確認する。
※5 接合直後にマーキング（白線）位置が全周にわたり受口端面の位置にあるか確認する。

（異形管挿し口）※2

略図／ﾗｲﾅ

現場代理人

配 管 工

ライナの位置確認（ｄ部）※4

マーキング（白線）位置の確認※5

①

③

⑤

⑦

―

―

―

―

マーキング（白線）の明示

清　　　　　　掃

ＧＸ形 直管・P-Link チェックシート（呼び径75～250）

呼 び 径

継　手　番　号

受口端面～白線（黄線）

間隔（ａ）

滑　　　　　　剤

④

⑤

⑥

全周チェック

①

挿入量目安線（赤線）と受口端面
間距離の確認（異形管挿し口）※1

受口溝（ﾛｯｸﾘﾝｸﾞ）の確認

受口端面～ゴム輪
間隔（ｂ）※3

（チェックゲージで
全周を確認する）

備　　　　　　　考

判　　　　　　　定

本数

ﾄﾙｸ確認
押しボルト

③

⑧

⑦

②

―

受口端面～ゴム輪間隔（ｂ）が表に示す合格範囲内であること。また、曲げ接合してチェック
ゲージがゴム輪位置まで挿入できない場合は、チェックできなかったことを記載する。

―

挿し口の挿入量の明示

爪、押しボルトの確認(P-Link)

判定基準
※2

工 事 件 名

図 面 №

挿し口突部の有無

受注
者名

施 工 日

令 和 年 月 日

―

1 2

3
4 5

b寸法の合格範囲

呼び径 合格範囲(mm)
75 8～18
100 8～18
150 11～21
200 11～21
250 11～21

b寸法の合格範

1

3

2

4

4

5

呼び径 合格範囲(mm)
75 54～63
100 57～66
150 57～66
200 63～72
250 63～72

直管

P-Link

4 5

a 受口端面

チェック位置（10mm以下のチェック）

挿入量
目安線

白線（現地で明示した線）

（異形管挿し口、P-Linkを挿入する場合）（直管挿し口を挿入する場合）

6

6

6
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チェックシート

                     

※1　受口端面と押輪又はG-Linkの施工管理用突部との間に0.5mm以上の隙間がないこと。

注) 挿し口突部の無い挿し口を異形管受口と接合する場合は、G-Linkを使用すること。

※2　挿し口を異形管受口に挿入し、ストッパを取り外した後、挿し口を上下左右前後に振って抜けないことを確認する。

ﾄﾙｸ確認

略　　図

ゴム輪、押輪またはG-Linkの確認

挿し口の挿入量の明示

爪、押しボルトの確認(G-Link)

隙間ゲージ
確認

押しボルト

判　　　　　　　定

ＧＸ形 異形管・G-Link チェックシート（呼び径75～250）
工 事 件 名

挿し口突部の有無 注) ―

判定基準

本数

受口端面～
施工管理用突部
の隙間　※1

箇所数

本数

―

備　　　　　　　考

―

ストッパ、ロックリングの確認

Ｔ頭ボルト

清　　　　　　掃

滑　　　　　　剤 ―

呼 び 径 図 面 №

継　手　番　号 ―

施 工 日 受注
者名

現場代理人

令 和 年 月 日 配 管 工

1 2 3

4 5

1 2

3

4

5

5

6

6 G-Linkを使用する場合
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ＧＸ形継手チェックシートの記入要領

記 入 項 目 記 入 要 領 留 意 事 項

略 図 品名（直管、曲管、継ぎ輪、受切、両切、 等）と

記載例集の表示記号を記入する。

受口、挿し口の方向及びパイプ

名、寸法を確認するため。

清 掃 清掃完了でＯＫと記入する。 異物は全て取り除く。

受口溝の確認 ロックリング及びロックリングホルダが、所定の位置に

セットしてあることを確認し、ＯＫと記入する。

受 口 端 面 と ゴ

ム輪の間隔

チェックゲージを受口と挿し口の隙間全周に差込み、入

り込み量（ｂ寸法）が合格範囲内であることを確認して

から、ｂ寸法を測定し記入する。

１～８の測定値を記入する。

ｂ寸法が、合格範囲外の場合

は、接合をやり直す。

受 口 端 面 と

白線Ｂの間隔

受口端面と白線Ｂまでの間隔を測定し、記入する。

（ ㎜～ ㎜で管理）

接合後の胴付間隔を確認する。

特に曲げ配管には注意する。
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チェックシート

ＮＳ形直管チェックシート（呼び径 ～ ）
工 事 件 名

呼 び 径 図 面 №

継 手 番 号 １ ２ ３ ４ ５ ６

略 図

清 掃

滑 剤 （ 専 用 ）

受 口 溝 の 確 認

受 口 端 部 と ゴ ム 輪 の 最 大 寸 法 確 認 ③

①受口端面とゴム輪

の間隔（ｍｍ）

※ ﾌｨﾗｰｹﾞｰｼﾞで全周

を確認する

全 周 ﾁ ｪ ｯ ｸ

１

２

３

４

５

６

７

８

②受口端面と白線Ｂ

の間隔（ｍｍ）

１

３

５

７

判 定

備 考

※受口端部とゴム輪の間隔①＜受口端部とゴム輪の最大寸法③

施 工 日 受注

者名

現 場代理 人

令和 年 月 日 配 水 管 工

 

白線Ｂ 白線Ａ 

フェラーゲージ 

ゴム輪 ロックリング 

ロックリング芯出し用ゴム 
矢視 

ａ 

ｂ 

②

①

呼び径 ～

③

③
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チェックシート

ＮＳ形直管チェックシート（呼び径 ～ ）
工 事 件 名

呼 び 径 図 面 №

継 手 番 号 １ ２ ３ ４ ５ ６

略 図

清 掃

滑 剤 （ 専 用 ）

受 口 溝 の 確 認

受 口 端 部 と ゴ ム 輪 の 最 大 寸 法 確 認 ③

①受口端面とゴム輪

の間隔（ｍｍ）

※ ﾌｨﾗｰｹﾞｰｼﾞで全周

を確認する

全 周 ﾁ ｪ ｯ ｸ

１

２

３

４

５

６

７

８

②受口端面と白線Ｂ

の間隔（ｍｍ）

１

３

５

７

判 定

備 考

※受口端部とゴム輪の間隔①＜受口端部とゴム輪の最大寸法③

施 工 日 受注

者名

現 場代理 人

令和 年 月 日 配 水 管 工

 

白線Ｂ 白線Ａ 

フェラーゲージ 

ゴム輪 ロックリング 

ロックリング芯出し用ゴム 
矢視 

ａ 

ｂ 

②

①

呼び径 ～

③

③
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チェックシート

※1 ﾌｨﾗｰｹﾞｰｼﾞで全周を確認すること。
※2 接合直後に、ﾏｰｷﾝｸﾞ(白線)位置が全周にわたり受口端面の位置にあるか確認すること。
※3 屈曲防止ﾘﾝｸﾞと挿口外面に薄板ｹﾞｰｼﾞが入らないこと。

屈曲防止ﾘﾝｸﾞの確認※3

ＮＳ形異形管チェックシート（呼び径75～250）
工　事　件　名

呼　　び　　径 図面No.

受口端部とゴム輪の最大寸法確認③

清　　掃
滑　剤（専　用）

判　定

ﾏｰｷﾝｸﾞ(白線)位置の確認※2

①受口端面と
ゴム輪の間隔
（mm）※1

全周ﾁｪｯｸ

受口溝(ﾛｯｸﾘﾝｸﾞ)の確認

現場代理人
配 水 管 工令和 年 月 日

備　考
※ 受口端部とゴム輪の間隔①＜受口端部とゴム輪の最大寸法③

施 工 日 受注
者名

略　図

継 手 番 号

矢視

フィラーゲージ

ゴム輪
ロックリング

ロックリング芯出し用ゴム

①

実測値Ｘ

5 

③ 

ﾏｰｷﾝｸﾞ 白線

③ 

1 
2 

4 

呼び径75～250 

3 

6 

7 

8 

1-167
１－167



チェックシート

判定基準　接合直後に、ﾏｰｷﾝｸﾞ(白線)位置が全周にわたり受口端面の位置にあるか確認すること。　
　　　　　③押し輪－受口間隔　　最大値－最小値≦5mm　
　　　　　④ゴム輪の出入状況　　同一円周上にA、C又はA、B、Cが同時に存在しないこと。

受注
者名

現場代理人
配 水 管 工

施 工 日
令和 年 月 日

判　定
備　考
※ 受口端部とゴム輪の間隔①＜受口端部とゴム輪の最大寸法③

上
右

ﾄﾙｸ
N・m

左
下

受口溝(ﾛｯｸﾘﾝｸﾞ)の確認

数

清　　掃
滑　剤（専　用）

ＮＳ形異形管チェックシート（呼び径300～450）
工　事　件　名

呼　　び　　径 図面No.

上

②ボルト

③押し輪～受口
間　　　隔

①ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾘﾝｸﾞの向き

④ゴム輪の
　出入状況

右
下
左

ﾏｰｷﾝｸﾞ(白線)位置の確認

略　図

継 手 番 号

矢視

③

④ゴム輪の出入状態

②

Ａ Ｂ Ｃ

①ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾘﾝｸﾞの向き
※ﾃｰﾊﾟｰ部は挿し口端面側にあるか

ゴム輪
ロックリング

ロックリング芯出し用ゴム

バックアップリング

ﾏｰｷﾝｸﾞ 白線

実測値Ｘ
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チェックシート

判定基準　接合直後に、ﾏｰｷﾝｸﾞ(白線)位置が全周にわたり受口端面の位置にあるか確認すること。　
③押し輪－受口間隔　　最大値－最小値≦5mm　
④ゴム輪の出入状況　　同一円周上にA、C又はA、B、Cが同時に存在しないこと。
⑤挿し口を異形管受口に挿入し、ストッパを取り外した後、挿し口を上下左右に振って抜けないことを確認する。

⑥挿入量目安線（赤線）と受口端面間距離が全周にわたり10mm以下であるか確認する。
⑦挿し口外周へ受口端面位置の白線を表示したか確認する。

備　考
※ 受口端部とゴム輪の間隔①＜受口端部とゴム輪の最大寸法③

施 工 日 受注
者名

現場代理人
令 和 年 月 日 配 水 管 工

（異形管挿し口）
判　定

端面間距離の確認（異形管挿し口）

⑦マーキング（白線）の明示

チェック（異形管受口）

⑥挿入量目安線（赤線）と受口

⑤挿し口の抜け出し

ﾏｰｷﾝｸﾞ(白線)位置の確認

左
下
右④ゴム輪の

　出入状況

上
左
下
右③押し輪～受口

間　　　隔

上

ﾄﾙｸ
N・m

②ボルト
数

①ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾘﾝｸﾞの向き

受口溝(ﾛｯｸﾘﾝｸﾞ)の確認

滑　剤（専　用）

略　図

清　　掃

継 手 番 号

ＮＳ形異形管チェックシート（呼び径300～450）
工　事　件　名

呼　　び　　径 図面No.

矢視

③

④ゴム輪の出入状態

②

Ａ Ｂ Ｃ

①ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾘﾝｸﾞの向き

※ﾃｰﾊﾟｰ部は挿し口端面側にあるか

ゴム輪
ロックリング

ロックリング芯出し用ゴム

バックアップリング

ﾏｰｷﾝｸﾞ 白線

実測値Ｘ

白線（現地で明示した線）

⑤ （異形管挿し口を挿入する場合）
チェック位置（ 以下のチェック）

受口端面

挿入量

目安線

（赤線）

ライナ
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ＮＳ形継手チェックシートの記入要領

記 入 項 目 記 入 要 領 留 意 事 項

略 図 品名（直管、曲管、継ぎ輪、受切、両切等）と記載例集

の表示記号を記入する。

受口、挿口の方向及びパイプ

名、寸法を確認するため

清 掃 清掃完了でＯＫと記入する。 異物は全て取り除く。

受口溝の確認 ロックリング心出し用ゴム及びロックリングが、所定の

位置にセットしてあることを確認し、ＯＫと記入する。

受 口 端 面 と ゴ

ム輪の間隔

フィラーゲージを受口と挿口の隙間全周に差込み、異常

がないことを確認してから、入り込み量を測定し記入す

る。（ ～ ）

１～４の測定値を記入する。

測定値が他の部分に比べて大

きい場合は、接合をやり直す。

受 口 端 面 と

白線Ｂの間隔

受口端面と白線Ｂまでの間隔を測定し、記入する。

（ ㎜～ ㎜で管理）

接合後の胴付間隔を確認する。

特に曲げ配管には注意する。
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チェックシート

Ｓ形継手チェックシート
工 事 件 名

呼 び 径 図 面 №

継 手 番 号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

管体管理№

略 図

清 掃

滑 剤

①ピースⅢ隙間（ ）

ロックリング

－ 実外径 の

隙間（ ）

Ｃ＜１

上

右

下

左

②Ｂ・Ｒ 補 強

板 の 位 置

１

２

③

受口端面と

白線Ｂの間隔

（ ）

上

右

下

左

④

受口端面と押

輪の間隔

（ ）

上

右

下

左

⑤

ゴ ム 輪 の

出 入 状 態

上

右

下

左

⑥

ボルトの締付

トルク

（Ｎ・ｍ）

上

右

下

左

判 定

備 考

施 工 日
受注者名

現場代理人

令和 年 月 日 配 水 管 工

⑥

③

④

Ａ Ｂ Ｃ

①

②バックアップリングの補強板

⑤ゴム輪の出入状態
（１）挿口端面側にあるか

（２）結合ピース部をカバーしてあるか

矢視

白線Ｂ
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Ｓ形継手チェックシートの記入要領

記 入 項 目 記 入 要 領 留 意 事 項

管体管理 № 受口端面刻印（管体番号）があり、内面にも標示

されている番号を記入する。

帯図の作成時、ジョイント

箇所の確認をするため

略 図 品名（直管、受切、両切等）と記載例集の表示記号

を記入する。

受口、挿口の方向及びパイプ

名、寸法を確認するため

清 掃 清掃完了でＯＫと記入する。 異物は全て取り除く。

①

ピースⅢ

隙間（ ）

調整ボルトで①の隙間を１．５ ～２．０ に調整

し、数値を記入する。

１．５ 以下はセット不可能

２．０ 以上は抜出力が働いた

時にロックリングが挿口突部

から外れる。

ロックリングと

２ 実外径 の

隙間（ ）

隙間が何 あるか実測し、数値を記入する。 厚さ１㎜のケージが ㎝以上

隙間に入る場合は調整をやり

直す。

②

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾘﾝｸﾞの

補強板の位置

挿口端面にバックアップリングの補強板（ステンレ

ス）が向いていることを確認し、ＯＫと記入する。

補強板が結合ピースをカバー

してあることを確認する。

③

受口端面と白線

Ｂの間隔（ ）

φ９００以下：受口端面より白線Ｂまでの実測寸法

を記入する（ ～ で管理）。

接合後の胴付間隔を確認する。

特に曲げ配管には注意する。

④

受口端面と押輪

の間隔（ ）

ボルト締付け完了後、受口端面と押輪の間隔を測定

記入する。

記入測定位置は、４箇所とする。

接合箇所で最大と最小の差が

５ を越える場合は片締めが

あるのでやり直す。

⑤

ゴ ム 輪 の 出 入

状 態

受口端面からゴム輪が見える状態

Ａ ５ 以上

Ｂ ０～５

Ｃ ０ 以下

１口にＡとＣがあるときはや

り直す。

⑥

ボ ル ト の 締 付

トルク

ボルト、ナット数及び締付トルクを確認し、その数

値を記入する。

1-175

チェックシート

Ｓ形継手チェックシート
工 事 件 名

呼 び 径 図 面 №

継 手 番 号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

管体管理№

略 図

清 掃

滑 剤

①ピースⅢ隙間（ ）

ロックリング

－ 実外径 の

隙間（ ）

Ｃ＜１

上

右

下

左

②Ｂ・Ｒ 補 強

板 の 位 置

１

２

③

受口端面と

白線Ｂの間隔

（ ）

上

右

下

左

④

受口端面と押

輪の間隔

（ ）

上

右

下

左

⑤

ゴ ム 輪 の

出 入 状 態

上

右

下

左

⑥

ボルトの締付

トルク

（Ｎ・ｍ）

上

右

下

左

判 定

備 考

施 工 日
受注者名

現場代理人

令和 年 月 日 配 水 管 工

⑥

③

④

Ａ Ｂ Ｃ

①

②バックアップリングの補強板

⑤ゴム輪の出入状態
（１）挿口端面側にあるか

（２）結合ピース部をカバーしてあるか

矢視

白線Ｂ
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１－177



１－178



１－179



１－180



１－181



１－182



第６　溶接記録

（参　考）

接合　No.

（注）自動溶接測定記録報告書（表紙）として、現場代理人名で支所（所）長に提出すること。

曲げ角度
（ θ ）°

備　　考
（ Ｓ ）mm
表面幅 目違い量

（ ｅ ）mm（ ｒ ）mm

開先部（仮付け時及び溶接後）の測定記録

３Ｈ

６Ｈ

１２Ｈ

９Ｈ

ルートギャップ
項 目

位 置
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（参考）

有　害　ガ　ス　濃　度

（％）

ＮＯ

（％）

管内温度
（℃）

管内湿度
（％）

（ｍ/sec）

ヒューム
濃　　度

（mg/ｍ ） （％）

管内風速
（換気） ＣＯ その他 備　　考

（％）

ＣＯ

９Ｈ

６Ｈ

３Ｈ

１２Ｈ

備　考

多　層　盛　溶　接 ガ　ス

使用量

第１層～
第N層

第１層～
第N層

パス ワイヤ

電圧
（A） （V）

パルス

サイク
ル

平均速度単層盛溶度

電流

（A）

電圧

（V）

溶接条件とヒューム等の測定記録

接　合　No.

高電流域

電流 電圧
（A） （V）

低圧流域

電流

項
目

位
置
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（参考）

９Ｈ

３Ｈ

６Ｈ

１２Ｈ

積　層　記　録

接合　No.

始　め 終　り 中止の有無

備　考

手 溶 接

上 側 下 側

残 り 残 り

自　動　溶　接

残　り

１　　　　層  Ｎ層ある場合
 左の項目をＮ
 だけ作成する。

項
目

位
置
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第７　配水管工の腕章

配水管工事標準仕様書で指定する｢配水管工の写真入り腕章｣は、次を参照して作成すること。

１　寸　法
　　下図の程度の大きさとする。

２　色　彩
（１）地色　青色
（２）文字　白色

３　写　真
　　顔写真は、ビニル加工
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第８ 受注者持配管材料検査（照合・確認）チェック表の作成要領

受注者は、材料検査（検量及び製造会社、製造年 月 、日水協検査証印、 検査年月 、傷の有
無等の確認）を行い、次の「受注者持配管材料検査チェック表」（以下「チェック表」とい
う。）を作成し、日水協検査証明書及び納品書を提出すること。

１ 照合検査（監督員による材料検査までに検査証明書が入手できる場合）
（１）チェック表の作成（記載例参照）

納品書、検査証明書及び現品を確認の上、チェック表に検査証明書の番号等必要事項を
記入し、当局の材料検査前までにチェック表（写）及び検査証明書（原本）を提出するこ
と。
また、チェック表（写）及び納品書（原本）を保管すること。

（２）検査証明書の入手
配管材料の納入に合わせ、速やかに検査証明書発行手続を行い、受注者持配管材料現場

搬入検査を受けるとともに、この検査証明書（写）を保管すること。

２ 確認検査（監督員による材料検査までに検査証明書が入手できない場合）
（１）チェック表の作成（記載例参照）

納品書及び現品を確認の上、チェック表に必要事項を記入し、当局の材料検査までにチ
ェック表（写）及び納品書（原本）を提出し、検査終了後各々を保管すること。

（２）検査証明書の入手
配管材料の納入がなされた後、工事完成日等（完了、既済、打切り等を含む）までに入

手できるよう検査証明書の発行手続を行い、入手した検査証明書（写）を保管すること。
（３）チェック表と検査証明書の突き合わせ

検査証明書の発行を受けたときは、記載事項についてチェック表（写）と突き合わせ、
納入された配管材料の検査証明書であることを確認すること。

（４）使用数量と検査証明書の数量の関係
工事で使用した材料（受注者持材料搬入内訳調書の使用数量）と検査証明書の数量は同

数となる。
したがって、現場において余剰材が発生した場合は、検査証明書の分割発行手続きを適

正に行う。

【具体例】 ○○材料（製造会社、品名及び形状が同一）

材 料 検 査 第１回 第２回 第３回 合計

受入れ数量 ６５

使用数量小計 ････ ････ ･･ ６１

チェック表 検査数量 ２０ ２５ ２０ ６５

検査証明書 発行日付 工事完成日等までの年月日 ６１

３ 共通事項
（１）検査証明書

ア 注意事項
使用材料と検査証明書が整合していない場合は、完成等検査段階で不合格事項に相当す

るので、適切な検査証明書を取りそろえなければならない。
イ 発行日付

照合の場合は、納入日の前日までの年月日とする。
確認の場合は、材料搬入から工事完成日等までの年月日とする。
どちらの場合でも、分割発行については、証明書発行（原本）の年月日とする。

（２）チェック表には、材料検査請求書等の表紙は不要とする。この場合、表のタイトル脇に回
数（何回目の検査か示す。）を記入すること。

（３）納品書記載内容の確認
納品書には、品名、形状（呼び径・寸法）、数量及び当該材料の製造会社（工場名）が

記載されていることを確認すること。
なお、製造会社及び工場名を、納品書により確認できない場合は、検査証明書による照

合検査（確認検査に非該当）となる。
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《
確
認
検
査
例
》

（
伝
票
番
号
）
(ロ
ッ
ト
番
号
)

○
形
又
は

○
○
～
○
○
用

7.
5K
φ
○
○

※
チ
ェ
ッ
ク
表
へ
の
記
入
は
、
納
品
書
及
び
搬
入
材
料
か
ら
得
ら
れ
る
情
報
を
基
に
記
載
す
る
こ
と
。

（
注
）
納
品
書
は
、
伝
票
番
号
を
記
入
、
右
上
点
線
内
は
当
局
決
裁
欄
と
す
る
。
ま
た
、
斜
体
（
朱
書
部
）
は
受
注
者
が
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
　
製
造
会
社
名
は
、
納
品
書
を
基
に
受
注
者
が
記
入
す
る
こ
と
。
製
造
年
及
び
検
査
年
月
は
、
受
注
者
が
あ
ら
か
じ
め
現
品
を
確
認
の
上
、
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
　
製
造
会
社
名
、
製
造
年
及
び
検
査
年
月
が
複
数
あ
り
１
行
に
収
ま
ら
な
い
場
合
は
、
別
紙
に
記
入
す
る
こ
と
。

○
○
○
○

○
○
鋳
造
㈱

有
・
無

有
・
無

○
△
工
業
㈱

キ
ズ
等
の

有
無

直
管
及
び
異
形
管
類

鉄
蓋
・弁

キ
ョ
ウ
類

ボ
ル
ト
・ナ
ッ
ト
類

φ
○
○

本

ゴ
ム
輪
類品

　
名

押
輪
類

有
・
無

－
有
・
無

有
・
無

－ －

R
1／

7

R
1／

7

○
　
○
　
　
　
○
　
○

備
　
　
　
　
　
考

（
合
否
判
定
）

搬
入

数
量

E
C
Y
-0
03
0

有
・
無

受
注
者
持
配
管
材
料
検
査
チ
ェ
ッ
ク
表
（
第
○
回
）

配
管
材
料
管
理
責
任
者

確
　
認
　
者
　
（
監
督
員
）

製
造
年

検
査

年
月

単 位 ○ 個

形
　
状

φ
○
○
×
○

φ
○
○

○
○
○
○

納
品
書 ○
○
○
○

㈱
○
○
○

刻
印
等

の
有
無

検
査

数
量

10

56
25
61
0

○
○
○
○
㈱

㈱
○
△
ゴ
ム

○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○

ー

E
C
Y
-0
03
0

E
C
Y
-0
03
0

1010

個個
E
C
Y
-0
03
0

－

E
C
Y
-0
03
0

10

弁
類

φ
○
○

○
10

有
・
無

有
・
無

有
・
無

有
・
無

有
・
無

有
・
無

有
・
無

有
・
無

工
事
番
号
　
第
　
○
○
○
○
○
○
○
　
号

検
査
年
月
日
：
　
　
　
．
　
　
　
．
　
　
　

有
・
無

20
19

有
・
無

有
・
無

10

㈱
○
△
工
業

ー

製
造
会
社
名

有
・
無

20
19

20
19

20
19

有
・
無

20
19－

有
・
無

受
験
証
明

書
の
番
号

ー ー ー ー
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《
照
合
検
査
例
》

（
伝
票
番
号
）
(ロ
ッ
ト
番
号
)

○
形
又
は

○
○
～
○
○
用

7.
5K
φ
○
○

※
チ
ェ
ッ
ク
表
へ
の
記
入
は
、
納
品
書
及
び
受
験
証
明
書
か
ら
得
ら
れ
る
情
報
を
基
に
記
載
す
る
こ
と
。

（
注
）
納
品
書
は
、
伝
票
番
号
を
記
入
、
右
上
点
線
内
は
当
局
決
裁
欄
と
す
る
。
ま
た
、
斜
体
（
朱
書
部
）
は
受
注
者
が
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
　
製
造
会
社
名
は
、
納
品
書
を
基
に
受
注
者
が
記
入
す
る
こ
と
。
製
造
年
及
び
検
査
年
月
は
、
受
注
者
が
あ
ら
か
じ
め
現
品
を
確
認
の
上
、
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
　
製
造
会
社
名
、
製
造
年
及
び
検
査
年
月
が
複
数
あ
り
１
行
に
収
ま
ら
な
い
場
合
は
、
別
紙
に
記
入
す
る
こ
と
。

有
・
無

有
・
無

有
・
無

R
1／

7

有
・
無

有
・
無

20
19

有
・
無

有
・
無

有
・
無

-

有
・
無

有
・
無

○
○
○
○
○

○
○
○
○
○

有
・
無

有
・
無

有
・
無

20
19

20
19

E
C
Y
-0
03
0

10
直
管
及
び
異
形
管
類

56
25
61
0

E
C
Y
-0
03
0

有
・
無

有
・
無

有
・
無

10
E
C
Y
-0
03
0

10
鉄
蓋
・弁

キ
ョ
ウ
類

○ 個

弁
類

φ
○
○

個 個本 ○

ボ
ル
ト
・ナ
ッ
ト
類

○
○
○
○

- - -

R
1／

7

有
・
無

20
19

R
1／

7

R
1／

7

φ
○
○
×
○

R
1／

7
○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○

- -

R
1／

7
20
19

20
19

φ
○
○

押
輪
類

有
・
無

E
C
Y
-0
03
0

10

E
C
Y
-0
03
0

10

受
注
者
持
配
管
材
料
検
査
チ
ェ
ッ
ク
表
（
第
○
回
）

品
　
名

○
○
○
○
○

○
○
○
○
○

形
　
状

納
品
書

ゴ
ム
輪
類

φ
○
○

10

工
事
番
号
　
第
　
○
○
○
○
○
○
○
　
号

○
　
○
　
　
　
○
　
○

検
査

年
月

刻
印
等

の
有
無

搬
入

数
量

配
管
材
料
管
理
責
任
者

確
　
認
　
者
　
（
監
督
員
）

製
造
年

キ
ズ
等
の

有
無

単 位

備
　
　
　
　
　
考

（
合
否
判
定
）

受
験
証
明

書
の
番
号

有
・
無

有
・
無

○
○
○
○
○

検
査
年
月
日
：
　
　
　
．
　
　
　
．
　
　
　

○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○
○

製
造
会
社
名

検
査

数
量
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玉押器対応型

　

　

　

施　工　数　量　集　計　表 　　令和　　年　月　日

工事件名及び工事番号
施工部所

第 号

受 注 者
現場代理人 担当者名

検　査　種　別 完成・既済部分・中 間・確 認・打 切

項　目 図面№ 計 備　　考形 状

管

布

設

新

設

　φ

  φ

  φ

  φ

  φ

撤
　
去

　φ

  φ

  φ

  φ

  φ

使
用
廃
止

　φ

  φ

  φ

  φ

  φ

制
　
水
　
弁

新

設

　φ

  φ

  φ

  φ

  φ

撤
　
去

　φ

  φ

  φ

  φ

  φ

消火栓
新設 単口

撤去 単口

排水栓
新設 　φ　　　　

撤去 　φ　　　　

区 画 新設 　φ　　　　

量水器 撤去 　φ　　　　

空
気
弁

新設
単口

急速

撤去
単口

双口

連 絡 工

管 防 護 工

残 置 サ ド ル
管 種 不足

形 状
計 写真

ライナー

　φ

  φ

  φ

  φ

  φ

挿口加工

　φ

不
足
措
置
に
つ
い
て

監
督
員
の
確
認
印

㊞

  φ

  φ

  φ

  φ
計種 別 不足

形 状
写真

接合部品
（ＧＸ形)

　φ

  φ

  φ

  φ

  φ

（注）１　この集計表は、検査を受ける前にあらかじめ記入し、検査員へ提出すること。
　　　２　形状は、契約内容に基づいて記入すること。
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現場代理人

（監督員の確認印）

※　この集計表は、検査を受ける前にあらかじめ記入し、検査員へ提出すること。

工事件名及び工事番号

検　査　種　別

　φ７５

施工部所

監督員名

　φ７５

印

　

鋳

鉄

管

　　

鋳
鉄
管
受
口
部

φ１００
φ１５０

　φ７５
φ１００
φ１５０

受 注 者

形  状

　φ７５

φ１００

制
水
弁

単　　口

　　

φ１００
φ１５０

　

　

　
　

消
火
栓 双　　口

受
　
口
　
部

　　

　φ７５

発 生 品　重　量　集　計　表 

重　　　　　量　　　　　算　　　　出 処　分　内　訳

　　令和　　年　月　日

第 号

　φ７５
φ１００

完 成 ・ 既 済 部 分 ・ 中 間 ・ 確 認 ・ 打 切

φ１５０
　

　　

差　引　増　減
1m又は1個当重量 単位 長さ又は組数 標準　重量 処分月日 処　分　重　量

φ１００
φ１５０

φ１００

　　

ダ
ク
鋳
鉄
管

　φ７５

ダク
鋳
鉄
管
受
口
部

φ１５０
　

直
　
　
　
部

区 画

撤
　
　
　
　
　
　
去
　
　
　
　
　
　
管

切
　
　
　
　
管

合　　　計

量水器

φ１５０
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水道局提出日 受注者名

施工部署 現場代理人氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

作成有無 受注者 受注者等確認・注意事項

□有　□無 工事着手日指定書（受書） ○

□有　□無 工事着手届 ○

□有　□無 現場代理人及び主任技術者等通知書 ○

□有　□無 主要現場従事者等届 ○

□有　□無 共同企業体構成員主任技術者等通知書 ○

□有　□無 支給材料取扱責任者 ○

□有　□無 施工計画書 ○ □当初　　□変更

□有　□無 警戒宣言に伴う緊急時対策計画書 ○

□有　□無 建設業退職金共済制度加入届 ○

□有　□無 労働災害補償保険加入確認書 ○

□有　□無 下請負届 ○
・下請契約時に東京都リサイクルガイドラインに基づき、「告知」しているか
・添付書類（□下請負契約書　□基本契約約款　□告知書）

□有　□無 施工体制台帳及び施工体系図 ○ ※下請負金額3000万円以上が対象

□有　□無 公共事業施工通知 ○

□有　□無 公共事業遵守証明書 ○

□有　□無 前払金等請求確認書 ○

□有　□無 前払金請求書 ○

□有　□無 貸与品借用書 ○

□有　□無 休日等の工事施工届 ○

□有　□無 打合せ議事録 ○

□有　□無 （材料・機器試験）記録の報告書 ○

□有　□無 材料搬入予定調書 ○ 当初設計との整合

□有　□無 工事実績情報（コリンズ）の登録状況 ○ □受注時　□変更の都度　□訂正　□完成　※１０日以内、請負費５００万以上

□有　□無 材料検査請求書 ○

□有　□無 中間検査請求票 ○

□有　□無 設計図書変更書（受書） ○

□有　□無 承諾書 ○ □適正な時期に「承諾処理」を行っているか　□設計変更の完了、承諾書提出

□有　□無 請求・通知・報告・協議書（重要事項） ○
□適正な時期の「協議」（設計図書仕様変更・規格、数量変更）　□施工変更協議等　□コンクリート・セメン
ト等、種類・規格変更　□区画量水器放水口位置は、標準外設置時、維持管理との協議書提出　□構造物
等規格・仕様適合外の措置（土被り、スピンドル深さ）

□有　□無 施工変更書（受書） ○

□有　□無 最終契約変更手続きの完了 ○ □最終変更契約を発注者と締結しているか

□有　□無 工事完了届 ○ □適用様式の確認　□局長名　□受注者代表者名　□提出日等　□工期欄

□有　□無 工事完成図 ○

※①作図は、作成要領に従う。②旗揚げ部分は標準図参照表示になっているか。
□構造物は平面図、詳細図との整合　□セメント系地盤改良図　□可撓伸縮管の仕様表示□鋼管塗覆装
仕様　□明示板□使用廃止延長旗揚げ　□消火栓短管（小管）　□弁きょう号数（小管）　□標準外のｺﾝｸ
ﾘｰﾄ防護図（栓防護、管路防護）作成　□残置杭等　□制水弁仕様　□給水取付替平面図と立面図の整合
□給水栓残置表示等

□有　□無 給水管取付替工事施工図 ○ □給水装置工事主任技術者□残置サドル□平面図と立面図（番号・口径・配管図）

□有　□無 施工数量集計表 ○ □完成図面、設計書との整合確認

□有　□無 給水管施工数量集計表 ○ □給水管取付替図面との整合確認

□有　□無 工事記録写真帳又はＣＤーＲ ○ □撮影頻度（箇所・工種等不足）□説明図（追加・修正）□不可視部分の撮影

□有　□無 (出来形管理）記録の報告 ○

○水道局土木工事出来形管理基準による。
○配水管工事標準仕様書（施工管理・出来形数量の算出）では、すべて仕上がり寸法とする。
○ポイント
□完成図（検査図）の管路延長（新設・撤去・廃止・移設等）は、現場ですべて実測確認できるか。
□配管（新設・撤去・廃止・移設延長、土被り、占用）　□道路舗装　□制水弁・消火栓・空気弁・量水器等　□道路附
帯工等

□有　□無 材料機器試験等品質証明書 ○ 品質証明項目に準ずる

□有　□無 請求・通知・報告・協議書 ○ 区画量水器放水口は標準外の時、維持管理と協議書

□有　□無 仮配管出荷・返納証明書 ○ □残置サドル数量　□残置サドルの完成図、写真、返納伝票と確認

□有　□無 工事週報 ○ □安全教育実施日及び教育時間の記入　□試験掘調査図　□オフセット図の記載　□材料表　　□配管施工図

□有　□無 受注者持配管材料搬入内訳調書 ○ □当初　□変更

□有　□無 受注者持配管材料検査チェック表 ○ □製造年月日の規定内か、工事週報と整合

□有　□無 受検証明書 ○ □現場の制水弁、消火栓メーカ、弁きょうなど整合確認

□有　□無 継手チェックシート ○ □全種類の継手シートがあるか

□有　□無 溝切チェックシート ○ □工事週報と照合

□有　□無 支給材料整理表 ○ □工事週報と照合

検査書類チェックリスト（配水小管）　　＜参考＞

検査書類

【契約書類管理】

【工事完成書類管理】

【配管材料管理】
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作成有無 受注者 受注者等確認・注意事項検査書類

□有　□無 支給材切管整理表 ○ □工事週報と照合　　□残管の集計

□有　□無 発生材報告書 ○ □工事週報、発生材報告、発生品整理表と整合

□有　□無 発生品整理表 ○ □工事週報、発生材報告、発生品整理表と整合

□有　□無 発生品重量集計表 ○ □工事週報と照合　□処分日記載　□特記仕様書との整合

□有　□無 ディーゼル車車検証の調査・整理保管状況 ○

□有　□無 ディーゼル車（粒状物質減少装置の装着済確認） ○ □粒状物質減少装置の装着

□有　□無 建設機械燃料適正化 ○
□ディーゼルエンジン使用燃料の自主分析
□ＪＩＳ規格に適合した軽油を使用確認

□有　□無 過積載防止対策　自主点検 ○ □過積載防止のため、積極的に自主点検を行っているか

□有　□無 安全教育・訓練実施報告書 ○ □仕様書の内容　□作業員全員参加者名簿　□写真　□半日分の資料か　□工事週報への実施日等表記

□有　□無 建設副産物「契約数量」確認（計画と実施） ○
・実施数量は、契約数量を超えているか
□アスファルト塊　□コンクリート塊　□路盤材　□発生土　□改良土

□有　□無 建設廃棄物処理（計画・実施）書 ○

□有　□無 建設副産物（説明書・通知書・告知書等） ○ □説明書　□通知書　□告知書　□許可書　□処理委託契約書

□有　□無 環境物品チェックリスト ○ 年度ごとに作成

□有　□無 再資源化等報告書 　　　　　　　　　　（表紙） ○ □表紙に以下を添付する

□有　□無 再資源利用（計画・実施）書　　　　　（表面） ○ □添付　表面

□有　□無 再資源利用促進（計画・実施）書　　（裏面） ○ □添付　裏面

□有　□無 マニフェスト票　Ｅ票（写）・Ａ票 ○ □樹木伐採・抜根必要　□下請会社名と受入先会社名の照合

□有　□無 指定処分地（Ｂ）　施工前 ○ □発生土お知らせ　□搬入予定民間受入地届　□搬入状況写真

□有　□無 指定処分地（Ｂ）　施工後 ○ □民間受入地届搬入確認報告書　□リサイクル証明書　□搬入状況写真

□有　□無 砂、砕石類、客土、しゃ断用等 ○ □砂生産地・ふるい分け  □（RC３０・４０、RM３０、４０）　□客土　□硅砂　□しゃ断用

□有　□無 レディーミクストコンクリート ○ □適マーク若しくは品質検査証明書（夜間プラントは、事前の試験練り立会記録、強度確認）

□有　□無 コンクリート二次製品（水道施設） ○
□弁きょう底版ﾌﾞﾛｯｸ　□消火栓ﾚｼﾞﾝｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ　□ｱｽﾌｧﾙﾄﾋﾟｯﾁ　□制水弁・排水室ブロック　□区画量
水器ブロック　□簡易排水栓ブロック　□下水人孔ブロック等（新設）

□有　□無 コンクリート二次製品（道路附属物） ○ □縁石、歩車道ブロック、街きょ、ガードレール、点字ブロック、植樹ブロック等

□有　□無 昇降設備材料（制水弁・空気弁室等） ○ □ステンレス梯子、継足金物、アンカー類等

□有　□無 アスファルト合材・瀝青材等 ○ □アスファルト配合報告（事前審査）　□プライム及びタックコート製品証明

□有　□無 各種コンクリート管 ○ □下水管復旧、さや管転用等

□有　□無 各種ビニル管 ○ □弁きょうVU（JISK6741）　□下水復旧、排水管等

□有　□無 ポリスリープ・固定バンド試験証明書等 ○
□ポリ及びバンド（JWWA K158）　□滑材　□明示シート □明示テープ
□消火栓底部目地材

【施工管理・品質管理記録】

□有　□無 試験掘調査報告書 ○ 記載例事項（□舗装種別表示　□土質区分表示　□地下水表示）

□有　□無 建設機械使用燃料調査 ○ □軽油使用計画　□分析結果（JIS規格適合確認）報告

□有　□無 測量実施報告書 ○ □路面測量結果（自主管理及び監督員確認）

□有　□無 土質検定試験報告 ○

□有　□無 改良土品質証明書 ○ □最大乾燥密度の数値（最近１０週間程度記録平均値採用）

□有　□無 良質土品質証明書 ○ □配水管工事標準仕様書の基準適合確認

□有　□無 しゃ断層用砂及び埋戻し用砂 ○ □土研式円錐貫入試験　　□一工事５箇所以上　□１６回以上

□有　□無 現場締固め度（埋戻、路盤、アスコン） ○
砂置換法等による密度試験　品質証明との整合
□締固め度　改良土９０％以上　□アスコン等は、仕様書確認

□有　□無 現場透水量試験又は標準貫入試験 ○ □透水試験400mℓ/15S以上、1000㎡以上（500㎡以下省略）　□貫入16回以上 

□有　□無 鉄筋工 ○ □材質ミルシート・試験成績報告

□有　□無 アスファルト混合物搬入報告書 ○ □アスコン合材伝票　□集計表

□有　□無 乳剤散布量試験（自主管理） ○ □プライムコート試験報告　□タックコート試験報告

□有　□無 切取コア等舗装密度試験 ○ □歩道・透水性舗装　９３％以上　□表層、基層、路盤　９６．５％以上

□有　□無 アスファルト混合物温度管理報告 ○ □敷均し温度１１０℃以上　□道路解放　５０℃以下　管理状況

□有　□無 コンクリート打設報告書 ○ □受入伝票及び集計表　□発着・打設完了までの時間・打設時の気温等

□有　□無 交通誘導員集計表 ○ □特記仕様の数量根拠

□有　□無 衛生管理 ○ □衛生管理（浄水場・給水所等に適用）

□有　□無 鋼管・ステン管溶接記録（放射線検査成績書） ○ □溶接記録　□放射線透過試験記録

□有　□無 鋼管塗覆装記録報告 ○

　　※検査書類は、工事内容によって追加・削除すること。

【建設機械使用適正化管理】

【安全教育訓練実施状況】

【建設副産物管理】　東京都リサイクルガイドラインの遵守

【水道材料資材・機器・試験等の品質管理】
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水道局提出日 受注者名

施工部署 現場代理人氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

作成有無 受注者 受注者等確認・注意事項

□有　□無 工事着手日指定書（受書） ○

□有　□無 工事着手届 ○

□有　□無 現場代理人及び主任技術者等通知書 ○

□有　□無 主要現場従事者等届 ○

□有　□無 共同企業体構成員主任技術者等通知書 ○

□有　□無 支給材料取扱責任者 ○

□有　□無 施工計画書 ○ □当初　　□変更

□有　□無 警戒宣言に伴う緊急時対策計画書 ○

□有　□無 建設業退職金共済制度加入届 ○

□有　□無 労働災害補償保険加入確認書 ○

□有　□無 下請負届 ○
・下請契約時に東京都リサイクルガイドラインに基づき、「告知」しているか
・添付書類（□下請負契約書　□基本契約約款　□告知書）

□有　□無 施工体制台帳及び施工体系図 ○ ※下請負金額3000万円以上が対象

□有　□無 公共事業施工通知 ○

□有　□無 公共事業遵守証明書 ○

□有　□無 前払金等請求確認書 ○

□有　□無 前払金等請求書 ○

□有　□無 貸与品借用書 ○

□有　□無 休日等の工事施工届 ○

□有　□無 打合せ議事録 ○

□有　□無 （材料・機器試験）記録の報告書 ○

□有　□無 材料搬入予定調書 ○ 当初設計との整合

□有　□無 工事実績情報（コリンズ）の登録状況 ○ □受注時　□変更の都度　□訂正　□完成　※１０日以内、請負費５００万以上

□有　□無 材料検査請求書 ○

□有　□無 中間検査請求票 ○

□有　□無 設計図書変更書（受書） ○

□有　□無 承諾書 ○ □適正な時期に「承諾処理」を行っているか　□設計変更の完了、承諾書提出

□有　□無 請求・通知・報告・協議書（重要事項） ○
□適正な時期の「協議」（設計図書仕様変更・規格、数量変更）　□施工変更協議等　□コンクリート・セメ
ント等、種類・規格変更　□区画量水器放水口位置は、標準外設置時、維持管理との協議書提出　□構
造物等規格・仕様適合外の措置（土被り、スピンドル深さ）

□有　□無 施工変更書（受書） ○

□有　□無 最終契約変更手続きの完了 ○ □最終変更契約を発注者と締結しているか

□有　□無 工事完了届 ○ □適用様式の確認　□局長名　□受注者代表者名　□提出日等　□工期欄

□有　□無 工事完成図 ○

※①作図は、作成要領に従う。②旗揚げ部分は標準図参照表示になっているか。
□構造物は平面図、詳細図との整合　□セメント系地盤改良図　□可撓伸縮管の仕様表示□鋼管塗覆装
仕様　□明示板　□使用廃止延長旗揚げ　□消火栓短管（小管）　□弁きょう号数（小管）　□標準外のｺﾝ
ｸﾘｰﾄ防護図（栓防護、管路防護）作成　□残置杭等　□制水弁仕様　□給水取付替平面図と立面図の整
合　□給水栓残置表示等

□有　□無 給水管取付替工事施工図 ○ □給水装置工事主任技術者□残置サドル□平面図と立面図（番号・口径・配管図）

□有　□無 施工数量集計表 ○ □完成図面、設計書との整合確認

□有　□無 給水管施工数量集計表 ○ □給水管取付替図面との整合確認

□有　□無 工事記録写真帳又はＣＤーＲ ○ □撮影頻度（箇所・工種等不足）□説明図（追加・修正）□不可視部分の撮影

□有　□無 (出来形管理）記録の報告 ○

○水道局土木工事出来形管理基準による。　○配水管工事標準仕様書（施工管理・出来形数量の算出）では、す
べて仕上がり寸法とする。
□完成図（検査図）の管路延長（新設・撤去・廃止・移設等）は、現場ですべて実測確認できるか。
□配管（新設・撤去・廃止・移設延長、土被り、占用）　□道路舗装　□制水弁・消火栓・空気弁・量水器等　□道路
附帯工等

□有　□無 材料機器試験等品質証明書 ○ 品質証明項目に準ずる

□有　□無 仮配管出荷・返納証明書 ○ □残置サドル数量　□残置サドルの完成図、写真、返納伝票と確認

□有　□無 工事週報 ○ □安全教育実施日及び教育時間の記入　□試験掘調査図　□オフセット図の記載　□材料表　　□配管施工図

□有　□無 受注者持配管材料搬入内訳調書 ○ □当初　□変更

□有　□無 受注者持配管材料検査チェック表 ○ □製造年月日の規定内か、工事週報と整合

□有　□無 受検証明書 ○ □現場の制水弁、消火栓メーカ、弁きょうなど整合確認

□有　□無 継手チェックシート ○ □全種類の継手シートがあるか

□有　□無 溝切チェックシート ○ □工事週報と照合

□有　□無 支給材料整理表 ○ □工事週報と照合

□有　□無 支給材料切管整理表 ○ □工事週報と照合　　□残管の集計

□有　□無 発生材報告書 ○ □工事週報、発生材報告、発生品整理表と整合

【配管材料管理】

検査書類チェックリスト（配水本管）　　＜参考＞

検査書類

【契約書類管理】

【工事完成書類管理】
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作成有無 受注者 受注者等確認・注意事項検査書類

□有　□無 発生品整理表 ○ □工事週報、発生材報告、発生品整理表と整合

□有　□無 発生品重量集計表 ○ □工事週報と照合　□処分日記載　□特記仕様書との整合

□有　□無 ディーゼル車車検証の調査・整理保管状況 ○

□有　□無 ディーゼル車（粒状物質減少装置の装着済確認） ○ □粒状物質減少装置の装着

□有　□無 建設機械燃料適正化 ○
□ディーゼルエンジン使用燃料の自主分析
□ＪＩＳ規格に適合した軽油を使用確認

□有　□無 過積載防止対策　自主点検記録 ○ □過積載防止のため、積極的に自主点検を行っているか

□有　□無 安全教育・訓練実施報告書 ○ □仕様書の内容　□作業員全員参加者名簿　□写真　□半日分の資料か　□工事週報への実施日等表記

□有　□無 建設副産物「契約数量」確認（計画と実施） ○
・実施数量は、契約数量を超えているか
□アスファルト塊　□コンクリート塊　□路盤材　□発生土　□改良土

□有　□無 建設廃棄物処理（計画・実施）書 ○

□有　□無 建設副産物（説明書・通知書・告知書等） ○ □説明書　□通知書　□告知書　□許可書　□処理委託契約書

□有　□無 環境物品チェックリスト ○ 年度ごとに作成

□有　□無 再資源化等報告書 　　　　　　　　　　（表紙） ○ □表紙に以下を添付する

□有　□無 再資源利用（計画・実施）書　　　　　（表面） ○ □添付　表面

□有　□無 再資源利用促進（計画・実施）書　　（裏面） ○ □添付　裏面

□有　□無 マニフェスト票　Ｅ票（写）・Ａ票 ○ □樹木伐採・抜根必要　□下請会社名と受入先会社名の照合

□有　□無 指定処分地（Ｂ）　施工前 ○ □発生土お知らせ　□搬入予定民間受入地届　□搬入状況写真

□有　□無 指定処分地（Ｂ）　施工後 ○ □民間受入地届搬入確認報告書　□リサイクル証明書　□搬入状況写真

□有　□無 砂、砕石類、客土、しゃ断用等 ○ □砂生産地・ふるい分け  □（RC３０・４０、RM３０、４０）　□客土　□硅砂　□しゃ断用

□有　□無 レディーミクストコンクリート ○ □適マーク若しくは品質検査証明書（夜間プラントは、事前の試験練り立会記録、強度有無）

□有　□無 コンクリート二次製品（水道施設） ○
□弁きょう底版ﾌﾞﾛｯｸ　□消火栓ﾚｼﾞﾝｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ　□ｱｽﾌｧﾙﾄﾋﾟｯﾁ　□制水弁・排水室ブロック　□区画
量水器ブロック　□簡易排水栓ブロック　□下水人孔ブロック等（新設）

□有　□無 コンクリート二次製品（道路附属物） ○ □縁石、歩車道ブロック、街きょ、ガードレール、点字ブロック、植樹ブロック等

□有　□無 昇降設備材料（制水弁・空気弁室等） ○ □ステンレス梯子、継足金物、アンカー類等

□有　□無 アスファルト合材・瀝青材等 ○ □アスファルト配合報告（事前審査）　□プライム及びタックコート製品証明

□有　□無 各種コンクリート管 ○ □下水管復旧、さや管転用等

□有　□無 各種ビニル管 ○ □弁きょうVU（JISK6741）　□下水復旧、排水管等

□有　□無 ポリスリープ・固定バンド試験証明書等 ○
□ポリ及びバンド（JWWA K158）　□滑材　□明示シート □明示テープ
□消火栓底部目地材

□有　□無 道路附帯工（再使用品は除く） ○ □縁石、歩車道ブロック、街きょ、ガードレール、車止め、点字ブロック、植樹ブロック等

□有　□無 試験掘調査報告書 ○ 記載例事項（□舗装種別表示　□土質区分表示　□地下水表示）

□有　□無 工事施工報告書及び地盤改良等の報告 ○ □特記仕様書において、報告を求めている場合に適用

□有　□無 測量実施報告書 ○ □路面測量結果（自主管理及び監督員確認）　□基準点等一時撤去・復旧報告

□有　□無 土質検定試験報告 ○

□有　□無 改良土品質証明書 ○ □最大乾燥密度の数値（最近１０週間程度記録平均値採用）

□有　□無 良質土品質証明書 ○ □配水管工事標準仕様書の基準適合

□有　□無 しゃ断層用砂及び埋戻し用砂 ○ □土研式円錐貫入試験　　□一工事５箇所以上　□１６回以上

□有　□無 現場締固め度（埋戻、路盤、アスコン） ○
砂置換法等による密度試験　品質証明との整合
□締固め度　改良土９０％以上　□アスコン等は、仕様書確認

□有　□無 現場透水量試験又は標準貫入試験 ○ □透水試験400mℓ/15S以上、1000㎡以上（500㎡以下省略）　□貫入16回以上 

□有　□無 鉄筋工 ○ □材質ミルシート・試験成績報告

□有　□無 アスファルト混合物搬入報告書 ○ □アスコン合材伝票　□集計表

□有　□無 乳剤散布量試験（自主管理） ○ □プライムコート試験報告　□タックコート試験報告　□いずれも規格値内か

□有　□無 切取コア等舗装密度試験 ○ □歩道・透水性舗装　９３％以上　□表層、基層、路盤　９６．５％以上

□有　□無 アスファルト混合物温度管理報告 ○ □敷均し温度１１０℃以上　□道路解放　５０℃以下　管理状況

□有　□無 コンクリート打設報告書 ○ □受入伝票及び集計表　□発着・打設完了までの時間・打設時の気温等

□有　□無 交通誘導員集計表 ○ □特記仕様の数量根拠

□有　□無 衛生管理 ○ □作業員の衛生管理記録（浄水場等）

□有　□無 鋼管・ステン管記録報告 ○ □溶接記録　□放射線透過試験記録

□有　□無 鋼管塗覆装記録報告 ○

　　　　※検査書類は、工事内容によって追加・削除すること。

【建設機械使用適正化管理】

【安全教育訓練実施状況】

【建設副産物管理】　東京都リサイクルガイドラインの遵守

【水道材料資材・機器・試験等の品質管理】

【施工管理・品質管理記録】
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   第 12   配水小管布設替・新設に伴う 

              給水管取付替設計要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

1-197
色紙  桃

１－197



 

1-198



 

1-198
１－199



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

２ 設計 

   (１) 給水管の取出し位置 

配水小管からの給水管の取出し位置は、既設給水管との接続に最も合理的なところから取

出しすること。 

 

φ300FCD. A 

① 配水小管を布設替する場合 

維持管理部所で漏水修理の後、配水小管施行部所が

布設替に合わせて取付替 

② 翌年度まで配水小管布設替計画がない場合 

維持管理部所が単独工事として取付替 

 

○テ  

 

○テ  
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 (２) 設計範囲等 

ア ５０㎜以下の給水管 

（ア）配水小管から宅地内に給水管を布設する場合は、宅地内の公私境界直近に設置する  

仕切弁までを原則、波状ステンレス鋼管とし、既設給水管と接続すること。  

  また、第一止水栓以降メータ下流側 0.5ｍまでに鉛管が使用されている場合は、硬

質塩化ビニル管等に取り替え、既設給水管と接続すること。  

  なお、単独給水管でメータが公私境界から１ｍ程度より下流側に設置されている場

合は、原則としてメータを公私境界から１ｍ程度まで移設し、既設給水管に接続する

こと（図－１：Ｃ）。 

（イ） 配水小管未布設道路に給水管を布設する場合は、当該道路入口先１ｍ付近に仕切弁  

Ｂを設置し、既設給水管と接続すること（図－１：Ｂ）。 

    （ウ）取出し位置を変更することによって、配水小管と給水管の並行又は交差の解消、メータ上流 

       側の長距離配管の解消、連合給水管の解消、メータ位置の適正化が図れるものについては、取 

             出し位置を合理的な位置に変更し、不要となる既設給水管は、原則としてこれを撤去するこ 

            と（図－１：Ｅ.Ｆ）。 

       また、設置した仕切弁下流側において、既設給水管と接続する以外の工事が必要となる 

      場合の工事費は、第一止水栓以降メータ下流側 0.5ｍまでの鉛管取り替えの場合以外、所有

者等の負担とする（図－１：Ｈ）。 

         （エ）既設給水管が波状ステンレス鋼管又はステンレス鋼管で、配水小管からの取出し位置が適正 

             のものは、その位置で付け替えること（図－１：Ａ）。 

     （オ）その他当局が認めるものの設計範囲は、（ア）から（ウ）に準じること。     

      イ ７５㎜以上の給水管  

    （ア）配水小管から宅地内に給水管を布設する場合は、宅地内の公私境界直近に設置する仕切 

      弁（制水弁）までを原則、ダクタイル鋳鉄管（耐震継手管）とし、既設給水管と接続するこ 

      と（図－２：Ａ）。 

    （イ）配水小管未布設道路に給水管を布設する場合は、当該道路入口先１ｍ付近に仕切弁（制 

      水弁）を設置し、既設給水管と接続すること（図－２：Ｇ）。 

    （ウ）取出し位置を変更することによって、配水小管と給水管の並行又は交差の解消、メータ上流 

       側の長距離配管の解消、連合給水管の解消、メータ位置の適正化が図れるものについては、取 

             出し位置を合理的な位置に変更し、不要となる既設給水管は、原則としてこれを撤去するこ 

            と（図－２：Ｅ.Ｆ）。 

       また、設置した仕切弁（制水弁）下流側において、既設給水管と接続する以外の工事が 

      必要となる場合は、その部分の工事費は所有者等の負担とする（図－２：Ｅ）。 

    （エ）既設給水管が耐震継手管で、配水小管からの取出し位置が適正のものは、その位置で付 

      け替えること（図－２：Ｃ．Ｄ）。 

    （オ）給水管が漏水した（している）場合は、部分修理の後、配水小管施工部所が耐震継手管 

      に取り替えること。（図－２：Ｂ）。 
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２ 設計 

   (１) 給水管の取出し位置 

配水小管からの給水管の取出し位置は、既設給水管との接続に最も合理的なところから取

出しすること。 
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     （カ）その他当局が認めるものの設計範囲は、（ア）から（オ）に準じること。 
   ウ メータ補足管の取替 
      口径 50 ㎜の給水管を宅地内まで布設替し、メータます内に仕切弁Ａを設置する場合は、メータ

補足管を伸縮型に取り替えること。 
（ア）取替え対象及び確認方法 

     補足管が非伸縮式のものを対象とし、現場調査の際に確認すること。  

   エ 避難所等給水管耐震強化工事及び避難所における応急給水栓設置がある場合は、

施工対象及び施工範囲については、局の指示に従うこと。  
 

３ 調 査 

(１) 書類調査 

ア 局から貸与する布設替及び新設対象路線図等の資料に基づき、水道管管理図から取付替

えの対象となる給水管を抽出し、給水管取付替リスト（給水装置様式 100）に記入するこ

と。 

イ 取付替対象給水管が使用中又は中止中となっているか、局から貸与する指定所在一覧リ

スト（ＳＷＡＮ端末及びＴＡＭＡ端末出力様式）等で確認し、その結果を給水管取付替

リストに記入すること。 

  なお、連合給水管の幹栓が中止中の場合は、その支分栓についても使用中又は中止中と

なっているかを確認し、１栓でも使用している場合は「使用中」として、全体が中止中

となっている場合は「中止中」として、給水管取付替リストに記入すること。  

ウ 給水装置工事施工票（給水装置様式1の裏面）により給水管の取出し位置を確認するこ

と。 

エ 給水装置工事施工票が水道廃止予定票（兼）切り離し工事調書（給水装置様式31）に収

納されているもの（長期中止中のため切り離し対象となっている給水装置）で使用中と

なっているものは、局へ報告して指示に従うこと。  

(２) 現場調査 

ア 書類調査の結果を基に現場を確認し、現状に応じた設計を行うこと。  

なお、掘削等工事予定箇所に境界杭等がある場合は、復元できるように３点以上の不動

の場所から測定し、オフセット図を設計図に記入しておくこと。  

イ 宅地内の工事を要するものは、使用者等に工事の内容を説明し、その承諾を口頭又は私

道及び宅地内掘削承諾書等の書面で得ることとし、給水管取付替リストに結果を記入す

ること。 

  なお、承諾が得られなかった場合は、局へ報告して指示に従うこと。  

ウ 使用者等が不在などのため承諾を得ることができない場合は、工事内容、連絡先及び御

連絡を頂きたい旨等を記載した文書等を作成し、使用者等宅の郵便受等に投函し、日程

調整等行って承諾を得ること。 

エ 空き家や更地等の使用者等の所在が不明なものについては、局へ報告して指示に従うこ

と。 

オ 私道内の工事を要するもので、局から指示があった場合は、土地所有者の調査を行い、

土地所有者に工事の内容を説明し、その承諾を私道内配水管布設承諾書（給水部様式）

で得ること。 
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  なお、承諾が得られなかった場合は、局へ報告して指示に従うこと。  

カ 指定所在一覧リストに中止中と表示されているものの取扱い  

（ア）現場における聞き込み等によって、所有者等に対して今後の使用見込みの有無を確

認できたものは、その結果を給水管取付替リストに記入すること。  

  なお、使用見込みが有るものは、本項ア及びイにより処理すること。 

（イ）使用見込みの無いものは、取付替えの対象外とする。 

 （ウ）空き家や更地等で所有者等が不明などのため、使用見込みが確認できないときは、

  現場の状況等（給水装置の一部が撤去されている、長期にわたって中止になってい

  るなど）を局へ報告して指示に従うこと。 

 

４ 設計図等の作成 

(１) 調査結果を基に、「給水管工事設計図及び完成図等作成要領」により設計図を作成すること。 

(２) 道路管理者提出用（道路占用申請許可申請書添付用）図面（内訳書含む。）を作成するよ  

  う局から指示があった場合は、次により指示された部数を作成すること。  

ア 作成図面 

 （ア）国道用 

 設計図を用いる。 

（イ）建設局用 

 設計図を用いる。 

（ウ）区役所用 

   水道管管理図を用いる。 

（エ）市役所、町役場用 

 設計図を用いる。 

イ 作成方法 

（ア）設計図又は水道管管理図 

 道路部分の給水管を次のように色別すること。 

 ・新設：赤色の色鉛筆又はインクペン（蛍光ペン等） 

 ・撤去：黄色の色鉛筆又はインクペン（蛍光ペン等） 

（イ）内訳書 

 占用物件内訳書に必要事項を記入すること。 

 

５ 設計図等の提出 

完成した設計図を給水管取付替リスト、承諾書等とともに局に提出すること。  

  なお、局から貸与する資料については、貸与資料管理表を作成するとともに、適正に管理を行い、 
 使用後は局へ返却すること。 
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     （カ）その他当局が認めるものの設計範囲は、（ア）から（オ）に準じること。 
   ウ メータ補足管の取替 
      口径 50 ㎜の給水管を宅地内まで布設替し、メータます内に仕切弁Ａを設置する場合は、メータ

補足管を伸縮型に取り替えること。 
（ア）取替え対象及び確認方法 

     補足管が非伸縮式のものを対象とし、現場調査の際に確認すること。  

   エ 避難所等給水管耐震強化工事及び避難所における応急給水栓設置がある場合は、

施工対象及び施工範囲については、局の指示に従うこと。  
 

３ 調 査 

(１) 書類調査 

ア 局から貸与する布設替及び新設対象路線図等の資料に基づき、水道管管理図から取付替

えの対象となる給水管を抽出し、給水管取付替リスト（給水装置様式 100）に記入するこ

と。 

イ 取付替対象給水管が使用中又は中止中となっているか、局から貸与する指定所在一覧リ

スト（ＳＷＡＮ端末及びＴＡＭＡ端末出力様式）等で確認し、その結果を給水管取付替

リストに記入すること。 

  なお、連合給水管の幹栓が中止中の場合は、その支分栓についても使用中又は中止中と

なっているかを確認し、１栓でも使用している場合は「使用中」として、全体が中止中

となっている場合は「中止中」として、給水管取付替リストに記入すること。  

ウ 給水装置工事施工票（給水装置様式1の裏面）により給水管の取出し位置を確認するこ

と。 

エ 給水装置工事施工票が水道廃止予定票（兼）切り離し工事調書（給水装置様式31）に収

納されているもの（長期中止中のため切り離し対象となっている給水装置）で使用中と

なっているものは、局へ報告して指示に従うこと。  

(２) 現場調査 

ア 書類調査の結果を基に現場を確認し、現状に応じた設計を行うこと。  

なお、掘削等工事予定箇所に境界杭等がある場合は、復元できるように３点以上の不動

の場所から測定し、オフセット図を設計図に記入しておくこと。  

イ 宅地内の工事を要するものは、使用者等に工事の内容を説明し、その承諾を口頭又は私

道及び宅地内掘削承諾書等の書面で得ることとし、給水管取付替リストに結果を記入す

ること。 

  なお、承諾が得られなかった場合は、局へ報告して指示に従うこと。  

ウ 使用者等が不在などのため承諾を得ることができない場合は、工事内容、連絡先及び御

連絡を頂きたい旨等を記載した文書等を作成し、使用者等宅の郵便受等に投函し、日程

調整等行って承諾を得ること。 

エ 空き家や更地等の使用者等の所在が不明なものについては、局へ報告して指示に従うこ

と。 

オ 私道内の工事を要するもので、局から指示があった場合は、土地所有者の調査を行い、

土地所有者に工事の内容を説明し、その承諾を私道内配水管布設承諾書（給水部様式）

で得ること。 
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   第13  給水管工事設計図及び完成図等 

     作成要領 
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  第 14 水道管管理図修正用 
           資料の作成方法 
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第１ 提出書類作成上の注意事項 
 
１ 様式には、次の３種類がある。 
（１）「統 一 様 式     」 都関係局で統一されている様式 
（２）「局独自様式」 水道局が独自に指定する様式 
（３）「その他様式」 建設業法等の関係法令や厚生労働省等の関係省庁が定める様式 
 
２ 各様式のうち、黒色で印刷された標題、項目等については、様式に基づき作成すること。  
   なお、工事事務支援システムで帳票を作成した場合は、文字配列等のレイアウトが  
若干異なる部分があるので、その場は適宜修正等を行うこと。 

 
３ 各様式のうち、朱色で印刷された部分は記載例であり、各工事の内容及び提出書類  
 の趣旨に合わせて記載すること。 
 
４ 様式欄外の注意書きには、次の２種類がある。 
（１） 黒色で「注」と記載しているものは、都関係局で統一されている注意事項である。 
この「注」については、様式の一部のため、原則として省略不可とする。  

（２）朱色で「（注）」と記載しているものは、水道局独自の注意事項である。この「（注）」
については、様式の一部ではないため、省略可能とする。 

 
５ 提出先名の記載 
（１）発注者とは、次の者をいう。 
  ア 局長名で契約したものについては、「局長名」とする。 
    イ 事業部（所）長名で契約したものについては、「事業部（所）長名」とする。 
（２）監督員とは、「監督員通知書」で通知された次の者をいう。 
  ア 総括監督員 
  イ 副総括監督員 
  ウ 監督員 
 
６ 請求・申請・届出・通知・報告・協議者名の記載 

現場代理人とは、「現場代理人及び主任技術者等通知書」で通知のあった者をいう。 
 
７ 提出書類（届出印を押印して提出する書類のみ）が２枚以上にわたる場合は、とじ
目又は継ぎ目に届出印を両方にかけて押すこと。 
また、袋とじした場合は、継ぎ目に届出印を押すこと。 

 
８ 提出書類の記載を訂正するときは、誤記の部分を二本の線で消して、その右側又は  
 上部に正しい記載をするとともに、当該箇所に提出者印（届出者又は現場代理人印）
を押すこと。 

    あるいは、上記による訂正後、欄外に訂正の表示（何字抹消、何字挿入）を明記し  
 て提出者印（届出者又は現場代理人印）を押すこと。 
 
９  工事事務支援システムによる書類作成上の留意事項 
    該当項目を「○」で囲む様式は、必要項目を入力後、出力された帳票に「○」を記  

 入する。 
 
１０ 各様式のうち、  印    には届出印を押すこと。 

 
また、  印   には当局公印を押すこと。 

 
１１ 着手指定工事において、着手指定日以前に提出する書類には契約書の工期「着手指

定の日から○○日間」と記入し、着手指定日以降に提出する書類には履行期限（完
成予定日）を記入すること。 
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１２ 統一様式右上の破線欄は、決裁欄のスペースとして使用すること。 
 
１３ 次の書類については、提示書類（提出の必要なし。）のため、任意に整理・保管す

ること。ただし、監督員から請求があった場合は、直ちに提示すること。 
  

提示書類 備   考 
ディーゼル車に関する自動車検査証・証
明書等（原本） 

機械・電気設備工事標準仕様書 1.5.9 
東京都建築工事標準仕様書 1.3.16 
東京都機械設備工事標準仕様書 1.1.3.15 
東京都電気設備工事標準仕様書 1.3.14 

安全訓練、安全教育等の実施状況 機械・電気設備工事標準仕様書 1.4.2 
（計画は施工計画書に記載して提出） 

マニフェスト（原本） 
（集計表は提出） 

機械・電気設備工事標準仕様書 1.5.5 
東京都建築工事標準仕様書 1.3.16 
東京都機械設備工事標準仕様書 1.1.1.16 
東京都電気設備工事標準仕様書 1.3.14 

 
 
１４ 次の書類については、局様式ではないため記載例を掲載していないが、それぞれ

関係機関に確認の上、必要な場合は提出すること。 
 

提出書類 備  考 
施工体制台帳の写し 
（下請負契約を締結した場合は必須） 

機械・電気設備工事標準仕様書 1.3.6 
（国土交通省ＨＰ等参照） 
東京都建築工事標準仕様書 1.3.10 
東京都機械設備工事標準仕様書 1.1.1.10 
東京都電気設備工事標準仕様書 1.3.14 

施工体系図 
（上記、同様） 

  〃 

再生資源利用計画(実施)書 
再生資源利用促進計画(実施)書 
（東京都建設リサイクルガイドライ
ンの定めによる。） 

機械・電気設備工事標準仕様書 1.5.3 
（東京都建設リサイクルガイドライ
ン参照） 
東京都建築工事標準仕様書 1.4.1 
東京都機械設備工事標準仕様書 1.1.4.1 
東京都電気設備工事標準仕様書 1.4.1 

公共事業施行通知書の写し（着手時） 
公共事業遵守証明書（完成時） 
（公共事業への日雇労働者吸収要綱
を適用する工事） 

機械・電気設備工事標準仕様書 1.1.24 
（公共職業安定所又は (公財 )城北労
働・福祉センター等参照） 
東京都建築工事標準仕様書 1.1.22 
東京都機械設備工事標準仕様書 1.1.1.22 
東京都電気設備工事標準仕様書 1.1.22 

「(一財)日本建設情報総合センター」
発行の登録内容確認書の写し 
（請負金額が 500 万円以上の場合） 

機械・電気設備工事標準仕様書 1.3.4 
（工事実績情報サービス（コリンズ）） 

ディーゼル車に関する車検証・証明書等 
の写し 

機械・電気設備工事標準仕様書 1.5.9 

マニフェストの写し 
（集計表の提出） 

機械・電気設備工事標準仕様書 1.5.5 

 
１５ 建築工事とは、建築工事のほか、建築附帯機械設備工事及び建築附帯電気設備工

事を含む。 
   設備工事とは、水道用機械設備工事及び水道用電気設備工事をいう。 
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第２ 監督員（局）と受注者との書類の処理形態

監督員（局）から受注者へ。受注者確認の後、押印してから再び監督員（局）又は経理担当へ。

監 督 員（局） 受 注 者

 指定書兼受書 → 公印押印後受注者へ 工事着手日指定書

受 書工事着手日指定書

 決定用 → 原議つづり

受注者押印後監督員へコピーを 監督員控え 検査員

 通知書兼受書 → 公印押印後受注者へ 施工変更通知書

受 書施工変更通知書

 決定用 → 原議つづり

受注者押印後監督員へコピーを 監督員控え 検査員

 通知書兼受書 → 公印押印後受注者へ 設計図書変更

通知書 受 書設計図書変更

通知書  決定用 → 原議つづり

受注者押印後監督員へコピーを 監督員控え

 コピー → 原議つづり 工事請負契約変更

協議書（承諾書）工事請負契約変更

協議書  契約担当で作成）→ 公印押印後受注者へ

受注者押印後契約担当へ

 通知書兼受書 → 公印押印後受注者へ 工事（全部中止･一部中止･中止

継続）通知書 受書工事（全部中止･一部中止･

中止継続）通知書  決定用 → 原議つづり

受注者押印後監督員へコピーを 監督員控え 検査員

 通知書兼受書 → 公印押印後受注者へ 工事（全部・一部）中止

解除通知書 受書工事 全部・一部

中止解除通知書  決定用 → 原議つづり

受注者押印後監督員へコピーを 監督員控え 検査員

１２ 統一様式右上の破線欄は、決裁欄のスペースとして使用すること。 
 
１３ 次の書類については、提示書類（提出の必要なし。）のため、任意に整理・保管す

ること。ただし、監督員から請求があった場合は、直ちに提示すること。 
  

提示書類 備   考 
ディーゼル車に関する自動車検査証・証
明書等（原本） 

機械・電気設備工事標準仕様書 1.5.9 
東京都建築工事標準仕様書 1.3.16 
東京都機械設備工事標準仕様書 1.1.3.15 
東京都電気設備工事標準仕様書 1.3.14 

安全訓練、安全教育等の実施状況 機械・電気設備工事標準仕様書 1.4.2 
（計画は施工計画書に記載して提出） 

マニフェスト（原本） 
（集計表は提出） 

機械・電気設備工事標準仕様書 1.5.5 
東京都建築工事標準仕様書 1.3.16 
東京都機械設備工事標準仕様書 1.1.1.16 
東京都電気設備工事標準仕様書 1.3.14 

 
 
１４ 次の書類については、局様式ではないため記載例を掲載していないが、それぞれ

関係機関に確認の上、必要な場合は提出すること。 
 

提出書類 備  考 
施工体制台帳の写し 
（下請負契約を締結した場合は必須） 

機械・電気設備工事標準仕様書 1.3.6 
（国土交通省ＨＰ等参照） 
東京都建築工事標準仕様書 1.3.10 
東京都機械設備工事標準仕様書 1.1.1.10 
東京都電気設備工事標準仕様書 1.3.14 

施工体系図 
（上記、同様） 

  〃 

再生資源利用計画(実施)書 
再生資源利用促進計画(実施)書 
（東京都建設リサイクルガイドライ
ンの定めによる。） 

機械・電気設備工事標準仕様書 1.5.3 
（東京都建設リサイクルガイドライ
ン参照） 
東京都建築工事標準仕様書 1.4.1 
東京都機械設備工事標準仕様書 1.1.4.1 
東京都電気設備工事標準仕様書 1.4.1 

公共事業施行通知書の写し（着手時） 
公共事業遵守証明書（完成時） 
（公共事業への日雇労働者吸収要綱
を適用する工事） 

機械・電気設備工事標準仕様書 1.1.24 
（公共職業安定所又は (公財 )城北労
働・福祉センター等参照） 
東京都建築工事標準仕様書 1.1.22 
東京都機械設備工事標準仕様書 1.1.1.22 
東京都電気設備工事標準仕様書 1.1.22 

「(一財)日本建設情報総合センター」
発行の登録内容確認書の写し 
（請負金額が 500 万円以上の場合） 

機械・電気設備工事標準仕様書 1.3.4 
（工事実績情報サービス（コリンズ）） 

ディーゼル車に関する車検証・証明書等 
の写し 

機械・電気設備工事標準仕様書 1.5.9 

マニフェストの写し 
（集計表の提出） 

機械・電気設備工事標準仕様書 1.5.5 

 
１５ 建築工事とは、建築工事のほか、建築附帯機械設備工事及び建築附帯電気設備工

事を含む。 
   設備工事とは、水道用機械設備工事及び水道用電気設備工事をいう。 
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監 督 員（局） 受 注 者

 通知書兼受領 → 公印押印後受注者へ 受 領 印

指示事項通知書

 決定用 → 原議つづり

受注者押印後監督員へコピーを 監督員控え

 指示書兼受領 → 公印押印後受注者へ 受 領 印

指 示 書
改善指示書
改善命令書

受注者押印後監督員へ

 決定用 → 原議つづり

コピーを 監督員控え 改 善 報 告 書

 協議書兼同意書 → 公印押印後受注者へ 部分使用協議書

同意書部分使用協議書

 決定用 →原議つづり

受注者押印後監督員へコピーを 監督員控え

 公印押印後受注者へ

承 諾 書

一時中止増加費用含む。  決定用 → 原議つづり

コピーを 監督員控え
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受注者から監督員 局

受 注 者 監 督 員（局）

※工期の初日に提出する。

※着手日指定の場合は指定日に提出する。工事着手届

 決定用 → 原議つづり

コピーを 監督員控え

 責任者届・証 → 公印押印後監督員へ 支 給 材 料 取 扱 責 任 者 届

支 給 材 料 取 扱 責 任 者 証支 給 材 料 取 扱 責 任 者 届

支 給 材 料 取 扱 責 任 者 証  決定用 → 原議つづり

工事完成時に監督員へ返還コピーを 監督員控え

水道局固定資産

使用許可申請書

 決定用 → 固定資産管理者

コピーを 原議つづり 監督員控え

固定資産使用

許 可 書理 由 書  決定用 →固定資産管理者

コピーを 原議つづり 監督員控え使用料減額・免除

申 請 書 公印押印後、 監督員から受注者へ

返地（又は建物等

明渡）届

 決定 →固定資産管理者

コピーを 原議つづり 監督員控え

返地（又は建物等

明渡）届

確認書

監督員から受注者へ

承諾申請書  決定 → 原議つづり

コピーを 監督員控え

承 諾 書

監督員から受注者へ

貸与品借用書  監督員控え

返還確認

預 り 書  決定 → 原議つづり

コピーを 監督員控え 返納確認

協 議 書  決定 → 原議つづり

コピーを 監督員控え

承 諾 書

監督員から受注者へ

監 督 員（局） 受 注 者

 通知書兼受領 → 公印押印後受注者へ 受 領 印

指示事項通知書

 決定用 → 原議つづり

受注者押印後監督員へコピーを 監督員控え

 指示書兼受領 → 公印押印後受注者へ 受 領 印

指 示 書
改善指示書
改善命令書

受注者押印後監督員へ

 決定用 → 原議つづり

コピーを 監督員控え 改 善 報 告 書

 協議書兼同意書 → 公印押印後受注者へ 部分使用協議書

同意書部分使用協議書

 決定用 →原議つづり

受注者押印後監督員へコピーを 監督員控え

 公印押印後受注者へ

承 諾 書

一時中止増加費用含む。  決定用 → 原議つづり

コピーを 監督員控え
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第２章 工 事 事 務 の 流 れ

色紙  桃
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第３章 水 道 局 が 作 成 す る 書 類

色紙  桃
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第４章 受 注 者 が 作 成 す る 書 類

色紙  桃
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㊞　

下記のとおり着手したので届け出ます。

監理業務受託者 担当者名

契　約　金　額 ￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額

令和　元年　５月　８日 工　　　　　期 令和　元年１０月１６日

（発注者宛）

工　事　場　所 東京都○○区○○町○丁目○○番○○号　　東京都水道局○○浄水場

代表取締役　水　道　太　郎 ㊞

○○○　○○○ 殿

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号

水道設備株式会社

着 手 年 月 日

（注）着手日指定の場合は、着手指定日に届け出ること。

住所

氏名

受注者

令和　元年　５月　９日

契 約 年 月 日

文　書　番　号
（契 約 番 号）

￥14,332,888.- ）

令和　元年　５月　９日

統一１

文 書 番 号
（工事番号）

工　事　着　手　届

第１１１５５００号

東京都水道局長

３１水経契契第１１号

工　事　件　名 ○○浄水場○○ポンプ設備等改良工事

法人の場合は名称
及び代表者の氏名
法人の場合は名称
及び代表者の氏名
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せつび　しろう
契約約款第54条関連

設備　四郎

令和　元年　５月　９日

第１１１５５００号

東京都水道局長

○○○　○○○

水道設備株式会社

現場代理人及び主任技術者等を下記のとおり定めたので別紙経歴書を添えて通知します。

統一２

文 書 番 号
（工事番号）

現場代理人及び主任技術者等通知書

殿

（発注者宛）

東京都千代田区丸の内三丁目１８番１８号住所

受注者

氏名 代表取締役　水　道　太　郎 ㊞

監理業務受託者 担当者名

技 術 者 氏 名

受注者（ＪＶの場
合幹事会社）の許
可区分等

土木一式 ・ 建築一式 ・ 電気 ・ 管 ・ 鋼構造物 ・ 舗装 ・ 機械器具設置 ・ 造園 ・
水道施設 ・ その他（　　　　　　　　　　　　　）
大臣　・　知事　　　　特定　・　一般　６２　第　１２３４　号

㊞　

技 術 者 分 類

ふりがな

増員の技術者
ふりがな

建設業法上の該当資格に
○を付ける。

契 約 年 月 日

せつび　いちろうふりがな

現場代理人氏名

￥14,332,888.-

文　書　番　号
（契 約 番 号）

３１水経契契第１１号

工　事　件　名 ○○浄水場○○ポンプ設備等改良工事

工　事　場　所 東京都○○区○○町○丁目○○番○○号　　東京都水道局○○浄水場

契　約　金　額
￥１９３，４９４，０００．－

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ）

工　期令和　元年　５月　８日 令和　元年１０月１６日

資格は別紙経歴書に記入す
る。

建設業法第７条
第２号のイ・ロ・ハ

（ ）内には専門技術者を
置いて施工する工事の建設
業法上の区分を記入する。

設備　三郎

備　　　　　考

主任技術者氏名

監理技術者氏名

専門技術者氏名
（　　　　　）

設備　一郎

ふりがな

設備　二郎

せつび　さぶろう

現場代理人と主任技術者又
は監理技術者は兼任でき
る。

建設業法第７条
第２号のイ・ロ・ハ

建設業法第１５条
第２号のイ・ロ・ハ

（注）変更の場合は、表題末尾に「（変更）」と記載し、変更者の備考欄に「（変更）」と記載すること。

注　受注者（ＪＶの場合幹事会社）の許可区分等の欄は、監理技術者を設置した場合のみ記入すること。

電気保安技術者氏名
ふりがな

ふりがな せつび　じろう

法人の場合は名称及び代表者の氏名法人の場合は名称及び代表者の氏名
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学　　歴

せつび　　いちろう

設備　一郎

昭和４９年　５月１８日

　　　　　　　　年　　月

新宿区西新宿二丁目○○番○○号

統一３

経　歴　書　（現場代理人）

住 所

氏 名

ふ り が な

生年月日

職　　歴

資　　格

　　　　　　　　年　　月～　　　年　　月

注 １　表題の（　　）内には、現場代理人等該当する技術者分類の名称を記入すること。
２　学歴欄には、建設業法による主任技術者等でその資格が建設業法第７条第２号のイによる
　場合等、求められる資格を有することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載すること。
３　職歴欄には、職歴を記載するとともに、建設業法による主任技術者等についてはその資格
　に必要な実務経験について、また、仕様書等で必要な実務経験等が指定されている場合はそ
　の実務経験について記載すること。
４　資格欄には、建設業法による主任技術者等についてはその資格に必要な資格者証、合格
　証明書、免許証等について、また、仕様書等で特に定められた資格がある場合にはその資格に
　ついて記載すること。
５　監理技術者の経歴書には、監理技術者資格者証（写）の様式を用いて監理技術者資格者証
　の写しを添付すること。

　

　　　　平成１３年　９月　　　第一種電気工事士　　　　　　　　第０００００号

　　　　平成１５年１２月　　　一級電気工事施工管理技士　　　　第０００００号
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統一３

経　歴　書　（主任技術者）

住 所 新宿区西新宿二丁目○○番○○号

ふ り が な せつび　　じろう

氏 名 設備　二郎

生年月日 昭和３７年　７月　７日

学　　歴

　　　　昭和５５年　３月　　東京都立大江戸工業高等学校　　電気科　卒業

職　　歴

　

　　　　昭和５５年　４月　　　　　　　　　　　　水道設備株式会社　入社

　　　　平成　７年　５月～平成　７年１２月　　○○給水所配電盤設備工事　現場代理人

　　　　平成２５年　６月～平成２５年１２月　　○○浄水場送水ポンプ設備工事　主任技術者

　　　　平成２６年　９月～平成２７年　３月　　○○浄水場監視制御設備改良工事　監理技術者

　　　　平成２８年　５月～平成２８年１１月　　○○給水所監視制御設備補修工事　主任技術者

注 １　表題の（　　）内には、現場代理人等該当する技術者分類の名称を記入すること。
２　学歴欄には、建設業法による主任技術者等でその資格が建設業法第７条第２号のイによる
　場合等、求められる資格を有することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載すること。
３　職歴欄には、職歴を記載するとともに、建設業法による主任技術者等についてはその資格
　に必要な実務経験について、また、仕様書等で必要な実務経験等が指定されている場合はそ
　の実務経験について記載すること。
４　資格欄には、建設業法による主任技術者等についてはその資格に必要な資格者証、合格
　証明書、免許証等について、また、仕様書等で特に定められた資格がある場合にはその資格に
　ついて記載すること。
５　監理技術者の経歴書には、監理技術者資格者証（写）の様式を用いて監理技術者資格者証
　の写しを添付すること。

資　　格

　

　　　　昭和５８年　８月　　　第一種電気工事士　　　　　　　　第０００００号

　　　　平成　元年１０月　　　一級電気工事施工管理技士　　　　第０００００号
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第５章 計 画 書 等 作 成 要 領

色紙  桃
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本書は、石油系溶剤を含まないインキを使用しています。

令 和 元 年 度

規格表第三類

登録第１６１号

 

水道工事用書類・様式の記載例集

令和元年８月　発行

編集・発行 東京都水道局（建設部技術管理課）

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号

℡ 03（5320）6352

明誠企画株式会社

東京都武蔵村山市榎２－２５－５

℡ 042（567）6233
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